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記号表

Ab ：ブレース断面積

a g ：地動加速度

a gx ：x 方向の地動加速度

a gy ：y 方向の地動加速度

a x ：x 方向の絶対加速度

a y ：y 方向の絶対加速度

a Yi ：Yi 構面の絶対加速度

amax ：最大絶対加速度

a x,max ：x 方向の最大絶対加速度

a y,max ：y 方向の最大絶対加速度

　-amax ：x, y 方向最大絶対加速度の平均値

a xi ：i 層 x 方向の絶対加速度

a xi,max ：i 層 x 方向の最大絶対加速度

a yi,max ：i 層 y 方向の最大絶対加速度

b  ：ブレース系の水平力分担率，Newmark - b 法における変数

b i ：i 層ブレース系の水平力分担率

C0 ：標準せん断力係数

Ci ：i 層の層せん断力係数

db ：NC ブレース径

d  ：層間変形

d x ：x 方向層間変形

d y ：y 方向層間変形

d r ：残留層間変形

d xr ：x 方向の残留層間変形

d Yi ：Yi 構面層間変形

d Xi ：Xi 構面層間変形

dmax ：最大層間変形

d c
* ：Z 型 NC ブレース架構の弾塑性振動後残留層間変形

d xi ：i 層重心 x 方向の層間変形

d i
Ys ：i 層 Ys 構面層間変形

d ij ：i 層のみを漸増変形させたときの j 層の層間変形

d ci
* ：Z 型 NC ブレース架構の i 層における弾塑性振動後残留層間変形

d table ：振動台鉛直変位
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d b ：ブレース軸方向変位

d w ：楔の貫入量

d b
limit ：ブレース軸方向変位の限界値

d w
limit ：楔貫入量の限界値

DP ：水平力増分

DPj ：j 層の水平力増分

DEsx ：半サイクルにおける x 方向の履歴面積

DWex ：半サイクルにおける x 方向の弾性ひずみエネルギー蓄積量

Dh  ：塑性変形倍率

Dhmax ：塑性変形倍率の最大値

E ：ヤング係数

Ek ：運動エネルギー

Ed ：減衰エネルギー

Es ：ひずみエネルギー

Ei ：地震入力エネルギー

Eix ：x 方向の地震入力エネルギー

Eiy ：y 方向の地震入力エネルギー

Edm ：損傷に寄与する地震入力エネルギー（ひずみエネルギーの最大応答値）

Edm,x ：x 方向の損傷に寄与する地震入力エネルギー（x 方向のひずみエネルギーの最大応答値）

Edm,y ：y 方向の損傷に寄与する地震入力エネルギー（y 方向のひずみエネルギーの最大応答値）

ED ：損傷に寄与する地震入力エネルギー（地震動終了時）

e ：破断伸び，片構面ブレース抵抗時における偏心距離

te c
zj ：柱 j の上側計測位置における z 軸方向ひずみ

be c
zj ：柱 j の下側計測位置における z 軸方向ひずみ

e b
Yi ：Yi 構面ブレース軸ひずみ

e b
Xi ：Xi 構面ブレース軸ひずみ

f0 ：初期固有振動数

fi ：i 次固有振動数

f i・ ：i 層の層間捩り角

f yi・ ：i 層の降伏層間捩り角

g i・ ：i 層における梁剛比の合計を柱剛比の合計で除した値

h ：減衰定数

hi ：i 次減衰定数

hg ：柱のひずみゲージ貼付け点間距離

H ：建物高さ

　-h b ：ブレース単体の平均累積塑性変形倍率

kb ：ブレース軸剛性

kbi ：i 層のブレース軸剛性

kf
Yi ：Yi 構面骨組の剛性

kf
Xi ：Xi 構面骨組の剛性
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kc
q j ：柱 j の捩り剛性

　
~kfi

Ys ：i 層 Ys 構面骨組の残留変形計算用剛性

　
~kfi

Xs 
：i 層 Xs 構面骨組の残留変形計算用剛性

K0 ：標準剛度

Kf ：主架構の剛性

Kb ：ブレース系の剛性

Kx ：x 方向の層剛性

Kbe ：剛性偏心を考慮した重心でのブレース系剛性

Kb / Kf ：ブレース剛性比

Kfi ：i 層主架構の剛性

　
~Kfi・ ：残留変形計算用の主架構 i 層の剛性

Kbi ：i 層ブレース系の剛性

Kxi ：i 層 x 方向の層剛性

Kq  ：主架構の重心回り捩り剛性

K'qe ：片構面ブレース抵抗時における剛心回り捩り剛性

Kq i ：i 層主架構の重心回り捩り剛性

　
~Kq i ：残留変形計算用の主架構 i 層の捩り剛性

Kq
table ：振動台のロッキング剛性

l ：ブレース設置構面間距離

lb ：ブレース有効長さ

ltable ：振動台鉛直変位計測点間距離

m ：楔のスリップバック防止に必要な静止摩擦係数，質量

mi ：i 層の質量

MT ：重心回りのブレース負担水平力の捩りモーメント

MTy ：降伏捩りモーメント

MTi ：i 層重心回りのブレース負担水平力の捩りモーメント

MTyi ：i 層の降伏捩りモーメント

t Mc
yj ：柱 j の上側計測位置における y 軸回り曲げモーメント

b Mc
yj ：柱 j の下側計測位置における y 軸回り曲げモーメント

MOVT ：転倒モーメント

m s ：楔の接触面における静止摩擦係数

P ：水平力

Pc ：楔の接触面に作用するブレースからの圧縮力

Pn ：楔の接触面に作用する垂直反力

Pf ：楔の接触面に作用する摩擦力

Pj ：j 層の水平力

Q ：層せん断力

Qx ：x 方向層せん断力

Qy ：y 方向層せん断力

Qfx ：主架構 x 方向負担水平力
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Qfy ：主架構 y 方向負担水平力

Qcxj ：柱 j の x 方向せん断力

Qb ：ブレース系の負担水平力

Qby ：ブレース系の降伏水平力

Qb
Yi ：Yi 構面ブレースの負担水平力

Qb
Xi ：Xi 構面ブレースの負担水平力

Qxi ：i 層 x 方向の層せん断力

Qfi ：i 層主架構の負担水平力

Qfxi ：i 層 x 方向の主架構負担水平力
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第 1 章

序　論

1.1　研究背景

　鋼構造建築物の耐震設計においては，まず許容応力度設計により構造物の部材断面を決定し，その後，保

有水平耐力計算法により耐震安全性を検証する方法が最も多く用いられている．この保有水平耐力計算法は，

建築物が終局状態において保有する水平耐力が，極めて稀に発生する地震動に対して必要となる水平耐力を

上回ることを確認する計算法である．終局状態において，図 1.1(a) に示すように梁および柱端部に塑性ヒン

ジを形成し，構造物全体で地震入力エネルギーを消費することで，特定箇所への損傷集中に起因した構造物

の倒壊を防止することが可能となる．このような耐震構造物を実現するためには，各構造部材が十分な地震

入力エネルギー消費性能を保有するとともに，損傷が構造物全体に分散されるよう適切に各層の耐力，剛性

を設定する必要がある．

　耐力，剛性を上昇させるために柱や梁の断面寸法を大きくすると，建物重量が増大することから，鋼構造

建築物においては，一般にブレースが耐震要素として多く採用される．ブレースは通常，架構に X 型ある

いは K 型配置され，層間変形に対して軸方向力により抵抗するため，比較的小さな断面であっても容易に

図 1.1　保有水平耐力の計算

iQ
iδ

iQ
iδ

(a)架構の場合

(b)ブレース架構の場合

塑性ヒンジ

δi

Qi

δi

Qi
ブレース架構

架構

引張側ブレース

圧縮側ブレース
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構造物の耐力，剛性を上昇させ，柱や梁の断面寸法を小さくした経済的な構造物を実現できる．ブレース架

構とした場合の保有水平耐力は，鋼構造限界状態設計指針・同解説
1)
によれば，図 1.1(b) の i 層における層

せん断力 Qi と層間変形d i の関係に示すように，引張側ブレースの降伏耐力ならびに圧縮側ブレースの座屈

後安定耐力（図中の点線）と架構の耐力との和により算定できる．このように，上述した鋼構造物の耐震設

計においても，任意層の耐力や剛性を高い自由度で設定できる利点がある．

　しかしながら，こうした従来から用いられているブレース（以降，従来型ブレースと表記する）は，圧縮

力によって座屈を生じるため
2)
，繰返し荷重作用下において耐震性能が劣化することが過去多数の研究によ

り明らかにされている
3)~15)

．従来型ブレースにおける問題点は，以下のようにまとめることができる．

(1) 復元力特性が劣化型となることでエネルギー消費性能が著しく低下する
3)~6),8)~12)

．図 1.2 にはブレース材

に繰返し軸方向力 Pb を作用させ，軸方向変位d b が生じたときの劣化型復元力特性の一例を示す．圧縮

側では点 A でブレースが座屈して耐力低下を起こすともに，引張側ではブレース材が真直ぐになる点 B

まで十分に抵抗を発揮できない．

(2) 座屈を生じる場合にはブレースの復元力特性は大変複雑となるため，ブレース細長比（材長を最小の断

面二次半径で除した値）が極端に大きいか小さい場合を除いて，精確な復元力特性モデル
14),15)

によらな

ければ評価が難しい
7),8)

．

(3) 復元力特性の劣化により特定層に変形が集中する場合がある
10),11),13)

．

　ブレースは，上述したように剛性が高く架構に作用する水平力の大部分を負担するため，耐震性能の劣化

が構造物全体の挙動に及ぼす影響は必然的に大きくなる．ブレース細長比がかなり小さい場合には劣化挙動

を緩和可能だが，ブレース断面を必要以上に増大させることは，建築物の設計自由度の低下，また，後述す

るように剛性増大に起因した弾性時絶対加速度の上昇に繋がることから好ましくない．劣化挙動により，構

造物全体に効率良く地震入力エネルギーを消費させて構造物の倒壊を防止するという，耐震設計の目的が妨

げられる恐れがある．

　筆者らは従来型ブレースにおける問題点を解決しうる新しいブレースとして，楔デバイスと呼ばれる装置

をブレース端部に設置したノンコンプレションブレース（以降，NC ブレースと表記する）を提案してきた

16)~23)
．楔デバイスの詳細やその動作機構，NC ブレースの詳細な力学特性については第 2 章にて後述するが，

楔デバイスの動作によりブレースに圧縮力が作用せず座屈しないとともに，軸力零からの引張変位に対して

直ちに抵抗できるという特徴を有している．このブレースを架構に X 型配置するとともにブレース降伏耐

力の 50% の初期張力を導入した場合，図 1.3 のように完全弾塑性型の復元力特性を示して効率良く地震入

力エネルギー消費できることを，これまでの静的載荷実験
16)~19)

，また動的載荷実験
20)~23)

により明らかにし

ている．

図 1.2　従来型ブレースの劣化型復元力特性モデル

bP

bP

bδ

O
A

bP

bδ

B
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　一方，これまでに開発された代表的なブレースとして，座屈拘束ブレース
2),24)~28)

が挙げられる．座屈拘束

ブレースは，図 1.4 に示すように，鋼ブレースの座屈を周囲の座屈拘束材により拘束することで，引張降伏

耐力と同等の圧縮降伏耐力を発揮し，エネルギー消費効率が高く安定した完全弾塑性型の復元力特性が得ら

れるよう工夫したものである．

図 1.4　座屈拘束ブレースの概要

(c)弾塑性時復元力特性(b)弾性時復元力特性(a)座屈拘束ブレースの概要

δO

bQ

A

A′

δO

bQ

エネルギー消費量

座屈拘束材

アンボンド材
または隙間

芯材

座屈拘束ブレース

図 1.3　X 型 NC ブレース架構の概要

(a)X型NCブレースの概要

NC ブレース

楔デバイス

RL

(c)ブレース系の復元力特性

δ

bQ

O

エネルギー消費量

δ

(b)各ブレースの復元力特性

O

bQ

R ブレース

L ブレース

初期張力

　座屈拘束ブレースや X 型 NC ブレースのような，鋼材の塑性変形により効率良く地震入力エネルギー消

費を図る鋼材ダンパーは，本研究で対象としている耐震構造分野以外では制振構造分野にも用いられており，

比較的安価で安定した性能が得られるため各種ダンパーの中で最も普及率が高い．しかしながら，鋼材ダン

パー弾性範囲では図 1.4 における原点 O を通る線分 AA′上の抵抗となるため，地震入力エネルギーを消費

することができず，また構造物が高剛性を維持するため地震時の絶対加速度が高くなりやすい
29)
．絶対加速

度や相対速度が高いと，構造部材が弾性に留まる程度の地震動レベルにおいても，室内什器の転倒や滑り，

内外装材の損傷が発生することが指摘されている
30)
．地震後における建築構造物の継続使用を考えた場合，

構造部材の損傷を軽減するだけでなく室内什器や内外装材の被害も軽減することが重要であり，発生頻度が

比較的高い中小地震動から積極的に地震応答を低減することのできるシステムが求められている．また，絶

対加速度の増大は，ダンパー材料に低降伏点鋼を用いる等して早期降伏させることで回避可能だが，ダンパー

の損傷の観点から限度があること
29)
，また比較的発生頻度の高い地震動に対してもダンパーを損傷させる必

要があることから，必ずしも合理的な設計であるとは言い難い．

　このような背景の中で，筆者等は上記の問題を解決しうる構造システムとして，NC ブレースを図 1.6(a)
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に示すように Z 型配置した Z 型 NC ブレース架構
31)~38)

，(b) に示すように非対称 Z 型配置した非対称 Z 型

NC ブレース架構
39)~43)

を提案してきた．これらのブレース架構における最大の特徴は，NC ブレースの性能

（圧縮力が作用することなく，軸力零からの引張変位に対し直ちに抵抗できる）によって，振動時，Z 型 NC

ブレース架構にあっては (a) の層間変形が一方向に漸増する一方向漸増変形特性を，非対称 Z 型 NC ブレー

ス架構にあっては (b) の捩り角が一方向に漸増する一方向漸増捩り変形特性を生じることである．このよう

に，振動時に変形が一方向に漸増していく特性により，ブレース架構には弾性ひずみエネルギーが蓄積され

ていき，ブレース弾性範囲にあっても地震入力エネルギーを消費するため，地震応答を低減することが可能

となる．また，NC ブレース弾塑性時には，塑性ひずみエネルギー消費により，鋼材ダンパー架構同等の地

震入力エネルギー消費性能が期待できる．更に，一方向漸増変形に基づく地震後残留変形は，NC ブレース

に残留した張力をブレース端のナットやターンバックルを緩めることで容易に除去することができ，再利用

性に優れている．すなわち，NC ブレースを配置するのみで，損傷を必要としない弾性ひずみエネルギー蓄

積に基づく地震応答低減性能と，NC ブレースの塑性ひずみエネルギー消費性能を同時に付加することがで

き，比較的発生頻度が高い中小地震動から，発生頻度が極めて稀である大地震動までの地震応答を一貫して

低減可能であると考えられる．しかしながら，一方向漸増変形の機構や地震応答性状を十分に検討できてい

ないため，その耐震性能は明らかではないのが現状である．

図 1.6　Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の概要

→

→

NC ブレース

→

→

→

→

(a)Z 型 NC ブレース架構の漸増変形

(b) 非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増捩り変形

図 1.5　鋼材ダンパー弾性時における絶対加速度の増大

ダンパー弾性時には絶対加速度増大

地震動

Abs. Acceleration Abs. Acceleration

鋼材ダンパー
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1.2　既往の研究

　本節では，既往の研究との比較により本研究の位置付けを明確にする．

○地震応答低減システムに関する研究

　既往の地震応答低減システムに関する研究として以下が挙げられる．笠井ら
44)~48)

は鋼材ダンパー，速度

依存系ダンパー，両者を併用したダンパーの制振効果を性能曲線として表現する制振構造の簡易設計法を提

案している．聲高ら
49)

は鋼梁とスラブ間に挿入した粘弾性体のエネルギー消費により地震応答を低減する

制振床を提案している．緑川ら
50),51)

は地震動時にベースプレートを浮き上がり降伏させることで構造物の

ロッキング挙動を許容し，地震入力エネルギーを上下方向エネルギーに置換，およびベースプレートに消費

させるベースプレート降伏型ロッキングシステムを提案している．

　このように，建築構造物の地震応答低減手法はエネルギー消費要素の履歴特性や設置方法を工夫すること

でかなり多様化しているが，本研究で提案する弾性ひずみエネルギー蓄積を利用して地震応答低減を図る試

みは今までに行われていない．また，耐震構造分野においては，本システムのように発生頻度が高い地震動

から発生頻度が極めて稀である地震動までの地震応答を低減できるシステムは見られない．

○残留変形および偏心構造物に関する研究

　地震後に生じる残留変形に着目したものとして，地震後残留変形低減を目標としたシステムの開発
52),53)

や，

鋼材ダンパー架構に生じる残留変形の予測を試みた研究
54)

が行われているが，本研究で提案する Z 型およ

び非対称 Z 型 NC ブレース架構のように，残留変形を意図的に生じさせるとともに，積極的に活用した研究

は行われていない．

　また，偏心が構造物の耐震性能に与える影響を検討した研究例えば 55)~57)
は数多く行われているが，本研究の

非対称 Z 型 NC ブレース架構のように，意図的に偏心を与えることで生じる捩り変形を活用して耐震性能を

向上させようとした試み
58)~61)

は少ない．

　以上より，本研究は既往の研究とは異なる観点から，建築構造物の耐震性能を向上させようと試みたもの

として位置付けることができる．

1.3　研究目的

　研究背景で述べたように，Z 型 NC ブレース架構，非対称 Z 型 NC ブレース架構の耐震性能は十分に検討

されておらず，未解明な部分が多い．更に，従来の許容応力度設計や保有水平耐力計算法では，NC ブレー

ス架構の地震応答低減効果による優位点を主張することができない．

　そこで，本論では各 NC ブレース架構の耐震性能を明らかにし，弾性ひずみエネルギー蓄積，NC ブレー

スの塑性ひずみエネルギー消費による地震応答低減を活用した中低層 NC ブレース架構の耐震設計法を構築

するための基礎的な研究知見を蓄積することを目的とする．なお，1.1 節の冒頭で述べたように，従来の鋼

構造建築物では柱や梁の損傷を許容しているが，本耐震設計法は，NC ブレースのみに損傷を許容し，柱や

梁といった部材は極力弾性範囲に留めることを目標とする．研究方法としては，振動台実験により Z 型お

よび非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増変形特性の機構，基本的応答性状，弾塑性復元力特性モデルを明ら

かにするとともに，実験結果を数値解析により追跡することで，数値解析によるこれらブレース架構の応答

再現性を検証する．そして，実大架構の数値解析によりこれらの耐震性能を比較検討する．最後に，NCブレー

ス架構の地震応答予測手法を提案し，耐震設計法の基礎理論を構築する．
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1.4　研究内容の要約

　本論文は第 1 章を含めて，全 5 章で構成されており，第 2 章以降の内容は以下のように要約される．

　第 2章「1層Z型NCブレース架構の振動台実験および実大 1層架構の数値解析」では，1層Z型，非対称Z型，

X 型 NC ブレース架構の耐震性能を明らかにすることを目的としている．まず，1 層 Z 型および非対称 Z 型

の漸増変形機構，基本的応答性状を明らかにするとともに，弾塑性復元力特性を確認することを目的に，振

動台による正弦波加振実験を行い，更に，数値解析により実験結果を追跡した．また，実大 1 層解析モデル

を用いた Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の数値解析により，弾性ひずみエネルギー蓄積に基づ

く地震応答低減効果，弾塑性時における NC ブレースの塑性ひずみエネルギー消費に基づく地震応答低減効

果を明らかにするとともに，非対称 Z 型，X 型の地震応答低減機構の解明を試みた．

　第 3 章「2 層 Z 型 NC ブレース架構の振動台実験および実大多層架構の数値解析」では，多層 Z 型，非対

称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の耐震性能を明らかにすることを目的としている．まず，2 層 Z 型，非対称

Z 型の各層におけるブレース配置方向を変数とした試験体で振動台による正弦波加振実験を行い，多層架構

の漸増変形機構，基本的応答性状，弾塑性復元力特性を明らかにするとともに，数値解析により実験結果を

追跡した．また，実大 8 層解析モデルを用いた Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の数値解析により，

弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減効果，層毎のブレース配置が架構の耐震性能に与える影響，

弾塑性時の地震応答低減効果を明らかにした．更に，層間変形の連成効果を考慮して漸増変形に基づく地震

後残留変形を簡易に評価する手法を示し，数値解析結果よりその評価精度を検証した．

　第 4 章「エネルギーの釣合に基づく 1 層 NC ブレース架構の地震応答予測」では，Z 型，非対称 Z 型，X

型の各 1 層 NC ブレース架構の地震応答予測を行い，その予測精度を検証することを目的としている．まず，

一方向漸増変形および弾性ひずみエネルギー蓄積を考慮したエネルギーの釣合に基づく 1 層 NC ブレース架

構の弾性地震応答予測手法を構築し，更に，地震応答予測を行う上で必要となる，構造物へのエネルギー入

力を，NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積時における周期変動を考慮して求める手法を提案して

いる．これらの提案手法による地震応答予測精度を，数値解析結果との比較に基づいて検証した．また，既

往手法に基づく，NC ブレースの累積塑性変形倍率の予測精度を解析結果と比較した．

　第 5 章「結論」では，第 4 章までに得られた研究知見をまとめ，本研究の総括的な結論について述べてい

る．発生頻度が比較的高い中小地震時には弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減効果を，発生頻

度が極めて稀である大地震時には NC ブレースの塑性ひずみエネルギー消費に基づく地震応答低減効果を期

待した，中低層 NC ブレース架構の耐震設計が実現可能であることを記した．また，今後の課題として，上

記耐震設計法を構築するためには，本論の第 4 章で構築したエネルギーの釣合に基づく 1 層 NC ブレース架

構の地震応答予測手法を多層架構の場合に拡張する必要があること，主架構部材および NC ブレースに高強

度鋼材を用いることにより，極めて稀に発生する地震動に対しても弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震

応答低減効果を発揮できれば，より合理的な耐震構造を実現できる可能性があることについて示した．
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第 2 章

1 層 Z 型 NC ブレース架構の振動台実験

および実大 1 層架構の数値解析

2.1　はじめに

　Z 型 NC ブレース架構の耐震設計法を構築するためには，まず Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構が

有する基本的な耐震性能を明らかにし，弾性時には漸増変形に基づく弾性ひずみエネルギー蓄積で地震応答

を低減するとともに，弾塑性時にはブレースが効率良く地震入力エネルギー消費する構造システムが実現可

能であるかを検討する必要がある．また，Z 型と非対称 Z 型 NC ブレース架構の比較を行い，両者の耐震性

能や地震応答性状の相違点を明らかにしておくことも重要である．そこで，本章では最も簡単な 1 層 1 スパ

ン架構を対象に，Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の振動台実験および数値解析を実施してこれらの

検討を行う．

　1 層 1 スパン架構の振動台実験は，Z 型と非対称 Z 型の各々について，漸増変形の機構を明らかにするこ

と，弾性時および弾塑性時の基本的な応答性状を明らかにし両者の挙動を比較することが主な目的である．

ブレース降伏耐力，ブレース初期張力の有無，ブレース配置を実験変数とした，漸増変形性状が各々異なる

試験体に加速度を段階的に変化させた正弦波を入力する．振動台実験において，このような正弦波を選択し

た狙いは，漸増変形性状を詳細に検討するとともに，弾性振動と弾塑性振動を明確に分離して考察を行うた

めである．正弦波加振実験は，ブレースが弾性限に達するまでの入力を行った後，ブレースが弾塑性となる

入力を続けて行い，実験変数の違いが漸増変形性状に与える影響を考察するとともに，絶対加速度，層間変

形，捩り角といった基本的応答性状を比較する．更に，ブレース弾塑性時には，これらの検討に加えて復元

力特性を比較することで，エネルギー消費性能について考察する．また，実大構造物の挙動を数値解析によ

り検討するに当たっては，数値解析による実現象の再現性を検討しておくことが重要となる．そこで，数値

解析により，振動台実験結果を十分な精度で再現できることを確認する．

　最後に，Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の地震応答性状を明らかにする目的で，実大 1 層 1 スパ

ン架構の数値解析モデルを作成して数値解析を行う．比較対象としては，Z 型および非対称 Z 型 NC ブレー

ス架構と同等の耐力，剛性を有するブレース架構として X 型 NC ブレース架構を選択する．ブレース降伏

軸力の 50% の初期張力を与えておけば，弾性時には弾性ひずみエネルギー蓄積を行わず，弾塑性時には完

全弾塑性型復元力特性を示して鋼材ダンパーとして機能する架構である．なお，X 型でブレース初期張力を

与えない場合には，Z 型および非対称 Z 型と同様に弾性ひずみエネルギーを蓄積できるので，この場合につ

いても解析を実施して比較を行う．NC ブレース配置，ブレース剛性比，ブレース降伏応力度，入力地震動

を変数とした解析を行い，ブレース弾性時，ブレース弾塑性時における地震応答性状を比較することで，漸

増変形の弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減効果，弾塑性時の地震入力エネルギー消費性能と
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いった耐震性能を明らかにする．更に，漸増変形による地震応答低減機構の解明を試みる．

2.2　1 層 NC ブレース架構の力学特性

　本節では，1層Z型，非対称Z型およびX型NCブレース架構の力学特性について説明する．まず，NCブレー

スの特徴を説明し，NC ブレースが機能するための必要条件および保有性能について考察する．続いて，漸

増変形の機構を説明するモデルを構築し，更に漸増変形と弾性ひずみエネルギー蓄積量の関係を明らかにす

るとともに，蓄積できる弾性ひずみエネルギーの最大値を与える．そして，強震時において NC ブレースが

塑性化したときの弾塑性復元力特性モデルについて述べる．

2.2.1　NC ブレースの概要

　NC ブレースは，図 2.1 に示すようにその一端部に楔デバイスと呼ばれる装置を有したブレースである．

楔デバイスは，図 2.2(a) の楔，楔受け，楔台，バネにより構成される．ブレース材端では，楔受けと楔台の

間に楔を設置することで間接的な接合となっており，地震時にブレース軸力零の状態から圧縮方向変位する

と，(b) のように楔受けが離間するため，NC ブレースに圧縮力が作用することはない．離間によって生じ

た間隙は，(c) に示すように楔がバネの復元力によって貫入し直ちに埋められるので，NC ブレースは引張変

位に対して常に抵抗することができる．これらの動作機構により，NC ブレースの軸方向引張力 Tb と軸方向

変位d b の関係は図 2.3 のように模式的に示される．ここに，Tby はブレース降伏引張軸力である．

図 2.2　楔デバイスの動作機構

バネ

楔

楔台

→ →

(a) (b)

引張力

(c)

楔受けが離間

楔受け 摩擦力

図 2.1　NC ブレースの概要

NC ブレース

楔デバイス

図 2.3　NC ブレースの復元力特性モデル

byT

bδ

bT
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　ブレースに作用する引張力は，図 2.2(c) のように楔と楔受けおよび楔台の接触面に摩擦力が発生すること

で架構に伝達されるが，このとき楔と楔受けとが固着し，楔がブレース引張力によって貫入方向と逆向きに

移動（スリップバック）してはならない．スリップバックを起こさないためには，接触面においてブレース

からの圧縮力 Pc，垂直反力 Pn，摩擦力 Pf が図 2.4 に示す力のつりあいを満足する必要がある．まず，Pf は

摩擦係数m を用いて次のように書ける．

　 f nP Pm=
           (2.1)

また，楔と楔受けとが固着して抜け出しが生じない場合，それぞれ以下の式が成り立つ．

　
sinf c dP P q=

           (2.2)

　
cosn c dP P q=

           (2.3)

式 (2.1) を変形して式 (2.2), (2.3) を代入すれば次式が得られる．

　

sin tan
cos

c d
d

c d

P
P

q
m q

q
= =

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
(2.4)

よって，

　
1 1tan tand sq m m− −= ≤           (2.5)

となる．式 (2.5) がスリップバック防止条件であり，楔と楔受けおよび楔台との接触面における静止摩擦係

数m s が楔の形状によって決まるm 以上であれば，楔はブレースからの圧縮力の大きさに関わらずスリップ

バックを起こさないことを意味している．本論の振動台実験で用いる楔および楔受けは，食塩水により約 1

週間湿潤状態を保つことで表面に赤錆を発生させており，m s がm 以上となることを確認している．

図 2.4　楔デバイスの抵抗機構

楔台

楔受け楔

cP

fP
cP

fP
nP

dθ

力のつりあい

dθ

fP

cP
nP

　図 2.2 に示した楔デバイスの動作機構からも明らかなように，NC ブレースの保有性能は楔の限界貫入量

によって決定される．ここでは，まず図 2.5(a) に示す楔デバイスで，d b と楔貫入量との関係を誘導し，一方

向漸増変形が限界に達するまでに必要な楔の貫入量，楔の限界貫入量と NC ブレースが保有する耐震性能と

の関係を明示する．楔の角度をq w，ブレース設置角度をq b，楔台設置角度をq ws，ブレース軸と楔台面内の

法線がなす角をq n とする．(b) の幾何学的関係から，楔の貫入量d w とd b は，次式で対応付けられる．

　
cos cot sin

w
b

n w n

d
d

q q q
=

+
         

(2.6)

ここで，

　
( )n b ws

πq q q= − +
2

          

(2.7)
 

である．従って，式 (2.6) のd w に楔貫入量の限界値d w
limit

を代入すれば，ブレース端部が軸方向に移動できる

限界d b
limit

が求まる．漸増変形が限界に達するまでに必要な楔の貫入量，楔の限界貫入量と NC ブレース保

有性能の関係は，それぞれ次のように算定される．
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(1) 一方向漸増が限界となったときの層間変形をd b へ変換して（cosq b を乗じて）式 (2.6) に代入すれば，d w

が漸増変形が限界に達するまでに必要な楔の貫入量となる．

(2) 楔形状から決定されるd w
limit

を式 (2.6) に代入して求めたd b
limit

が保有する限界のブレース塑性変形倍率と

なる（漸増変形に必要なd w は非常に小さくなるので無視している）．

　以降の振動台実験および数値解析においては，d w をd b に変換した値と設定した限界値とを比較すること

で，楔デバイスの機能が維持されていることを確認する．

2.2.2　漸増変形特性の機構

　図 2.6(a), (b), (c) に 1 層 1 スパン Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構モデルを示す．いま，図に示

す方向に x, y, z 軸をとり，時計回りの捩り角q を正とする．柱と梁により構成される骨組を主架構，x, y 方

向それぞれで全てのブレースを組み合わせたものをブレース系と呼ぶこととし，それぞれの負担水平力を

Qf, Qb，剛性を Kf, Kb と定義する．主架構の床は剛床であり，また，ブレース材料特性は完全弾塑性型とする．

このモデルを用いて，以下に Z 型の漸増変形特性と非対称 Z 型の漸増捩り変形特性の機構を，そして 2.2.3

項以降で弾性ひずみエネルギー蓄積量，および復元力特性モデルについて述べる．

図 2.6　1 層 1 スパン NC ブレース架構モデル

X1

X2

Y1

Y2

x
y

zθ

X1

X2

Y1

Y2

(b) 非対称 Z 型

X1

X2

Y1

Y2

(c)X 型(a)Z 型

図 2.5　楔貫入量とブレース軸方向移動量

(b) 幾何学的関係

wθ

wθ
wδwsθ

bθ
bδ

sin tanb n wδ θ θ

cosb nδ θ
nθ

(a) 記号の定義

bθ

wθ

bδ

wδ nθ

wsθ

○ Z 型 NC ブレース架構の漸増変形特性機構

　図 2.7 に Z 型 NC ブレース架構の漸増変形特性モデルを，図 2.8 に Z 型 NC ブレース架構の層せん断力 Q

と層間変形d の関係を示す．図 2.7(a)~(d)の状態は，図 2.8中の点O~Dおよび線分上の点にそれぞれ対応する．

漸増変形特性の機構は，次のように説明することができる．

　初期状態（点 O）から図 2.7(a) に示すようにブレース圧縮方向に水平力 P が作用すると，NC ブレースに

は圧縮力が作用しないので主架構のみが水平力を負担する（点 A）．ここから (b) のように水平力が増分DP
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の作用で減少すると，主架構は負担水平力の減少により，NC ブレースは引張変位に対し直ちに抵抗するこ

とにより，各々左向きの水平力増分を生じて力がつりあう．すなわち，(a) から (b) の抵抗機構に移行するこ

とで層剛性が Kf から Kf + Kb へと変化するため（線分 OA → AB），図 2.8 の復元力特性からも分かるように，

DP = P の水平力零点ではブレース残留水平力の合計bP により残留層間変形bP / Kf が生じる．b はブレース

系の水平力分担率であり次式で定義される．

　

b b

f b

Q K
Q K K

b = =
+

          
(2.8)

ブレース負担水平力が失われ，層剛性が再び Kf に変化するのは，(c) のようにブレース圧縮方向の水平力が

P 以上となったときである（線分 AC）．この機構を繰り返して層間変形が一方向に漸増してゆく．

　図 2.8 の点 D は，図 2.7(d) に示すようにブレース系の降伏水平力 Qby と主架構の負担水平力がつりあう位

置である．点 D の値をd c
*
とし，この絶対値を次式で表す．

　

* by
c

f

Q
K

d =
           

(2.9)

　d c
*
は Z 型 NC ブレース架構が正負等しい荷重を受けた場合に描く bi-linear 型履歴ループの中心ともなる．

本論では，ブレースの塑性化により弾塑性振動した後の，Z 型 NC ブレース架構の残留層間変形はこのd c
*

に収束するものと仮定する．ただし，この仮定を理論的に証明することは難しいので，以下の手順により仮

定の妥当性を検討する．まず，作用する荷重の大きさに正負の偏りが少ない場合，弾塑性振動後の残留層間

変形が式 (2.9) で評価できることを 2.4 節の正弦波加振実験により示す．続いて，地震動入力に対する式 (2.9)

の適用性の検証を，2.6 節の数値解析結果より行うこととする．

図 2.7　漸増変形特性機構

(a)

(d)

(b) (c)

P

2P

2P

x

y

G

Y2

X1

Y1

X2

: fK層剛性

P

2P

2P

P∆

2Pβ∆

2Pβ∆

( )1 2Pβ ∆−

:層剛性

f bK K+

2P

2P

: fK層剛性

P

P∆
2P∆

2P∆

* 2f cK δ

* 2f cK δ

2byQ

2byQ

図 2.8　Z 型 NC ブレース架構の復元力特性モデル
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○非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増捩り変形特性機構

　初めに，非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増捩り変形によるq の定式化を行う．構面骨組の番号を i，柱

の番号を j と定義する．図 2.9 に示すように，各構面の NC ブレース負担水平力により時計回りのq が生じ

た状態における ,重心（G 点）での z 軸回りモーメントの静的なつりあいは次式で表される．

　

( ) ( )2 2Y X Y X0 : 0i i i i j
z b i b i f i f i c

i i j
M Q y Q x k y k x kqq q= + − + − =∑ ∑ ∑ ∑

    

(2.10)

ここに，Qb
Yi, Qb

Xi
：Yi, Xi構面ブレースの負担水平力，xi, yi：符号を考慮した重心からYi, Xi構面骨組までの距離，

kf
Yi, kf

Xi, kc
q j
：Yi, Xi 構面骨組の剛性，柱 j の捩り剛性 , である．式 (2.10) を変形すれば，q はブレース負担水

平力の重心回り捩りモーメント MT を主架構の重心回り捩り剛性 Kq で除した，次式により表すことができる．

            

            (2.11)

　

( )
( )

Y X

2 2Y X

i i
b i b i

iT
i i j

f i f i c
i j

Q y Q x
M
K k y k x kq

q

q
+

= =
+ +

∑

∑ ∑

図 2.9　z 軸回りモーメントのつりあい
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　漸増捩り変形の機構は，振動時における MT の単調増加として説明することができるので，図 2.10 を用い

てこの機構を段階的に示す．図 2.10 は非対称 Z 型 NC ブレース架構モデルの x 方向に水平力が作用する場

合であるが，簡単のため剛性偏心による捩りを無視し，ブレース系の負担水平力のみを考える．

　まず，図 2.10(a) に示すようにブレース系に水平力 P が作用すると，Y1 構面ブレースのみが抵抗して重心

回りに MT が生じる．このとき，MT によって発生するq は時計回りであるので，Xi 構面ブレースは圧縮方

向に変位して抵抗しない．続いて，この状態から (b) に示すように水平力が増分DP の作用により減少すると，

Y1 構面ブレースには除荷により，Y2 構面ブレースには引張変位に対する抵抗により，各々右向きの増分

DP / 2 が生じて x 方向の力がつりあう．このDP / 2 の作用により，MT は変化することなくDP が 0 ≤DP ≤ 2P

となる領域で保持される．これは，ブレース系の負担水平力が，それまでの時刻で経験した最大水平力以下

となる領域であり，区間の下限DP = 0 が (a) に，上限DP=2P が (c) にそれぞれ対応する．(c) の状態から P

と同じ方向にDP が作用して，ブレース系の負担する水平力が経験した最大水平力以内の領域を超えること

で，(d) に示すように MT は再び増加する．

　図 2.10(d) において，DP が増加して Y2 構面ブレースがブレース降伏水平力 Qby に達したとする．ブレー

ス材料特性を完全弾塑性型と仮定した場合，ブレース系の負担水平力は頭打ちとなり，以降はブレース降伏

時の MT が保持される．すなわち，MT は x, y 方向のブレースが降伏することで限界に達し , このときの MT

を降伏捩りモーメント MTy と定義する．整形な 1 層 1 スパン架構においては，MTy は次式のように表せる．
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　 Ty byM Q l=            (2.12)

ここに，l：ブレース設置構面間距離である．1 方向入力の場合には MTy / 2 が限界の捩りモーメントとなる．

図 2.10(e) には (a) → (b) → (c) → (d) に至るまでの MT の時間的変化の様子が示されている．また，MTy に対応

するq を降伏層間捩り角q y と定義して次式で表す．

　

Ty
y

M
Kq

q =
           

(2.13)

　なお，動的な重心回りモーメントのつりあい式には，厳密には床の回転慣性モーメントと角加速度の積が

含まれるが，2.4 節で考察するように，漸増捩り変形の本質は式 (2.11) で簡潔に表すことができる．

○ Z 型と非対称 Z 型の漸増変形特性の比較

　Z 型と非対称 Z 型の漸増変形として，d c
*
とq y による層間変形の関係を明らかにする．整形な 1 スパン架

構では，kc
q j
を無視すれば Kq = Kf l

2 / 2 となるので，重心を回転中心としたq y で生じる Yi, Xi 構面層間変形

d Yi, d Xi
は次式で書ける．

　

2
Y X

2
by byi i

f

Q l Q
K Kq

d d= = =
         

(2.14)

従って，両者の層間変形はほぼ同等となることが分かる．

2.2.3　弾性ひずみエネルギー蓄積量

　Z 型では層間変形が，非対称 Z 型では捩り角が，それぞれ一方向に漸増する過程で主架構およびブレース

には弾性ひずみエネルギーが蓄積されていく．本項の目的は，Z 型，非対称 Z 型それぞれの場合で一方向漸

増変形と弾性ひずみエネルギー蓄積量を対応付け，更にその最大値を与えることである．なお，X 型では架

構が一方向漸増変形を生じることはないが，ブレースには Z 型および非対称 Z 型と同様に弾性ひずみエネ

ルギーが蓄積されるため，X 型の弾性ひずみエネルギー蓄積量も併せて求めておく．以下，各ブレース配置

の記号を表す際，Z 型の場合には「Z」，非対称 Z 型の場合には「AZ」，X 型の場合には「X」と右肩に付け
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図 2.10　MT の単調増加機構
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て三者を区別する．

○ Z 型 NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積量

　任意の時刻 t において，漸増変形で蓄積される主架構の弾性ひずみエネルギー Wfe は，主架構 x, y 方向に

おける負担水平力 Qfx, Qfy のなす仕事を計算することにより得られる．

　
( ) ( )2 2Z

0

1
2

t

fe fx x fy y f x yW Q Q dt Kd d d d= + = +∫  

	 	 	 	 	 	 	
(2.15)

ここで，d x, d y：x, y 方向層間変形，Qfx = Kfd x, Qfy = Kfd y である．また，t における x, y 方向ブレースの弾性ひ

ずみエネルギー Wbe は，各ブレース負担水平力から次式のように求められる．

　
( ) ( )2 2Z Y X1 i i

be b b
ib

W Q Q
K

 = +  ∑
	 	 	 	 	 	 	 	 	

(2.16)

　ただし，式 (2.16) では，ブレース 1 本当たりの水平剛性が Kb / 2 となることを考慮している．

　Z 型 NC ブレース架構に蓄積される最大の弾性ひずみエネルギーは，層間変形が式 (2.9) のd c
*
に到達した

図 2.11(a) の応力状態で考える．式 (2.15) のd x, d y にd c
*
を，(2.16) の Qb

Yi, Qb
Xi
に Qby / 2 を代入すれば，主架構，

ブレースの最大弾性ひずみエネルギー Wfe,max, Wbe,max がそれぞれ以下の式で与えられる．

　

　

2
Z

,max
by

fe
f

Q
W

K
=

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
(2.17)

　

2
Z

,max
by

be
b

Q
W

K
=

           
(2.18)

なお，Wfe,max, Wbe,max の和は図 2.8 中の三角形 OCD の面積に相当する．

○非対称 Z 型 NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積量

　任意の時刻 t において，漸増捩り変形で主架構に蓄積される弾性ひずみエネルギー Wfe は，MT のなす仕事

を計算することにより得られる．

　

AZ 2

0

1
2

t

fe TW M dt Kqq q= =∫ 

         

(2.19)

また，t における x, y 方向全ブレースの弾性ひずみエネルギー Wbe は，各ブレース負担水平力から次式のよ

うに求められる．

　

( ) ( )2 2AZ Y X1 i i
be b b

ib

W Q Q
K

 = +  ∑
         

(2.20)

　さて，非対称 Z 型 NC ブレース架構における限界の MT は式 (2.12) の降伏捩りモーメント MTy となること

を既に述べた．従って，漸増捩り変形により蓄積される弾性ひずみエネルギーは MTy 到達時（q y 到達時）に

最大となる．Wfe,max, Wbe,max はそれぞれ以下の式により表せる．

　

2AZ
,max

1
2fe yW Kq q=

          

(2.21)

　

2
AZ

,max
by

be
b

Q
W

K
=

           

(2.22)

式 (2.22) は図 2.11(b) の応力状態に示すように各 NC ブレースが Qby / 2 の水平力を負担して MTy が保持された

ときのブレース弾性ひずみエネルギーであり，ブレース降伏以降におけるブレース弾性ひずみエネルギーの

下限を与える．

　ここで，式 (2.21) を Z 型の式 (2.17) と比較しておく．式 (2.21) に式 (2.12), (2.13) を代入し，kc
q j
を無視して

Kq = Kf l
2 / 2 を考慮すれば，
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2 22
AZ

,max
1
2

by by
fe

f

Q l Q
W

K Kq

= ⋅ =
	 	 	 	 	 	 	 	 	

(2.23)

となり，式 (2.17) と等しくなる．従って，1 層 1 スパン架構の漸増変形に基づいた最大弾性ひずみエネルギー

蓄積量は Z 型と非対称 Z 型とでほぼ等しくなることが分かる．

○ X 型 NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積量

　X 型配置の NC ブレース 1 本当たりの断面積は，Z 型および非対称 Z 型配置とした場合の 1 / 2 と仮定し，

三者の Qby, Kb は等しいものとする．X 型 NC ブレース架構のブレースに蓄積される最大の弾性ひずみエネ

ルギーは，図 2.11(c) に示すように各ブレースに Qby / 4 の水平力が残留した応力状態（2.2.5 項にて後述する

同一方向のブレース残留水平力の合計が Qby / 2 となる仮定）から次式で計算できる．

　

2
X

,max
by

be
b

Q
W

K
=

           

(2.24)

X 型の Wbe,max もまた，Z 型および非対称 Z 型と等しくなる．

2.2.4　Z 型 NC ブレースの弾性復元力特性モデル

　漸増変形および漸増捩り変形により Z 型 NC ブレース構面骨組の変形が一方向に漸増することで，弾性時

における Z 型 NC ブレースの復元力特性は特殊なものとなる．

　いま，Yi 構面の Z 型 NC ブレースに弾性範囲の繰返し荷重が作用して層間変形が一方向に漸増したとき，

Qb
Yi
と Yi 構面の層間変形d Yi

の関係は図 2.12 のように模式的に示される．ブレース弾性範囲における抵抗

機構の変化は，次の (1), (2) のとおりである．

4byQ
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4byQ 4byQ
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2byQ 2byQ
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図 2.11　最大弾性ひずみエネルギー蓄積時の応力状態

図 2.12　Z 型 NC ブレースの弾性復元力特性

O

B

AC

D

Yi
bQ

YiδE

F
byQ



第 2 章　1 層 Z 型 NC ブレース架構の振動台実験および実大 1 層架構の数値解析18

(1) ブレース軸力零点から圧縮変位を受けると，楔受けが移動して圧縮力を負担しない．

(2) ブレース軸力零点から引張変位を受けると，楔が貫入しているため直ちに引張抵抗する．

　上記 (1) の状態は点 O → A，点 A → C，点 C → E に相当し，また (2) は点 A → B，点 C → D，点 E → F に

相当する．従って，(1), (2) を交互に繰り返して履歴が一方向に進行していく．

2.2.5　弾塑性復元力特性モデル

　Z 型 NC ブレース架構の弾塑性復元力特性は，d c
*
を履歴中心とした bi-linear 型（図 2.8）でモデル化でき

ることを 2.2.2 項で既に述べた．本項では，非対称 Z 型および X 型の弾塑性復元力特性モデルについて説明

する．以下に非対称 Z 型 NC ブレース架構の場合について述べる . 

　弾性ひずみエネルギー蓄積量が限界に達した以降のブレース弾塑性域では，NC ブレースの塑性変形に

よって地震入力エネルギーが消費される．図 2.13 には，図 2.6(a) の x 方向に水平力が作用してブレースが

弾塑性となったときの Qb
Y1, Qb

Y2
と x 方向重心の層間変形d x の関係を模式的に示す．

　この復元力特性モデルは次のように説明することができる．x 方向に正方向の水平力が作用すると，NC

ブレースには圧縮力が作用しないので，Y1 構面ブレースのみが抵抗し（点 O → A），Qb
Y1
が Qby に到達以降

は Y1 構面ブレースに塑性変形が生じる（点 A → B）．点 B から水平力が除荷を開始すると，Qb
Y1
は除荷に

より減少する一方で，Y2 構面ブレースは引張方向に変位して直ちに抵抗を開始する（点 B → D）．点 D で

は Y2 構面ブレースの降伏と Y1 構面ブレースの負担力消失が同時に起こり，点 D → E では Y2 構面ブレー

スに塑性変形が生じる．

　このように，各構面ブレースの引張領域における履歴は (a), (b)のように描けるので，両者の和であるブレー

ス系は (c) の完全弾塑性型復元力特性となる．この完全弾塑性型復元力特性の降伏耐力はブレース 1 本分の

Qby，第 1 次剛性 Kb は両構面ブレース水平剛性の和として，それぞれ以下の式で表すことができる．

　
cosby y b bQ As q=

          (2.25)

　

22 cosb
b b

b

E AK
l

q=
          

(2.26)

ここに，s y：降伏応力度，Ab：ブレース断面積，E：ヤング係数，lb：ブレース有効長さである．

　この弾塑性復元力特性モデルは X 型についても同様であり，この場合には Y1 構面ブレースを正方向載荷

に対し引張側となる 2 本の合計，Y2 構面ブレースを負方向載荷に対し引張側となる 2 本の合計として考え

ればよい．なお，点 C, F は，Qb
Y1, Qb

Y2
がちょうど Qby / 2 となる点であり，主架構の復元力を無視する場合に

はこれらの点で水平力零となる．これが，ブレースの最大弾性ひずみエネルギー蓄積量の計算仮定において，

各ブレースが Qby / 2 の水平力（X 型は Qby / 4）を負担するとした理由である．

　最後に，楔貫入量とブレース累積塑性変形の関係について述べる．Z 型 NC ブレース架構の場合，図 2.8

に示したように線分 OC 上を移動することで楔が貫入するため，層間変形がd c
*
に収束以降の楔貫入量がブ

図 2.13　ブレース弾塑性復元力特性モデル（非対称 Z 型）
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図 2.14　1 層 1 スパン模型試験体
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レース累積塑性変形と対応することが分かる．しかしながら，X型および非対称Z型NCブレース架構の場合，

図 2.13 からも分かるように，Y1 構面ブレースが塑性変形する領域（点 A → B，点 G → A）では Y2 構面ブレー

スの楔が，Y2 構面ブレースが塑性変形する領域（点 D → E）では Y1 構面ブレースの楔がそれぞれ貫入す

るため，ある NC ブレースの累積塑性変形を知りたい場合，対となる NC ブレースの楔貫入量を調べなけれ

ばならないことに注意が必要である．

2.3　振動台実験および数値解析の概要

2.3.1　試験体

　試験体を図 2.14 および写真 2.1 に，試験体の素材特性を表 2.1 にそれぞれ示す．試験体の主架構は，角形

鋼管柱 □-40x40x2.3(STKR400) に H 形鋼梁 H-100x100x6x8(SS400) とベースプレートを隅肉溶接接合して製

作した整形な 1 層 1 スパン立体架構である．各方向の柱頭部ならびに柱脚部には，ブレース設置のための

ガセットプレートおよび接合部補強のためのリブプレートが隅肉溶接接合されている．試験体上部に錘 PL-

25x200x1000 を合計 35 枚積載することで，試験体上部の質量 m は 1,600kg（重量 W は 15.7kN）となっている．

写真 2.1　1 層模型試験体

(a)Z 型試験体 (b) 非対称 Z 型試験体
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　図 2.15 にブレースと Fuse を，図 2.16 に楔と楔受けを示す．ブレースは，図 2.15(a) に示すように軸部 (j9, 

SS400) の中央に (b) の Fuse（塑性化部位）を 1 ~ 3 枚設置可能な形式であり，図 2.16 の楔と楔受け，引張お

よび圧縮バネ（バネ定数はそれぞれ 0.21, 2.75N/mm）を上端部に設置することで NC ブレースの動作機構を

有している．この NC ブレースは，構面軸芯に対するブレース合力作用線の偏心を無視できるよう 1 構面

当たり 2 本ずつ設置する．なお，図 2.16 の楔形状から求めた限界貫入量に対応するd b
limit

は 35.9mm であり，

これは本試験体のブレース有効長さ lb = 953mm（ブレースのナット間距離）の 3.77% に相当する．

　また，本実験で使用する Fuse は製作時にレーザーによる入熱の影響を受けており，表 2.1 に示すよう

に，降伏応力度s y および引張強さs u は SS400 としてはやや高くそれぞれ 417, 494N/mm2
となっている．

s y = 235N/mm2
として安全側に計算したブレース端ねじ部 (M8) の降伏耐力に対する Fuse1 枚の引張耐力，お

よび Fuse2, 3 枚の降伏耐力の比はそれぞれ 0.35, 0.60, 0.90 であり，実験では Fuse のみが塑性化することを確

認している．

8
8

16 32

16 34 34 16110
210

2.0 3.2t =

50 316 31665 65 50146
1,008

単位：mm

9ϕ

7ϕ

M8
(a) ブレース

(b)Fuse（塑性化部位）

図 2.15　ブレースと Fuse
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図 2.16　楔と楔受け

　試験体と実験変数を表 2.2 に示す．実験変数は，Z 型および非対称 Z 型の漸増変形性状を詳細に検討する

ことを目的として，ブレース配置，ブレース 1 本当たりに装着する Fuse 枚数，ならびに加振方向ブレース

への初期張力導入（Fuse 降伏耐力の 50%）の有無として設定した．試験体は Z 型 NC ブレース架構として

Z1-0, Z1-50, Z2-0, Z3-0の 4体，非対称Z型NCブレース架構としてAZ1-0, AZ1-50, AZ2-0, AZ3-0の 4体である．

ブレースへの初期張力導入は，予め架構を変形させておくことで振動による漸増変形を生じさせないことが

狙いである．なお，非対称 Z 型は加振方向，直交方向に平行の計 4 構面にブレースを設置するが，Z 型試験

体は加振方向のみに応答が生じるため，加振方向に平行の 2 構面のみにブレースを設置するものとする．

　これら試験体の x 方向（加振方向）における振動特性を調べるため，加振により張力が零とならない程度

表 2.1　試験体の素材特性

柱 STKR400 205,000 378 454 0.83 19

梁フランジ SS400 205,000 327 436 0.75 40

梁ウェブ SS400 205,000 331 443 0.75 34

ガセットプレート SS400 205,000 297 409 0.72 39
Fuse SS400 205,000 417 494 0.84 -

E：ヤング係数，σ y：降伏応力度，σ u：引張強さ，σ y /σ u：降伏比，e ：破断伸び

部材 鋼種
σ y

(N/mm2)

σ u

(N/mm2)
σ y /σ u

e
(%)

E
(N/mm2)
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表 2.2　試験体と実験変数

Z 1 - 0

ブレース配置

Fuse枚数

ブレース初期張力

Z1-0 0%
Z1-50 50%
Z2-0 2 0%
Z3-0 3 0%

AZ1-0 0%
AZ1-50 50%
AZ2-0 2 0%
AZ3-0 3 0%

試験体

Z型

非対称Z型

ブレース配置

1

1

Fuse枚数
ブレース
初期張力

試験体名称

にブレース端部のナットを締め付け，ホワイトノイズ入力を行った．振動台加速度と試験体第 1 層重心の絶

対加速度のフーリエ振幅スペクトルをバンド幅 0.4Hz の Parzen Window62)
により各々平滑化し，これらのス

ペクトル比を求めた．図 2.17に示すフーリエスペクトル比から，共振峰の振動数を固有振動数 f0 とし，減

衰定数 h をハーフパワー法により算定した．また，各々の試験体の x 方向の層剛性 Kx を，ホワイトノイズ

入力における荷重変形関係から求めた．表2.3にこれらの結果をまとめて示す．固有周期T0は f0の逆数である．

Fuse設置枚数が等しければブレース配置によらずT0はほぼ等しく，また，hはいずれも0.02 ~ 0.03程度である．

図 2.17　ホワイトノイズ加振のフーリエスペクトル比
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写真 2.2　水平垂直 2 軸振動試験機

y
z

y
z

xx

主架構 1.78 0.191 5.24 0.019
Z1-0

Z1-50
Z2-0 11.0 0.088 11.4 0.031
Z3-0 11.6 0.087 11.5 0.027

AZ1-0
AZ1-50
AZ2-0 10.8 0.087 11.5 0.029
AZ3-0 11.6 0.087 11.5 0.031

試験体
K x

(kN/mm)

0.0229.63 0.090 11.1

T 0

(s)
f 0

(Hz)
h

9.15 0.094 10.6 0.024

表 2.3　試験体のホワイトノイズ加振結果

表 2.4　振動台の性能

1,500x1,500 mm
19.6 kN

x軸 49.0 kN
z軸 39.2 kN
x軸 ±50 mm
z軸 ±50 mm
x軸 ±29.4 m/s2

z軸 ±29.4 m/s2

許容転倒モーメント y軸回り 29.4 kN⋅m

許容捩りモーメント z軸回り 2.94 kN⋅m

振動台の寸法

最大積載重量

最大加振力

最大振幅

最大加速度

0 5 10 15 20 25 30
-4
-2
0
2
4 αg (m/s2)

t (s)

加振Ⅰ 加振Ⅱ 加振Ⅲ

20.86m / s
21.72m / s

23.81m / s

3Hzf =

図 2.18　加振プログラム

2.3.2　実験方法

　実験装置は，写真 2.2 に示す水平垂直 2 軸振動試験機であり，その性能は表 2.4 に示すとおりとなっている．

この実験装置を用いて，図 2.18 に示す試験体の f0 を避けた振動数 3Hz の正弦波を x 方向に入力する正弦波

加振実験を行う．この正弦波は，加振Ⅰ (0 ~ 10s)，Ⅱ (10 ~ 20s) が弾性振動する場合，加振Ⅲ (20 ~ 30s) が弾

塑性振動する場合であり，それぞれ以下のように加振目標を設定している．

　加振Ⅰ：3.33 ~ 6.67s の定常状態でブレース最大応力が Fuse 全体の降伏耐力の 50% となる加振

　加振Ⅱ：13.33 ~ 16.67s の定常状態でブレース最大応力が Fuse 全体の降伏耐力の 100% となる加振

　加振Ⅲ：ブレースの累積塑性伸びが破断伸びの 90% となる加振
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加振Ⅰ 加振Ⅱ 加振Ⅲ 加振Ⅰ 加振Ⅱ 加振Ⅲ

1 ○ ○ ○ 0.86 1.72 3.81
2 ○ - - 1.76 - -
3 ○ - - 2.62 - -

Fuse枚数
各加振の実施状況 各加振の最大入力加速度 (m/s2)

表 2.5　加振プログラムの概要

　非対称 Z 型 NC ブレース架構試験体の場合で予備加振を行い，これらの目標値が得られる入力加速度を表

2.5のように設定した．なお，2.3.1項で述べたようにFuseのs y, s uが試験体設計時の想定値よりもかなり高く，

Fuse を 2, 3 枚設置した試験体では，加振Ⅱまで行うとガセットプレートが降伏する恐れがあったため，加

振Ⅰのみを行うものとし，Fuse を 1 枚設置した試験体のみ加振Ⅲまで行うこととする（表 2.5）．なお，こ

れらの加振は，表 2.4 に示した振動台の性能を超えない範囲となっている．

図 2.19　計測計画

θ
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2.3.3　計測方法

　計測計画を図 2.19 に示す．振動台上に設置した加速度計により地動加速度a g を，第 1 層の重心 x, y 方向

の加速度計より x, y 方向の絶対加速度a x, a y を，同じく第 1 層の Y1, Y2 構面直上に設置した加速度計より

Y1, Y2 構面の絶対加速度a Y1, a Y2
をそれぞれ計測する．変位計測用柱 □-75x75x4.5 の上端部に取り付けた変

位計により Yi, Xi 構面の層間変形d Yi, d Xi
を計測する．また，柱の同一断面に貼り付けた 2 枚のひずみゲー

ジの平均からそれぞれ柱 j の上側，下側計測位置の z 軸方向ひずみ te c
zj, be c

zj
を，ブレース軸部に貼り付けた

ひずみゲージの値から各構面ごとに合計した Yi, Xi 構面ブレースの軸ひずみe b
Yi, e b

Xi
を計測する．

　これらの計測値は，次のように整理を行う．a x から試験体 x 方向の層せん断 Qx を次式で算出する．

　 x xQ ma= −
           (2.27)

d Yi, d Xi
からは，重心の層間変形d x, d y，また捩り角q を以下の式により算出する．

　

　

Y1 Y2 X1 X2

,
2 2x y

d d d dd d+ +
= =

        

(2.28)

　

Y2 Y1 X2 X1

2
l l

d d d dq
 − −

= + 
           

(2.29)
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図 2.20　1 層模型試験体の解析モデル
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式 (2.29) のq は Yi 構面の変位計の値から求めた捩り角と，Xi 構面の変位計の値から求めた捩り角を平均し

たものであるが，実際の振動台実験結果から，前者と後者の捩り角はほぼ等しく試験体の床は剛体的に回転

することを確認している．また，te c
zj, be c

zj
から柱 j の x 方向せん断力 Qcxj を，e b

Yi, e b
Xi
から Yi, Xi 構面のブレー

ス負担水平力 Qb
Yi, Qb

Xi
をそれぞれ以下の式で算出する．

　

zj zj yj yj
t c b c t c b c

cxj c
g g

M MQ Z E
h h

e e− −
= =

        
(2.30)

　
Y Y X Xcos , cosi i i i
b b b b b b b bQ E A Q E Ae q e q= = 	 	 	 	 	 	 	 (2.31)

ここに，Zc：柱の断面係数，hg：柱のひずみゲージ貼付け間距離で 320mm，t Mc
yj, b Mc

yj
：柱 j の上側，下側計

測位置における y 軸回り曲げモーメントである．x 方向の主架構負担水平力 Qfx，ブレース系の負担水平力

Qbx はそれぞれ Qcxj, Qb
Yi
を要素 j, i について総和して求める．

　

fx cxj
j

Q Q= ∑
           

(2.32)

　

Yi
bx b

i
Q Q= ∑

           

(2.33)

加速度計から算出した Qx とひずみゲージの値から次式で算出した Qx はその最大値がほぼ一致することを確

認したため，以降においては式 (2.34) の値を Qx として採用する．

　 x fx bxQ Q Q= +
           (2.34)

なお，変位計測用柱は試験体と比べて固有周期がかなり短く，本実験加振の範囲では計測に影響のないこと

を確認している．

2.3.4　解析モデル

　1 層模型試験体の解析モデルの一構面を図 2.20(a) に示す．解析モデルは，柱脚の境界条件を固定，部材の

接合条件を剛接合，床に剛床を仮定した 1 層 1 スパンの立体架構であり，柱，梁にはそれぞれ □-40x40x2.3

およびH-100x100x6x8の断面性能を設定する．x, y方向のスパン長は1,000mm，構造階高は870mmとしている．

ただし，実際の試験体では，柱端部に隅肉溶接接合したガセットプレートおよびリブプレートの影響で主架

構剛性が上昇しているため，解析モデルにおいては，節点から部材フェイスまでの剛域に，柱の上端部およ

び下端部に適当な長さの剛域を加えることで，主架構のみの剛性を表 2.3 の値と一致させている．

　ブレースは，NC ブレースの圧縮力が作用しない特性を再現するが，数値解析上，降伏軸力を 0kN と設定

できないため，図 2.20(b) に示すように，引張側を降伏軸力 Tby とした完全弾塑性型，圧縮側を降伏軸力 0.001kN

図 2.21　Fuse 引張試験結果

0 2 4 6 8 10 12
0

1

2

3

4

δb (mm)

Tb (kN)

2.86kNbyT =
完全弾塑性型



25

x

z

単位：mm

1,400

1tableδ 2tableδ

図 2.22　振動台鉛直変位の計測

としてモデル化する．本試験体のブレースは，Fuse に塑性変形が集中するため，ブレース全長が塑性変形

する場合と比較してひずみ硬化の影響を受けやすい．そこで，Tby は図 2.21 に示す Fuse 引張試験から得られ

た Tb -d b 関係より，Fuse 破断までの履歴面積が等価な完全弾塑性型モデルの降伏耐力として，Fuse1 枚当た

り 2.86kN と決定した．また，ブレース軸剛性 kb は，表 2.3 で得られた各ブレース架構と主架構の Kx の差を

1 / 2 倍して求めた構面当たりのブレース水平剛性を，軸方向に変換した値とする．

　更に，実験においては試験体の転倒モーメントにより振動台がロッキングして回転挙動を含んだため，図

2.20(a) に示すようにロッキング挙動を模した回転バネをモデル下部に設置して実験結果を追跡する．回転

バネの回転剛性は，以下の手順に従い試験体の転倒モーメント MOVT と振動台回転角q table の関係から求めた，

振動台のロッキング剛性 Kq
table

を用いることとする．

　図 2.22 に示すように変位計を振動台下 1,400mm 間隔で設置し，振動台の水平移動の影響を極力排除する

ため，試験体上部の錘に打撃によるインパルス加力を与え，試験体主架構を自由振動させた．

　このようにして計測した振動台鉛直変位d table1, d table2 を図 2.23(a) に示す．d table1 が極大値をとる時刻では

d table2 が極小値に，またd table2 が極大値をとる時刻ではd table1 が極小値となる傾向にあり，振動台がロッキン

グ挙動していることが分かる．d table1, d table2 からq table を次式で求める．

　

1 2table table
table

tablel
d d

q
−

=
          

(2.35)

ここに，ltable：振動台下の変位計間距離で 1,400mm である．d table1, d table2 は逆位相ではないが，(b) からq table の

値は正負ほぼ等しい．また，(c) には MOVT とq table の関係を示す．振動台が試験体の振動エネルギーを逸散す

るため，両者の関係は楕円形に近い形状となるが，振動台のロッキング剛性 Kq
table

は図中に破線で示すよう

にほぼ 28,000kN・m/rad となる．従って，図 2.20(a) の回転バネの Kq
table

にはこの 28,000kN・m/rad を用いるこ

ととする．なお，振動台の慣性モーメントは考慮しない．

　解析モデル下部に回転バネを設けずロッキングを考慮しない場合，表 2.6 に示すように試験体（および振

動台の全体系）の固有周期との対応があまり良くないが，ロッキングを考慮した解析モデルの固有値解析結

果は，試験体の固有周期と良く一致しており，本解析モデルによれば実験結果を追跡可能であると考えた．

また，この解析モデルの固有値解析により，非対称 Z 型試験体において x 方向の片側構面ブレースが抵抗

した場合に発生する固有モードの検討を行った．各モードのうち，y 方向ブレースがいずれも抵抗せず，並

進による重心変位と捩りによる重心変位の増分が同符号となる連成モードの固有振動数が最も低く，いずれ

の Fuse 枚数においても 5.35Hz となったが，本実験の入力振動数 3Hz に一致していないことを確認している．
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2.3.5　解析条件

　数値解析の条件を以下に示す．

(1) 数値解析には，SNAP (Structural Non-linear Analysis Program) を用いる．

(2) 数値積分法は Newmark - b 法（b = 0.25）とする．

(3) 数値積分の時間刻みは 0.002s とする．

(4) 解析に用いる地動加速度には，実験で計測したa g を用いる．

(5) 減衰は初期剛性比例型とし，1 次減衰定数 h1 にはそれぞれ表 2.3 のホワイトノイズ加振結果を用いる．

2.4　実験結果および数値解析結果とその考察

2.4.1　1 層試験体主架構の検証

　ブレース架構の振動台実験に先立って主架構の振動台実験を実施し，その結果を数値解析により追跡する

ことで解析モデル主架構の妥当性を検証する．図 2.24 には主架構のみに図 2.18 の 0 ~ 10s（Fuse1 枚設置し

た場合の加振Ⅰ）を入力したときの絶対加速度応答時刻歴，層間変形時刻歴，復元力特性，最大変形時の曲

げモーメント図をそれぞれ示す．

　図 2.24(a), (b) より，絶対加速度，層間変形時刻歴は，実験と解析とで振幅，位相ともに精度良く合致して

いる．これらの最大値と最小値ともに，実験と解析とで良好に対応することから，(c) の復元力特性につい

ても精度良く一致している．また，(d) は最大変形時において計測した各点の曲げモーメントから節点モー

表 2.6　解析モデルの固有値解析結果

試験体 主架構 Z1-0, 50 Z2-0 Z3-0 AZ1-0, 50 AZ2-0 AZ3-0

ロッキング考慮 0.193 (1.01) 0.095 (1.01) 0.089 (1.01) 0.087 (1.00) 0.093 (1.03) 0.089 (1.02) 0.087 (1.00)

ロッキング非考慮 0.188 (0.98) 0.085 (0.90) 0.078 (0.89) 0.076 (0.87) 0.082 (0.91) 0.078 (0.90) 0.075 (0.86)
(    )は試験体の固有周期に対する解析モデルの固有周期の比を示す．

T 0 (s)

図 2.23　振動台のロッキング挙動

(b)回転角
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メントを求め，Y1, Y2 構面で平均した応力図である．2.3.4 項で述べたように解析モデルを作成することで

試験体主架構の応力状態を良好に追跡できる．従って，2.3.4 項で示した主架構モデルは，試験体の振動台

実験結果を追跡する上で妥当なものであることが確認できた．

図 2.24　1 層模型試験体主架構の正弦波加振実験結果

(a)絶対加速度応答時刻歴
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2.4.2　加振目標に対する割合

　2.3.2 項にて示した各加振の目標値に対する，実験結果より得られた値の比を図 2.25 に示す．なお，Z1-

50, AZ1-50 の加振Ⅰにおいてはブレース初期張力が目標値と一致するため，また Z1-0, Z1-50 の加振Ⅲにお

いては Fuse が破断したため，これらは除去している．

　図 2.25 より，いずれの試験体の各加振においても，目標値を概ね満足する結果が得られていることが分

かる．なお，Fuse を 2, 3 枚設置した試験体では，設定した目標値よりも実験結果の値がやや高めであるが，

以下の考察を行う上では問題とならない．

図 2.25　加振目標に対する実験結果の比
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2.4.3　絶対加速度応答時刻歴

　図 2.26 には，重心 x, y 方向の絶対加速度応答a x, a y の時刻歴を示す（Z 型試験体の場合はa x のみを示す）．

(a) ~ (d) が Z 型試験体，(e) ~ (h) が非対称 Z 型試験体である．なお，Z1-0, Z1-50 は Fuse が破断した時刻まで

の結果であり，Fuse 破断を × で示す．

　図 2.26 の実験結果を見ると，いずれの試験体も加振Ⅰ，Ⅱにおいては図 2.18 に示した入力加速度同様に

応答振幅の状態も漸増 → 定常 → 漸減を繰り返すが，加振Ⅲにおいては入力加速度の波形形状と相似ではな

い．これは，加振Ⅲにおいては Fuse の塑性化が徐々に進行することで，弾性振動時より応答倍率が低下し

たためである．また，Fuse 設置枚数の多い試験体では，Fuse 全体の降伏耐力の 50% 相当の応力をブレース

に作用させるには大きな加速度を作用させる必要があるため，加振Ⅰにおける絶対加速度の最大値は Fuse

設置枚数の多い試験体ほど大きい．更に，Fuse1 枚試験体について，ブレース初期張力導入の有無について

比較してみると，本実験のように入力を漸増させた場合，その加速度応答は両者ともにほぼ同等となり，顕

著な差は認められなかった．上記事項は，Z 型，非対称 Z 型いずれについても同様に考察することができる．

　Z 型と非対称 Z 型とで Fuse 設置枚数が等しい試験体同士を比較すると，その絶対加速度応答時刻歴はほ

ぼ同等となることが分かる．Z 型と非対称 Z 型は，そのブレース配置の違いにより抵抗機構にやや相違はあ

るものの，設置するブレースが等しければ表 2.3 に示したように両者の基本的な動的特性は等しくなるため

である．非対称 Z 型では，後述するように AZ1-50 を除く架構は，振動中に捩り変形して直交方向にも変位

応答を生じるが，重心 y 方向には絶対加速度応答がほとんど生じていない．また，図 2.27 に示す Yi 構面の

絶対加速度応答a Yi
の時刻歴 (AZ1-0) からも明らかなように，Y1, Y2 構面の絶対加速度応答はa Y1, a Y2

はほ

ぼ合致しており，非対称 Z 型試験体における捩り振動は顕著でないことが分かる．

　振動台実験結果と数値解析結果とを比較すると，いずれのブレース配置，Fuse 設置枚数においても良好

な精度で実験と解析が対応していることが分かる．

2.4.4　層間変形時刻歴

　図 2.28 には，重心 x, y 方向の絶対加速度応答d x, d y の時刻歴を示す（Z 型試験体の場合はd x のみを示す）．

絶対加速度応答同様，(a) ~ (d) が Z 型試験体，(e) ~ (h) が非対称 Z 型試験体である．

　図 2.28 の実験結果を見ると，Z 型はブレース初期張力導入により初期変位が生じている Z1-50 を除き，い

ずれの試験体においても層間変形が一方向漸増する漸増変形特性を生じており，一方で非対称 Z 型はほぼ

原点（初期重心位置）を中心に振動している．Z 型と非対称 Z 型配置の絶対加速度応答がほぼ等しかったこ

とからも明らかなように，定常および漸減領域における相対的な振幅は両者ほぼ等しくなるが，ブレース配

置によって重心における変形性状は大きく異なっている．

　非対称 Z 型における重心位置の変形性状は，図 2.29 に示す Yi, Xi 構面における層間変形d Yi, d Xi
の時刻歴

により説明することができる．ブレース初期張力を導入した AZ1-50 を除いて Y1, X1 構面は負側に，Y2, X2

構面は正側にいずれも一方向漸増変形している．d Y1, d Y2
における振動成分は，概ねd X1, d X2

を中心として生

じているとともに，各加振終了後におけるd Y1
とd X1

およびd Y2
とd X2

はそれぞれほぼ等しいことから，漸増

捩り変形の回転中心はほぼ重心と一致することが明らかである．この理由から，d Y1, d Y2
を平均したd x は原

点を中心とした振動となること，d X1, d X2
を平均したd y はほとんど生じないことが分かる．

　また，Z 型，非対称 Z 型のいずれの場合も数値解析により実験挙動を良好に追跡できている．なお，漸増

変形に関する考察は，次項で非対称 Z 型の捩り角について示した後，2.4.6 項にて Z 型，非対称 Z 型をまと

めて行う．
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図 2.26　重心位置の絶対加速度応答時刻歴
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図 2.27　Yi 構面の絶対加速度応答時刻歴 (AZ1-0)
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図 2.28　重心位置の層間変形時刻歴

0 5 10 15 20 25 30

t (s)

(a)Z1-0

(b)Z1-50

(c)Z2-0

(d)Z3-0

Exp.    Ana.

-4
-2
0
2
4 δx (mm)

Fuse破断

Fuse破断
-4
-2
0
2
4

-4
-2
0
2
4

-4
-2
0
2
4

2.4.5　捩り角時刻歴

　図 2.30 には，非対称 Z 型試験体の捩り角q の時刻歴を示す．図 2.29 にて Y1, Y2 構面および X1, X2 構面

が互いに逆方向に変形漸増していくことからも明らかなように，図 2.30 に示すように AZ1-50 を除く非対称

Z 型 NC ブレース架構は一方向漸増捩り変形を生じている．実験結果において，僅かに捩り振動が含まれて

いるが，これは，楔が移動時に不安定な状態となり，NC ブレースが軸力零から引張抵抗を開始する際に，

微小なスリップを伴ったためである．また，実験結果と解析結果は良好に対応することが分かる．

2.4.6　漸増変形性状の考察

　図 2.28(a) ~ (d) の Z 型の層間変形時刻歴，図 2.30 の非対称 Z 型の捩り角時刻歴により，両者の漸増変形性
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図 2.29　Yi, Xi 構面の層間変形時刻歴（非対称 Z 型試験体）
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図 2.30　捩り角時刻歴（非対称 Z 型試験体）

状の比較，考察を行う．

　ブレース初期張力を導入した Z1-50, AZ1-50 を除く試験体では，いずれも加振Ⅰの 0 ~ 3.33s および加振Ⅱ

の 11.67 ~ 13.33s において変形が段階的に漸増しているが，これは 2.2.2 項の漸増変形機構から次のように説

明することができる．すなわち，これらの時刻で変形が漸増する理由は，図 2.26 に示した重心の絶対加速

度応答からも明らかなように，Z 型では NC ブレース圧縮方向における最大水平力が，非対称 Z 型ではブレー

ス系の最大負担水平力が，以前の時刻で経験したそれぞれの最大値を逐次上回るためである．加振Ⅰにおけ
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る 3.33s，加振Ⅱにおける 13.33s 以降の入力加速度の一定領域および漸減領域においては，Z 型の NC ブレー

ス圧縮方向の最大水平力および非対称 Z 型のブレース系最大負担水平力は，それ以前の時刻で経験した最

大値以下となるため，変形の漸増は生じていない．一方，ブレース降伏軸力の 50% を初期張力として導入

した試験体で変形の漸増が生じない理由は次のとおりである．Z1-50, AZ1-50 試験体は，ブレースに Fuse 降

伏耐力の 50% となる初期張力を導入することで，Yi 構面ブレースが Qby / 2 の残留水平力を負担した応力状

態を模しており，これらの初期変形は Z1-0, AZ1-0 の加振Ⅱ終了後の残留変形と概ね一致する．従って，ブ

レース初期張力が失われない範囲では，振動による一方向漸増変形を起こすことはない．なお，Z1-0, Z1-50

の場合は Fuse 破断したため判断しづらいが，AZ1-0, AZ1-50 では加振Ⅲで Fuse のひずみ硬化によってブレー

ス耐力が上昇して MTy / 2（x 方向ブレース降伏時の捩りモーメント）を超える MT が作用したため，ブレー

ス降伏後においても僅かに変形が漸増している．

　加振Ⅰ終了後においては，Z 型，非対称 Z 型ともに Fuse の設置枚数が多い試験体ほど残留変形が大きく

なる．加振Ⅰにおいては，図 2.23 に示したように概ね加振目標を満足しており，各試験体の Fuse に生じた

応力度は同程度であった．このことから，ある定まった主架構に対しては，ブレース降伏耐力を調整するこ

とで残留変形量は容易に変更可能であり，大きな弾性ひずみエネルギー蓄積を期待する場合にはブレース降

伏耐力を高めて設計すればよいと言える．

　また，図 2.30 中には，Qb
Yi, Qb

Xi
の実験値を用いて算出した重心回りの捩りモーメント MT を主架構の重心

回り捩り剛性 Kq で除した計算値も併せて示している．いずれの Fuse 設置枚数の場合も実験結果と計算値は

極めて良好に対応しており，漸増捩り変形の機構で述べたように MT によってq が生じていることが分かる

と同時に，動的挙動時においても静的な力のつりあいに基づく式 (2.11) により，その挙動を十分に表現する

ことが可能である．

2.4.7　復元力特性

　図 2.31 に Fuse を 1 枚設置した試験体の復元力特性を代表して示す．左列が Yi 構面ブレース負担水平力

Qb
Yi
と Yi 構面層間変形d Yi

の関係，中列が x 方向における主架構およびブレース系負担水平力 Qfx, Qbx と x 方

向層間変形d x の関係，右列が x 方向の層せん断力 Qx とd x の関係である．Z1-0, Z1-50 においては，ブレー

スに設置した Fuse が破断する時刻までの履歴を示す．

　まず，Qb
Yi -d Yi

関係を見ると，Z 型は Y1, Y2 構面ブレースともに正の荷重領域，非対称 Z 型の Y1, Y2 構

面ブレースはそれぞれ正，負の荷重領域のみに履歴が生じており，NC ブレースの圧縮力が作用しない特性

が現れている．ブレース初期張力を導入しない Z1-0, AZ1-0 の各ブレースは原点から履歴を生じており，弾

性時において図 2.12 の復元力特性により変形が一方向漸増した後，ブレース弾塑性時には完全弾塑性型に

近似できる復元力特性を示して効率良くエネルギー消費していることが分かる．一方で，ブレース初期張力

を導入した Z1-50, AZ1-50 は初期変形点より履歴が生じるため，図 2.12 のような履歴性状は現れない．Z1-

50, AZ1-50 における弾塑性時履歴は，Z1-0, AZ1-0 の弾塑性時履歴とそれぞれほぼ同等となる．

　続いて，中列の Qfx, Qbx -d x 関係を見ると，Z1-0, Z1-50 は各ブレース設置方向が同一であるため，その

Qbx -d x 関係は Qb
Yi -d Yi

関係と同様の履歴形状となるが，AZ1-0, AZ1-50 のそれは図 2.13 で説明したように，

原点を中心とした完全弾塑性型に近似できる履歴形状となる．また，Qfx -d x 関係から，いずれの試験体にお

いても主架構は弾性であり，NC ブレースのみが塑性化してエネルギー消費していることが分かる．

　従って，Qfx と Qbx を足し合わせた Qx とd x の関係は右列に示すようになる．Z1-0 は図 2.8 に示した復元力

特性と同様の履歴形状，AZ1-0, AZ1-50 は原点を中心とした bi-linear 型に近似できる履歴形状，Z1-50 では

AZ1-0, AZ1-50 を初期変形分だけ負の変形領域へシフトした履歴となる．以上から，弾塑性時においても主
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図 2.31　復元力特性
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架構を弾性に留めておけば，NC ブレースが安定したエネルギー消費を行い，Z 型，非対称 Z 型 NC ブレー

ス架構はいずれも鋼材ダンパー架構として機能することが分かる．更に，数値解析により上述した実験挙動

の傾向を良好な精度により追跡できている．

　写真2.3にはZ1-0, Z1-50, AZ1-0, AZ1-50試験体の実験後におけるFuseを示す．各写真は，上から順に実験前，

Y1 構面内側，外側，Y2 構面ブレース内側，外側の Fuse である．いずれの Fuse も加振Ⅲにおいて概ね均等

に塑性伸びしたため，実験前の全長と比較して 10mm 前後の伸びが生じている．
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Y1構面外側

Y1構面内側

Y2構面外側

Y2構面内側

実験前

(a)Z1-0

Y1構面外側

Y1構面内側

Y2構面外側

Y2構面内側

実験前

(b)Z1-50

Y1構面外側

Y1構面内側

Y2構面外側

Y2構面内側

実験前

(c)AZ1-0

Y1構面外側

Y1構面内側

Y2構面外側

Y2構面内側

実験前

(d)AZ1-50

写真 2.3　実験後の Fuse

実験前の楔受け位置

(a)実験前 (b)加振Ⅰ終了時

(c)加振Ⅱ終了時 (d)加振Ⅲ終了時

写真 2.4　楔の動作状況 (AZ1-0)
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2.4.8　楔デバイスの動作状況

　実験前，各加振後に定点撮影した AZ1-0 試験体の Y2 構面外側ブレースの楔を写真 2.4 に示す．なお，楔

のガイドとして楔台に山形鋼 L-40x40x3 を設置しており，楔の挙動が判りづらいため，楔および楔受けの輪

郭線を描いている．また，各加振後の楔貫入量が比較できるように，実験前の楔受け位置を記している．

　写真 2.4 より，試験体が弾性振動する加振Ⅰ，Ⅱにおいて楔はほとんど貫入していない．これは，Yi 構

面ブレース降伏により漸増変形が限界に達するまでの，楔受けのブレース軸方向への移動量d b は，例えば

AZ1-0 ではブレース有効長さ lb に対して 0.081% であり，漸増変形が限界に達するまでに必要な楔貫入量は

非常に小さいためである．一方，ブレースの Fuseが弾塑性となる加振Ⅲにおいては楔が大きく貫入している．

Qb
Yi -d Yi

関係より計算した最大の楔貫入量d w をd b に変換した値は，Z1-0, Z1-50, AZ1-0, AZ1-50 でそれぞれ lb

の 1.24, 1.33, 0.958, 0.849% となった．これらは，本実験に用いた楔形状から求まる限界のd b
limit

（lb に対して

3.77%）をいずれも下回っている．

2.4.9　残留変形と計算値の比較

　加振終了後の残留変形と計算値の比較を行う．表 2.7 には，Z1-0, AZ1-0 の加振Ⅱ，Ⅲ終了後の残留変形

の実験値および計算値と式 (2.9), (2.13) の計算値を示す．

　表 2.7 より，実験値は解析値および計算値と比較してやや小さくなる傾向にある．これは，NC ブレース

が軸力零から引張抵抗を開始する際に微小なスリップが発生したことに起因して，加振終了後のブレース負

担水平力が小さめとなったためである．AZ1-0 の加振Ⅲでは Fuse のひずみ硬化でブレース耐力が上昇した

ため，加振Ⅲの実験値は加振Ⅱよりも高くなる．また，解析では Fuse 引張試験の降伏耐力よりも高めの値

を設定しているため（図 2.21），解析値が計算値を上回っている．

　非対称 Z 型 NC ブレース架構の場合，作用する MT は MTy で頭打ちとなるため，ブレース弾塑性振動後に

おける残留変形の予測は容易であるが，Z 型 NC ブレース架構の残留変形は，その復元力特性形状からも明

らかなように，作用する荷重の正負の偏りに大きく影響を受けるものと考えられる．しかしながら，本振動

台実験のように作用する荷重の大きさに正負の偏りが少ない場合の残留変形は，概ね式 (2.9) の値に収束す

ることが分かる．ブレース降伏耐力の調節により，設計時に漸増変形に基づく残留変形および弾性ひずみエ

ネルギー蓄積量を容易に設定可能である．

図 2.7　残留変形と計算値の比較

試験体

Exp. Ana. Cal. Exp. Ana. Cal.

Ⅱ 1.85 2.22 2.17 0.0016 0.0019 0.0022

Ⅲ - - - 0.0020 0.0023 0.0022

加振
δ xr  (mm) θ r  (rad)

Z1-0 AZ1-0
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2.5　実大 1 層架構の数値解析の概要

2.5.1　解析モデル

　本章では，Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の基本的な地震応答性状を比較するために，図 2.32

の実大 1 層 1 スパン立体架構で，数種のブレース剛性比ならびに地震動を変数とした数値解析を行う．解析

モデルの主架構は，柱に □-300x300x12(BCR295) を，梁に H-350x175x7x11(SN490B) を用いており，主架構

のみの固有周期 Tf は 0.352s，Kf は 15.9kN/mm，Kq は 308,000kN・m/rad となっている．ブレース復元力特性は，

引張方向を完全弾塑性型，圧縮方向の降伏軸力を 0.1kN に設定して NC ブレースの特徴を再現する．また，

柱梁接合部には部材フェイス位置まで剛域を設けており，ブレースは架構にピン接合するものとする．

　解析モデルの設計条件は以下のとおりである．

(1) 第 1 層上部の重量 W は 490kN とする．

(2) ブレースの材長 lb は，文献の試験体詳細を参考に節点間距離の 0.80 倍と仮定する．

(3) 楔デバイスは，lb の 5% に対応する限界移動量d b
limit

の楔形状を想定する．

(4) 柱，梁，ブレースのヤング係数 E は 205,000N/mm2
とする．また，柱 (BCR295)，梁 (SN490B) の降伏応

力度s y は 295, 325N/mm2
とする．

2.5.2　解析変数

　以下の解析変数の組み合わせにより，計 288 ケースの解析を行う．

(1) NC ブレース配置とブレース初期張力：Z, AZ, X, XT

　NC ブレースは，図 2.32(a) ~ (c) に示すように x, y 方向に Z 型，非対称 Z 型，X 型配置し，それぞれを Z, 

AZ, Xと表記する．また，比較対象としてX型の各ブレースに降伏軸力Tbyの50%の初期張力（Qby / 4の水平力）

を導入し，振動による弾性ひずみエネルギー蓄積がなく鋼材ダンパー架構として機能する XT についても解

図 2.32　実大 1 層 1 スパン解析モデル
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析を行う．X, XT のブレース断面積は，Z, AZ に配置するブレース断面積の半分に設定し，ブレース系の降

伏水平力 Qby，剛性 Kb を一致させる．

(2) ブレース剛性比：Kb / Kf = 1, 2, 3, 4, 5, 6

　ブレースは Kb / Kf が 1 ~ 6 となる断面を設定する．各 Kb / Kf の解析モデル諸元を表 2.8 に，式 (2.9), (2.14)

による残留層間変形とq y および 2.2.3 項の式による最大弾性ひずみエネルギーの計算結果一覧を表 2.9 に示

す．なお，最大弾性ひずみエネルギー蓄積量は，次式で表す主架構とブレースの和とする．

　 ,max ,max ,maxe fe beW W W= +
          (2.36)

235 79.6 39.8 65.2
325 110 55.0 90.2
235 159 79.6 130
325 220 110 180
235 239 119 196
325 330 165 271
235 318 159 261
325 440 220 361
235 398 199 326
325 550 275 451
235 478 239 391
325 661 330 541

σ by：ブレースの降伏応力度，d b：NCブレース径

6 0.136 95.4 50.9 36.0

5 0.146 79.5 46.4 32.8

4 0.159 63.6 41.5 29.4

3 0.178 47.7 36.0 25.4

2 0.205 31.8 29.4 20.8

1 0.250 15.9 20.8 14.7

T by

(kN)
Q by

(kN)
d b

(mm)
d b

(mm)
K b /K f

σ by

(N/mm2)
T 0

(s)
K b

(kN/mm)
T by

(kN)

XZ XZ

表 2.8　解析モデルの諸元

表 2.9　残留変形と最大弾性ひずみエネルギー蓄積量

235 4.10 0.0013 3.81 0.535 0.516 0.267 0
325 5.67 0.0018 5.27 1.02 0.987 0.511 0
235 8.20 0.0025 7.62 1.60 1.53 0.535 0
325 11.3 0.0035 10.5 3.07 2.92 1.02 0
235 12.3 0.0038 11.4 3.21 3.04 0.802 0
325 17.0 0.0053 15.8 6.14 5.81 1.53 0
235 16.4 0.0051 15.2 5.35 5.05 1.07 0
325 22.7 0.0070 21.1 10.2 9.65 2.05 0
235 20.5 0.0064 19.1 8.02 7.55 1.34 0
325 28.3 0.0088 26.4 15.3 14.4 2.56 0
235 24.6 0.0076 22.9 11.2 10.6 1.60 0
325 34.0 0.0105 31.6 21.5 20.2 3.07 0

2

3

4

5

6

We ,max

(kN⋅m)
We ,max

(kN⋅m)
We ,max

(kN⋅m)
We ,max

(kN⋅m)

1

K b /K f
σ by

(N/mm2)
δ c

(mm)
θ y

(rad)
δ Yi , δ Xi

(mm)

* Z X XTAZ
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(3) ブレース降伏応力度：s by = 235N/mm2, 325N/mm2

　ブレースの降伏応力度s by は SNR400B, SNR490B を想定して 235N/mm2, 325N/mm2
とする．後述の 0.25m/

s 入力では，小さな Kb / Kf の範囲ではブレースが損傷するケースが見られた．ただし，これらの損傷は全体

的に軽微であったため（ブレース断面が最も小さい Kb / Kf = 1, s by = 325N/mm2
の場合，ブレース累積塑性変

形倍率の平均値は Z, AZ, X, XT でそれぞれ 0.789, 0.367, 0.806, 0.850），0.25m/s 入力ではブレース弾性時挙動

に着目することを目的にブレース引張方向を弾性として解析を行う．

(4) 入力地震動：El Centro, Taft, Hachinohe, JMA Kobe

　入力地震動は，El Centro（1940 年，Imperial Valley 地震），Taft（1952 年，Kern Country 地震），Hachinohe

（1968 年，十勝沖地震），JMA Kobe（1995 年，兵庫県南部地震）の 4 ケースであり，x 方向に NS 成分を，y

方向に EW 成分を同時入力する．図 2.33 に各入力地震動の速度応答スペクトル Sv を，表 2.9 に各地震動の

諸元をそれぞれ示す．

0.25m/s 0.50m/s
NS 255 510 53.74
EW 142 285 53.46
NS 243 486 54.36
EW 248 497 54.38
NS 167 334
EW 119 238
NS 223 445
EW 204 407

JMA Kobe

最大地動加速度 (m/s2) 地震継続時間

(s)

50.98

30

地震動名称 成分

El Centro

Taft

Hachinohe

表 2.10　入力地震動の諸元

図 2.33　速度応答スペクトル（最大地動速度 0.25m/s）

0.02h =

0

0.1
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0.4 Sv (m/s) El Centro NS
El Centro EW
Taft NS
Taft EW
Hachinohe NS
Hachinohe EW
JMA Kobe NS
JMA Kobe EWT (s)

123456


/b fK K

0 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

(5) 最大地動速度：0.25, 0.50m/s

　弾性および弾塑性地震応答性状を明らかにするため，2 段階の入力地震動レベルを設定する．弾性地震応

答性状を検討するための入力レベルとしては，最大地動速度 0.25m/s，弾塑性地震応答性状を検討するため

の入力レベルは，0.50m/s とする．
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2.5.3　解析条件

　数値解析条件は以下のとおりである．

(1) 数値解析には，SNAP (Structural Non-linear Analysis Program) を用いる．

(2) 数値積分法は Newmark - b 法（b = 0.25）とする．

(3) 数値積分の時間刻みは 0.002s とする．

(4) 減衰は初期剛性比例型とし，1 次減衰定数 h1 は一律 0.02 とする．

(5) 解析時間は，El Centro, Taft, Hachinohe で 60s，JMA Kobe で 40s とする．

2.6　実大 1 層架構の数値解析結果とその考察

2.6.1　弾性地震応答性状

○弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減効果

　弾性地震応答性状を，Kb / Kf = 3, El Centro, 0.25m/s 入力で代表して説明する．図 2.34 には，El Centro 入力

において，地震入力エネルギー Ei がほぼ最大値に達した 30s までのエネルギー応答時刻歴を累加形式で示す．

図中，Ek は運動エネルギー，Ed は減衰エネルギー，Es はひずみエネルギーであり，これらの総和は Ei に等しい．

　 { } [ ]{ }
0

t T
kE u M u dt= ∫   	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (2.37)

　 { } [ ]{ }
0

t T
dE u C u dt= ∫   	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (2.38)

　 { } ( ){ }
0

t T
sE u Q u dt= ∫  	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (2.39)

　 { } [ ]{ }
0

t T
i gE u M u dt= −∫   	 	 	 	 	 	 	 	 	 (2.40)

　ここに，{u}：変位ベクトル，{ug}：地動変位ベクトル，[M ]：質量マトリックス，[C ]：減衰マトリックス，

{Q(u)}：復元力ベクトルである．「・」は，時間 t に関する微分を表す．

　図 2.34(d) の XT の場合，Ei の全てが Ed により消費されているが，(a)~(c) の Z, AZ, X の場合には Es が生

じるとともに，Ed, Ek は XT と比べて減少している．また，Es が発生することで Z, AZ, X の Ei は XT の Ei よ

りもやや大きくなる．なお，Z, AZ, X の Es はそれぞれ 2.33 項の式により計算した We に一致しており，従っ

て，これらは蓄積された弾性ひずみエネルギーであることが分かる．
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図 2.34　エネルギー応答時刻歴 (0.25m/s)
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　実際，Es が大きく増加して各ブレース架構のエネルギー応答性状に顕著な差が表れているのは，x 方向に

おいて最大応答が発生した 5s 程度までであり，その後の各エネルギーの増減は各ブレース配置架構で大差

ないことが分かる．そこで，図 2.35 には 0 ~ 6s までの x 方向重心の絶対加速度a x，相対速度 Vx，Y1 構面の

層間変形角 RY1
の時刻歴をそれぞれ示す．

　図 2.35(a) の 6s までのa x の時刻歴を見ると，XT と比較して，いずれも弾性ひずみエネルギー蓄積によ

り最大応答が低減されている．XT に対する最大絶対加速度応答低減の割合は，X の場合 9.9%，Z の場合

26.3%，AZ の場合 29.1% であり，Z と AZ の最大応答はほぼ等しいことが分かる．つまり，ある一定の入力

下においては，図 2.34 に示したように弾性ひずみエネルギー蓄積量が多いほど応答低減効果が顕著になり

やすい．また，(b) の Vx の時刻歴についても同様のことが言える．

　一方，同時刻における (c) の RY1
の時刻歴を見ると，Z は漸増変形，AZ は漸増捩り変形で，それぞれ RY1

が一方向に漸増して最大層間変形は大きくなるが，最大振幅（隣り合う変形の極値同士の差のうち最大の

もので図中に具体的な値を示す）は Z で 1 / 545rad，AZ で 1 / 575rad であり，偏りのない X, XT の 1 / 458rad, 

1 / 420rad と比べてむしろ小さく，漸増変形は振動を増幅させるものではない．また，Z と AZ の外周構面層

間変形は 2.2.2 項で考察したようにほぼ等しいが，柱の捩り剛性 kc
q j
の寄与で AZ の方が小さくなる．
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3
6 (a)x方向重心の絶対加速度

(b)x方向重心の相対速度
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XT    X    Z    AZ t (s)

(c)Y1構面の層間変形角

1/420rad 1/458rad

1/545rad

1/575rad

図 2.35　弾性地震応答時刻歴 (0.25m/s)

○弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減機構

　図 2.36 には，Kb / Kf = 3, El Centro, 0.25m /s 入力における Z, AZ, X の x 方向復元力特性を示す．(a) の Z に

おいては，弾性ひずみエネルギー蓄積量がその履歴面積に等しくなることは明瞭であるが，(b), (c) の AZ, X

の場合には複雑な履歴形状となる．

　非対称 Z 型および X 型の応答低減機構を解明するために，図 2.36 には履歴面積の増分が最大となった半

サイクルの履歴を示す．図 2.37 より，両者ともに bi-linear 的な履歴形状となっているが，これは AZ の場合

には図 10(b) のような MT が保持される両構面ブレースが抵抗する機構から，(d) のように MT が増加してエ

ネルギー蓄積する際に，片側構面のブレースが抵抗する機構に移行してブレース系の剛性が低下するためで

ある（X の場合には全ブレースが抵抗する機構から，半分のブレースが抵抗する機構に移行してブレース系
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図 2.36　復元力特性 (0.25m/s)
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図 2.37　非対称 Z 型ならびに X 型の半サイクル履歴

の剛性が低下するためである）．ただし，AZ の場合には，片側構面ブレース抵抗時に発生する偏心の影響で，

X の場合よりも剛性が低めとなる．また，図中に示した計算により，半サイクルの履歴面積は x 方向の蓄積

エネルギー（AZ の場合，Yi 構面ブレース負担水平力の捩りモーメントがした仕事とブレース弾性ひずみエ

ネルギーの和）で近似できることが分かる．

　すなわち，漸増捩り変形の弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減効果は，MT 増加時に片側構

面ブレースの剛性が失われることによって生じる bi-linear 型復元力特性の履歴減衰効果として説明すること

ができる．
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2.6.2　弾塑性地震応答性状

　弾塑性地震応答性状として，Kb / Kf = 3, s by = 235N/mm2, El Centro, 0.50m/s 入力の 30s までのエネルギー応

答時刻歴を図 2.38 に代表して示す．図 2.38 より，弾塑性時における各ブレース配置架構の Ei はほぼ同等と

なる．また，XT における Es はブレースの塑性ひずみエネルギーであるが，Z, AZ, X の Es にはブレースの

塑性ひずみエネルギーに加え蓄積した弾性ひずみエネルギーが含まれており，XT よりもブレースの損傷が

小さい．ただし，架構全体のエネルギー消費性能は，いずれのブレース架構においても同等である．

　図 2.39 には 0 ~ 6s までのa x, Vx, R
Y1
の時刻歴をそれぞれ示す．弾塑性時についても，Z, AZ の RY1

におけ

る傾向は図 2.35 の弾性時と同様であるが，ブレース降伏以降はa x, Vx, R
Y1
の最大振幅は各ブレース配置架構

でほぼ等しくなる．これは，図 2.40 に示す x 方向の復元力特性からも明らかなように，AZ, X, XT は原点を

中心とした，また Z はd c
*
を中心としたいずれも bi-linear 型の復元力特性を示すためである．これにより，

ブレース降伏後における各 NC ブレース架構の最大層せん断力（または最大絶対加速度），履歴中心（AZ, X, 

XT は初期重心位置，Z はd c
*
）からの最大変形がほぼ等しくなる．
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図 2.38　エネルギー応答時刻歴 (0.50m/s)
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図 2.39　弾塑性地震応答時刻歴 (0.50m/s)
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　次項では，上記の弾性，弾塑性地震応答性状を踏まえ，0.25, 0.50m/s 入力の最大地震応答について考察する．

2.6.3　最大地震応答

　最大地震応答として，El Centro NS, Taft EW, Hachinohe NS, JMA Kobe NS の最大絶対加速度amax および最

大相対速度 Vmax を図 2.41, 2.42 に，Yi, Xi 構面の最大層間変形角 RYi
max, R

Xi
max および残留層間変形角 RYi

r , RXi
r を図

2.43, 2.44 にそれぞれ示す．0.50m/s 入力の場合，ブレースのs by を変化させても最大応答と Kb / Kf との間の

傾向に大きな変化はなかったので，RYi
r , RXi

r を除いてs by = 235N/mm2
の場合を示す．なお，0.50m/s入力でブレー

スが弾性範囲に留まったケースのプロットは除いている．

　図 2.41(a) に示す 0.25m/s 入力のamax より，Z, AZ, X は弾性ひずみエネルギー蓄積に起因して XT と比べて

最大応答が低減されており，2.6.1 項で述べたように Z ≈ AZ < X < XT の大小関係となる．また，図 2.42(a) に

示す 0.25m/s 入力の Vmax も，amax ほど最大応答低減は顕著とはなっていないが，概ね同様な大小関係となる．

　一方，2.6.2 項で述べたように 0.50m/s 入力の復元力特性は各ブレース架構ともに bi-linear 型となることか

ら，図 2.41(b), 2.42(b) のようにamax, Vmax はブレース配置によらずほぼ同等となる．

　図 2.43 には，小さいプロットで AZ の重心最大層間変形角も示してある．図 2.43 より，0.25, 0.50m/s 入

力に共通して，いずれの地震動においても Z と AZ の外周構面が，また AZ の重心と X, XT とがそれぞれ同

等の値を示す．Kb / Kf を高めてブレース耐力および剛性を上昇させることは，X, XT を見ると分かるように

層間変形角の最大振幅を小さくする．このため，図 2.44(a), (b) に示すように Z, AZ の RYi
r , RXi

r は，0.25m/s で

は Kb / Kf によらずほぼ一定，0.50m/s では Kb / Kf に比例して大きくなるが，Z, AZ の RYi
max, R

Xi
max が極端に大き

くなることはない．特に，0.25m/s 入力では，Taft 入力における Z, Kb / Kf = 2 の 1 ケースを除いて最大層間変

形角は 1 / 200rad 以内に収まっている．

　図 2.44(b), (c) には，式 (2.9) により計算した表 2.8 のd c
*
を階高 4,200mm で除して層間変形角に変換した

ものを破線で併せて示している．Z, AZ ではブレース降伏応力度s by を 235N/mm2
とした (b) よりも，s by を

図 2.40　復元力特性 (0.50m/s)
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325N/mm2
とした (c) の方が残留層間変形角が大きい．2.4.9 項では，作用する荷重が正負でほぼ等しくなる

場合の Z 型 NC ブレース架構の残留層間変形が式 (2.9) の値にほぼ収束することを明らかにしたが，地震動

入力後においても Z の残留層間変形はいずれの Kb/Kf, s by においてもほぼ同式の値に収束することが分かる．

また，AZ では高めの Kb / Kf で両方向のブレースが降伏しておらず MTy に到達していないものを除き，式 (2.9)

と良好に対応している．

　図 2.45 には，0.25m/s 入力の XT の最大絶対加速度amax に対する Z, AZ, X の最大絶対加速度の低減および
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図 2.41　最大絶対加速度
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増加率を示す．縦軸の定義からも分かるように，正の値が低減率，負の値が増加率となるが，実際 XT と比

べてamax が増加したのは Z の 3 ケースのみであった．

　縦軸の値は，同じ Kb / Kf でも地震動によってかなりバラつくが，各 Kb / Kf の縦軸の平均値は Kb / Kf が高く

なるに従い上昇する傾向にある．本解析の最大低減率は，Z, AZ が 40% 程度，X でも 22.8% であり，また

Kb / Kf 毎に平均値を計算した結果，Z で 10.2 ~ 21.6%，AZ で 10.4 ~ 26.2%，X で 7.49 ~ 14.8% の低減率が得ら

れた．
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図 2.45　最大絶対加速度低減・増加率 (0.25m/s)

2.6.4　ひずみエネルギー量

　図 2.46 には，各ブレース架構のひずみエネルギー量を El Centro 入力の場合で代表して示す．本章の解析

モデルは，各 Kb / Kf で T0 が異なり，図 2.33 に示したように Kb / Kf が高いほど入力が小さくなる傾向にあっ

たため，We またはブレースの累積塑性ひずみエネルギー Wbp を Ei で除して無次元化した値で比較する．また，

(b) における数値は，各々の We,max に対する We の割合である．

　図 2.46(a) の 0.25m/s 入力より，ブレース降伏までエネルギー消費できない XT と比べて，Z, AZ, X は無損

傷のまま We が増加しており，Ei に対する割合は Z, AZ がほぼ同等で X はこれらの半分程度となる．We の増

加は，Kb / Kf が高いケースほど，ブレースの水平力負担が大きくなり，大きな水平力が残留しやすいため顕

著になる．

　(b) に示す 0.50m/s 入力では，低い Kb / Kf のケースでは，Qby が小さくブレース累積塑性変形が大きくなっ

たことに加え，蓄積できる最大の弾性ひずみエネルギー We,max が小さいため，Ei に占める Wbp の割合が大

きい傾向にある．一方，高い Kb / Kf のケースでは，Qby が高くブレース累積塑性変形が小さいことに加え，

We,max が大きくなるため，低い Kb / Kf のケースと比べて Wbp, We の割合の関係が逆転する．また，低い Kb / Kf

のケースにおいては，x, y 両方向ブレースの降伏により We はほぼ We,max に等しくなる．各ブレース配置にお

けるエネルギーの割合を比較すると，ブレースが十分に塑性化しているケースにおいては，Z, AZ, X はいず

れも bi-linear 型復元力特性を示してエネルギー消費するとともに，弾性ひずみエネルギーを蓄積できるので，

Wbp と We の和は鋼材ダンパー架構 (XT) における Wbp の割合と同等となる．

2.6.5　楔の貫入量

　本解析では，d b
limit / lb が 5% の楔形状を想定している．数値解析結果より 0.50m/s 入力で必要なd b / lb は 4.40%
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図 2.46　ひずみエネルギー量

であり，いずれも NC ブレースの保有性能以内であることを確認している．
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2.7　まとめ

　本章では，まず 1 層 Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増変形機構，基本的応答性状，弾塑性

復元力特性を明らかにすることを目的として，ブレース降伏耐力，ブレース初期張力の有無，ブレース配置

を実験変数として設定し，漸増変形性状を詳細に検討することを目的に加速度振幅を調整した正弦波を入

力する 1 層 1 スパン架構の振動台実験を実施した．更に，数値解析による Z 型 NC ブレース架構，非対称 Z

型 NC ブレース架構の応答再現性を検証することを目的に，振動台実験結果を数値解析により追跡した．最

後に，Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の地震応答性状を明らかにすることを目的に，ブレース剛

性比，ブレース降伏応力度，入力地震動を変数とした実大 1 層架構の数値解析を実施し，各ブレース架構の

耐震性能について比較，検討を行った．振動台実験および数値解析より得られた知見は，以下のようにまと

めることができる．

○振動台実験結果より

1) Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の絶対加速度応答は，弾性時，弾塑性時ともに両者ほぼ同等と

なる．

2) 振動時において，Z 型 NC ブレース架構は層間変形が一方向漸増する漸増変形特性を，非対称 Z 型 NC

ブレース架構はブレース負担水平力の重心回り捩りモーメント MT が単調増加することによって重心を

回転中心として捩り角が一方向漸増する漸増捩り変形を生じる．

3) ブレース降伏耐力の大きな試験体ほど振動後に残留する残留層間変形，残留捩り角は大きくなる．本実

験のように作用する層せん断力が正負でほぼ等しい場合のZ型NCブレース架構の残留層間変形は式 (2.9)

のd c
*
により，また非対称 Z 型 NC ブレース架構の残留捩り角は式 (2.13) のq y により評価できる．

4) ブレース弾塑性時にはブレース系が完全弾塑性型の復元力特性を示すことにより，Z 型 NC ブレース架構，

非対称 Z 型 NC ブレース架構はいずれも bi-linear 型に近似できる復元力特性を示す．ブレース弾塑性時

に主架構を弾性に留めておけば，NC ブレースが効率良く地震入力エネルギーを消費する鋼材ダンパー

架構として機能する．

5) 数値解析により，Z 型 NC ブレース架構および非対称 Z 型 NC ブレース架構の実験挙動をいずれも良好

な精度で追跡することができる．

○実大架構の数値解析結果より

6) Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構は，主架構またはブレース系への弾性ひずみエネルギーの蓄

積に基づいて地震応答低減効果を発揮し，鋼材ダンパー架構（ブレース降伏軸力の 50% を初期張力とし

て導入した X 型）と比較して弾性時の絶対加速度応答，相対速度応答を低減することができる．この低

減効果は，概ね X 型 < Z 型 ≈ 非対称 Z 型の大小関係にあり，ある一定の入力下においてはブレース剛性

比 Kb/Kf が高く弾性ひずみエネルギー蓄積量が多いほど顕著になる．

7) 弾塑性時には，Z 型は式 (2.9) で計算されるd c
*
を履歴中心とした bi-linear 型の履歴を，非対称 Z 型およ

び X 型は原点を履歴中心とした bi-linear 型の履歴を描き，そのひずみエネルギー消費性能は鋼材ダンパー

架構と同等となる．このため，各 NC ブレース架構は鋼材ダンパー架構と同等の最大絶対加速度，最大

相対速度，履歴中心からの最大変形の低減効果を発揮する．

8) 非対称 Z 型の重心，X 型の最大層間変形は弾性時，弾塑性時それぞれで鋼材ダンパー架構とほぼ同等に

なる．また，1 層 1 スパン架構の場合，Z 型および非対称 Z 型の最大層間変形，漸増変形に基づく地震

後残留層間変形は弾性時，弾塑性時それぞれで同等となる．更に，地震動入力によるブレース弾塑性振

動後の残留変形は，非対称 Z 型で x, y 両方向のブレースが降伏しておらず MTy に到達していないものを
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除き，Z 型および非対称 Z 型ともに式 (2.9) により良好に評価できる．

9) 非対称 Z 型，X 型の地震応答低減効果は，いずれもブレース負担水平力の消失によって剛性低下を生じ

る bi-linear 型復元力特性の履歴減衰として評価することができる．
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第 3 章

2 層 Z 型 NC ブレース架構の振動台実験

および実大多層架構の数値解析

3.1　はじめに

　前章では，1 層架構を対象に Z 型，非対称 Z 型の振動台実験およびその数値解析を行い，各架構はブレー

ス弾性時において漸増変形を生じること，ブレース弾塑性時には bi-linear 型復元力特性を示すこと，数値解

析結果は振動台実験結果と良好に対応することを明らかにした．更に，実大 1 層架構の数値解析では，弾性

ひずみエネルギー蓄積に基づき絶対加速度，相対速度を低減できること，ブレース弾塑性時には鋼材ダンパー

架構と同等のエネルギー消費性能を発揮することを明らかにした．すなわち，一方向漸増変形により仕上げ

材の損傷等が生じなければ本ブレース架構は鋼材ダンパー架構と比較して優位性を有しており，本研究の目

的である，漸増変形に基づく弾性ひずみエネルギー蓄積および NC ブレースのエネルギー消費を活用した耐

震設計が実現可能であることが示された．

　しかしながら，これらの知見は最も単純な 1 層 1 スパン架構での研究成果に基づいたものであり，本シス

テムを一般の多層多スパン架構に拡張するためには，まず多層架構の振動台実験を行い，その基本的性能を

明らかにするとともに，振動台実験において生じる多層架構の実挙動を数値解析により追跡できることを示

す必要がある．そこで，本章では 2 層 1 スパン架構を製作して振動台実験を行い，更に，数値解析により実

験結果の追跡を行う．振動台実験では Z 型，非対称 Z 型 NC ブレース架構各々の場合で，ブレース降伏耐力，

層毎のブレース配置を実験変数として設定する．多層架構の場合，全層同一方向に Z 型 NC ブレースを配置

すると，各層に生じる漸増変形も同一方向となり大きな相対変位が生じるが，層毎のブレース配置の変化で，

漸増変形により生じる相対変位を相殺し，構造物全体としての変位を抑制することが狙いである．入力波に

は第 2 章と同様の正弦波を採用し，これら 2 層試験体の漸増変形性状を詳細に検討するとともに，基本的応

答性状，弾塑性復元力特性を明らかにする．

　続いて，多層 Z 型，非対称 Z 型 NC ブレース架構の弾性，弾塑性地震応答性状を明らかにすることを目的に，

一般的な中層建築物を想定した実大 8 層 3 スパン解析モデルの数値解析を行う．数値解析の変数は，Z 型お

よび非対称 Z 型配置，層毎のブレース配置，入力地震動である．X 型ならびにブレース降伏軸力の 50% の

初期張力を導入した X 型との比較を通して，多層架構の弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減

効果，弾塑性時における地震入力エネルギー消費性能，各層のブレース配置の変化による応答性状の相違に

ついて明らかにする．　

　また，多層架構では，上述したように各層のブレース配置により漸増変形性状が異なるため，漸増変形に

基づく残留変形を求める際はこの影響を考慮しなければならない．そこで，多層 Z 型および非対称 Z 型 NC

ブレース架構の各層に生じる漸増変形に基づいた地震後残留変形を数値解析によらず簡易に評価する手法を
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示し，8 層 3 スパン解析モデルの数値解析結果により評価精度の検証を行う．

3.2　多層 NC ブレース架構の力学特性

　多層架構の漸増変形機構，最大弾性ひずみエネルギー蓄積量は，基本的には第 2 章で示した 1 層架構の場

合に基づくが，これらを多層架構に拡張するためにはいくつかの修正が必要である．そこで，本節では多層

架構の漸増変形機構，漸増変形に基づく地震後残留変形の簡易評価手法，また最大弾性ひずみエネルギー蓄

積量について述べる．

3.2.1　多層架構の漸増変形機構

　多層多スパン架構においても，各層に生じる漸増変形機構の本質は 1 スパン架構の場合で述べることがで

きるので，図 3.1 の n 層 1 スパン NC ブレース架構モデルを用いてこの機構を説明する．x, y, z 座標を図示

の方向にとり，時計回りの捩り角q を正とする．主架構の各層において，床は剛床であり，質量，剛性の

偏在はないものとする．また，ブレース材料は完全弾塑性体とする．多層架構の漸増変形機構は，この n 層

1 スパン NC ブレース架構の i 層について考えることで説明できる．ただし，この機構は 2.2.2 項で述べた 1

層架構の場合と同様であるので，以下に拡張のための修正点を要約する．i 層の主架構，ブレース系の負担

水平力を Qfi, Qbi，剛性を Kfi, Kbi とする．i 層のブレース系水平力分担率は次式となる．

　

bi bi
i

i fi bi

Q K
Q K K

b = =
+

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
(3.1)

ここに，Qi：i 層の層せん断力である．また，i ~ n 層までの水平力総和を次式で定義する．

　

n

j
j i

P
=
∑

		 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
(3.2)

○多層 Z 型 NC ブレース架構の漸増変形機構

　図 3.2(a), (b) に示す多層 Z 型の漸増変形機構を，(c) に多層架構の i 層における復元力特性を示す．n 層架

構の i 層における漸増変形は，i ~ n 層までの水平力総和が i 層に繰り返し作用することで生じる．すなわち，

図 3.2(a), (b) に示すように，図 2.7 における水平力 P を S
n

j= i
Pj に，増分DP を S

n

j= i
DPj に，それぞれ置き換えて

考えればよい．

図 3.1　n 層 1 スパン NC ブレース架構モデル
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　また，i 層ブレース弾塑性時には，図 3.2(c) の点 D を履歴中心とした bi-linear 型復元力特性を示し，地震

後残留層間変形はほぼ点 D に収束する．この層間変形をd ci
*
とし，その絶対値を次式で表す．

　

* byi
ci

fi

Q
K

d =
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

(3.3)

ここに，Qbyi：i 層ブレース系の降伏水平力である．前章では，1 層架構の弾塑性振動後の残留層間変形がほ

ぼこのd ci
*
に収束することを示した．本章でも，i 層の弾塑性振動後の残留層間変形はd ci

*
に収束するものと

仮定する．

○非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増捩り変形機構

　漸増捩り変形による i 層の層間捩り角f i は，i 層重心回りのブレース負担水平力の捩りモーメント MTi を

主架構 i 層の重心回り捩り剛性 Kq i で除した次式で表せる．

　

Ti
i

i

M
Kq

f =
           

(3.4)

　図 3.3(a), (b) には，n 層架構の i 層における漸増捩り変形機構を示す．n 層架構の i 層における漸増捩り変

形は，i~n 層までの水平力総和が i 層に繰り返し作用して MTi が単調増加することで生じる．すなわち，Z 型

の場合と全く同様に，図 2.10 における水平力 P を S
n

j= i
Pj に，増分DP を S

n

j= i
DPj にそれぞれ置き換えた図 3.3(a), 

(b) で機構を考えればよい．

　MTi は x, y 方向のブレース降伏で頭打ちとなり，以降は一定となる．このときの MTi を i 層降伏捩りモーメ

ント MTyi と定義し次式で表す．

　 Tyi byiM Q l=            (3.5)

ここに，l：ブレース設置構面間距離である．また，MTyi に対応する i 層降伏層間捩り角f yi は次式となる．

図 3.2　多層架構の漸増変形特性機構
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　 Tyi
yi

i

M
Kq

f =            (3.6)

図 3.3　多層架構の漸増捩り変形特性機構
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3.2.2　層間変形の連成を考慮した残留変形評価

　多層架構の i 層において漸増変形が生じる場合，図 3.4 に示すように節点の回転によって隣接層にも残留

層間変形が生じる．従って，多層 Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構では層間変形の連成を考慮して

残留変形を求めなければならない．

　本論では，数値解析によらず多層架構の各層における残留変形を簡易に評価するモデルとして，図

3.5(a) ~ (c) の縮約 1 スパン架構モデルを考える．(a) は柱脚を固定とした最下層にブレースを設置する場合，

(b) は一般層にブレースを設置する場合，(c) は最上層にブレースを設置する場合である．いずれも i 層にお

いて地震後に残留するブレース水平力Qbri を等価な層せん断力として表現している．この解析モデルを用い，

以下に示す各々の仮定に基づいて計算を行う．

(1) 解析方法にはたわみ角法を用いる．

(2) i 層のみを漸増変形させたときの，すなわち，Qbri のみが作用したときの j 層の層間変形をd ij と定義する．

i 層を漸増変形させる場合には，d ii, d i,i±1 のみ考慮し，図 3.5 に示すようにd i,i±2 以上は無視する．

(3) 縮約前の多スパン架構の i層における柱，梁剛比の合計をSkci, Skbiとする．図 3.5の解析モデルにおいては，

i 層の柱，梁剛比をそれぞれ Skci / 2, Skbi とすることで，縮約前架構の剛比の合計 Skci, Skbi と一致させる．

(4) 多層架構では一般に柱 1 節毎に同一部材断面を用いることから，i 層の層間変形を算出する際には，柱剛

図 3.4　層間変形の連成

iδ

1iδ +

1iδ −
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比，梁剛比の合計は解析モデル全層においてそれぞれ Skci, Skbi として計算を簡単にする．

　図 3.5(a) より，d 11, d 12 が，(b) より d i,i-1, d ii,  d i,i+1 が，(c) よりd n,n-1, d nn がそれぞれ表 3.1 のように計算できる．

ここで，

            (3.7)

　

bi
i

i
ci

i

k

k
γ =

∑
∑

E：ヤング係数，K0：標準剛度である．

　s を構面番号と定義する．Skci, Skbi に Ys, Xs 構面骨組の値を用いれば，i 層 Ys, Xs 構面骨組の残留変形計

算用剛性
~kfi

Ys, ~kfi
Xs
が次式で求まる．

            (3.8)

　

Y X

1

s s bri
fi fi n

ji
j

Qk k
d

=

= =

∑
 

なお，第 2 章でも述べたようにブレース弾塑性振動後は各ブレースに Qbyi / 2 が残留するため，ブレース降

伏後の残留変形を求める場合，Qbyi 分布に基づいて Qbri を決定し
~kfi

Ys, ~kfi
Xs
を求めればよい．残留変形計算用の

主架構 i 層の剛性
~Kfi ならびに捩り剛性

~Kq i は次式により求められる．

　

Y Xs s
fi fi fi

s s
K k k= =∑ ∑ 

          

(3.9)

　

( )2 2Y Xs s
i fi s fi s

s
K k y k xq = +∑  

         

(3.10)

ここに，xs, ys：重心から s 番目構面までの x, y 方向距離である．式 (3.3) に
~Kfi を，式 (3.6) に

~Kq i および式 (3.5)

を代入することで，i 層の弾塑性振動後残留変形が求まる．なお，全層でブレース配置が同一方向であり，

かつ Kbi / Kfi が一定値の場合，各層の漸増変形に基づく残留層間変形分布は，Kfi 算定時の層間変形分布と一

致するため，
~Kfi は Kfi と，

~Kq i は Kq i とそれぞれ一致する．

図 3.5　多層架構の層間変形の連成を考慮した残留変形計算モデル

(b) 一般層モデル
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　図3.6からも明らかなように，ブレース配置を各層で同一方向とする場合と，層毎で交互とする場合とでは，

後者の方が残留相対変位，各層に生じる残留層間変形ともに小さくなる．ただし，3.3 節で示す振動台実験

の試験体は柱と比べて梁がかなり剛であり，この層間変形の連成が無視できるものであった．そのため，本

評価手法の精度検証は 3.6 節の実大 8 層 3 スパン架構の数値解析にて行う．

12δ

21δ

22δ

11δ 1δ

2δ

+ =

(a)各層に同一方向配置する場合

12δ

11δ 21δ

22δ

1δ

2δ

+ =

(b)各層交互に配置する場合

図 3.6　層間変形の重ね合わせ

3.2.3　弾性ひずみエネルギー蓄積量

　Z 型，非対称 Z 型，X 型を，それぞれ「Z」，「AZ」，「X」と右肩に付けることで三者を区別する．多層架

構の i 層において x, y 方向ブレース降伏後，i 層の主架構およびブレース系に蓄積される最大弾性ひずみエ

ネルギー Wei,max は次式で表せる．

　

2Z
,max

1 1
ei byi

bifi

W Q
KK

 
= +  

 


         

(3.11.a)

　

2
2AZ

,max
1

2ei byi
bii

lW Q
KKq

 
= + 

 
         

(3.11.b)

　

2
X
,max

byi
ei

bi

Q
W

K
=

           

(3.11.c)

　式 (3.11.a) は，i 層 x, y 方向の層間変形が式 (3.3) のd ci
*
に到達した時点での弾性ひずみエネルギー，式 (3.11.

b) は i 層の層間捩り角が式 (3.6) のf yi に到達後の弾性ひずみエネルギー，式 (3.11.c) は i 層の各ブレースが

Qbyi / 4 の水平力を負担するときの弾性ひずみエネルギーである．
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3.3　振動台実験および数値解析の概要

3.1　試験体

　振動台実験の試験体を図 3.7 および写真 3.1 に，試験体素材特性を表 3.2 に示す．試験体主架構は，1, 2 層

ともに角形鋼管柱 □-40x40x2.3(STKR400) に H 形鋼梁 H-100x100x6x8(SS400) およびベースプレートを隅肉溶

接接合して製作した 2 層立体架構である．各階各方向の柱端部には，ガセットプレートおよびリブプレート

を隅肉溶接接合している．錘として，1 層上部に PL-28x200x800 を 16 枚，2 層上部に PL-25x200x1000 を 15

枚積載することで，質量は 1 層 m1 = 655kg，2 層 m2 = 810kg となっている．

　本試験体のブレースは，第 2 章の試験体同様に軸部 (j9, SS400) の中央に Fuse を 1 ~ 3 枚設置可能な形式

であり，構面軸芯に対するブレース合力作用線の偏心を無視できるよう，各構面に 2 本ずつ配置する．ブレー

ス上端部に設置する楔と楔受け，各バネは第 2 章に示したものを用いる．また，Fuse も第 2 章と同じ寸法

のものを用いるが，Z 型試験体と非対称 Z 型試験体とで実験時期が異なったため，両者の Fuse は鋼板の素

材が各々異なっている（非対称 Z 型試験体の Fuse が 1 層試験体の実験で用いたものと同じである）．ただし，

表 3.2 に示すように両者のs y, s u は大差ないことを確認している．
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（1 構面に 2 本配置）

図 3.7　2 層模型試験体

写真 3.1　2 層模型試験体

(a)AZA 試験体 (b)AZB 試験体
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柱 STKR400 205,000 372 474 0.78 19

梁フランジ SS400 205,000 310 442 0.70 28

梁ウェブ SS400 205,000 340 456 0.75 26

ガセットプレート SS400 205,000 342 433 0.79 29
Fuse（Z型） SS400 205,000 403 513 0.79 -

Fuse（非対称Z型） SS400 205,000 417 494 0.84 -
E：ヤング係数，σ y：降伏応力度，σ u：引張強さ，σ y /σ u：降伏比，e ：破断伸び

部材 鋼種
σ y

(N/mm2)

σ u

(N/mm2)
σ y /σ u

e
(%)

E
(N/mm2)

表 3.2　試験体の素材特性
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zθ
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(c)AZA
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(d)AZB

X1

X2

Y1

Y2

図 3.8　試験体のブレース配置

　試験体のブレース配置は，図 3.8 に示す (a), (b) の Z 型，(c), (d) の非対称 Z 型である．各層のブレース配置は，

(a), (c) では同一方向，(b), (d) では互いに逆方向となっている．実験変数は表 3.3 に示すように，これら 4 種

のブレース配置と，ブレース 1 本当たりの Fuse 設置枚数 1 ~ 3 枚の組合せによる 12 体である．Fuse は 1, 2

層とも同数設置する．予備実験として，加振中ブレースが緩むことのないよう端部のナットを締め付けてホ

ワイトノイズ加振を実施した．振動台上の地動加速度と試験体第 2 層重心位置の x 方向絶対加速度から算出

した各々のフーリエスペクトルをバンド幅 0.4Hz の Parzen Window62)
で平滑化し，そのスペクトル比から，

各共振峰の振動数を i 次固有振動数 fi とし，i 次減衰定数 hi をハーフパワー法により定めた．また，この加

振中における荷重変形関係から i 層 x 方向の全体剛性 Kxi を求めた．この結果を表 3.4 にまとめて示す．

表 3.3　試験体と実験変数

Z A

ブレース配置

層毎の方向

1
Fuse枚数

試験体名称
配置 層毎

ZA1, 2, 3 同一 1, 2, 3
ZB1, 2, 3 交互 1, 2, 3

AZA1, 2, 3 同一 1, 2, 3
AZB1, 2, 3 交互 1, 2, 3

Z型

非対称Z型

試験体
ブレース

Fuse枚数
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　Fuse 設置枚数が等しければ各々の動的特性はブレース配置によらないことが分かる．また，h1 はいずれ

も 0.02 ~ 0.03 程度となる．

図 3.9　ホワイトノイズ加振のフーリエスペクトル比
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3.3.2　実験方法

　写真 2.2 に示した水平垂直 2 軸振動試験機によりて，試験体の f1 を避けた振動数 3Hz の正弦波を x 方向に

入力する正弦波加振実験を行う．この正弦波は図 2.17 に示したものと同じ波形形状であり，0 ~ 10s の加振Ⅰ，

10 ~ 20s の加振Ⅱ，20 ~ 30s の加振Ⅲにおいて，それぞれ以下のように加振目標を設定している．

　加振Ⅰ：3.33 ~6.67s の定常状態で 1 層ブレース最大応力が Fuse 全体の降伏耐力の 50% となる加振

　加振Ⅱ：13.33 ~ 16.67s の定常状態で 1 層ブレース最大応力が Fuse 全体の降伏耐力の 100% となる加振

　加振Ⅲ：1 層ブレースの累積塑性伸びが破断伸びの 90% となる加振

　非対称 Z 型 NC ブレース架構試験体の場合で予備加振を行い，これらの目標値が得られる入力加速度を表

3.5 のように設定した．ただし，Fuse を 2, 3 枚設置した試験体は加振Ⅱまで，Fuse を 1 枚設置した試験体の

み加振Ⅲまで行うこととする（表 3.5）．

i=1 i=2 i=1 i=2 i=1 i=2 i=1 i=2

主架構 5.63 17.2 0.178 0.058 0.023 0.007 2.76 2.86
ZA1 10.5 40.2 0.096 0.025 0.024 0.012 15.6 13.6
ZA2 11.1 45.5 0.090 0.022 0.032 0.010 21.0 16.1
ZA3 11.3 47.6 0.088 0.021 0.032 0.014 22.9 18.0
ZB1 10.3 39.8 0.097 0.025 0.030 0.013 15.0 13.4
ZB2 11.1 46.0 0.090 0.022 0.030 0.013 20.6 17.0
ZB3 11.4 48.3 0.088 0.021 0.029 0.014 23.5 18.7

AZA1 10.5 40.6 0.096 0.025 0.032 0.011 16.5 14.4
AZA2 11.1 45.9 0.090 0.022 0.031 0.010 21.5 17.7
AZA3 11.4 48.1 0.088 0.021 0.025 0.010 23.7 19.3
AZB1 10.4 40.5 0.096 0.025 0.032 0.011 15.6 14.6
AZB2 11.3 46.0 0.089 0.022 0.028 0.012 21.8 17.7
AZB3 11.4 47.6 0.088 0.021 0.027 0.005 23.7 18.4

試験体
f i  (Hz) T i  (s) h i K xi  (kN/mm)

表 3.4　ホワイトノイズ加振結果

加振Ⅰ 加振Ⅱ 加振Ⅲ 加振Ⅰ 加振Ⅱ 加振Ⅲ

1 ○ ○ ○ 0.98 1.95 4.51
2 ○ ○ - 1.80 3.60 -
3 ○ ○ - 2.57 5.14 -

各加振の実施状況 各加振の最大入力加速度 (m/s2)Fuse枚数

表 3.5　加振プログラムの概要

3.3.3　計測方法

　計測計画を図 3.10 に示す．振動台上に設置した加速度計により地動加速度a g を，第 1, 2 層の重心 x 方向

の加速度計より 1, 2 層 x 方向の絶対加速度a x1, a x2 を計測する．Y1 構面側，Y2 構面側にそれぞれ設置した

変位計測架構に取り付けた変位計により i 層 Ys, Xs 構面相対変位 xi
Ys, yi

Xs
を計測する．また，各階柱の同一

断面に貼り付けた 2 枚のひずみゲージの平均から上側，下側計測位置の z 軸方向ひずみを，各層ブレース軸

部に貼り付けたひずみゲージの値から Ys, Xs 構面毎のブレース軸ひずみの合計を計測する．
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　これらの計測値は，次のように整理を行う．a xi から試験体 i 層 x 方向の層せん断 Qxi を次式で算出する．

　

n

xi j j
j i

Q m a
=

= −∑
          

(3.12)

xi
Ys
からは，i 層重心 x 方向の相対変位 xi および層間変形d xi をそれぞれ以下の式により算出する．

　

　

Y1 Y2

2
i i

i
x xx +

=
           

(3.13)

　 1xi i ix xd −= −
           (3.14)

また，xi
Ys, yi

Xs
により i 層の相対捩り角q i および層間捩り角f i をそれぞれ以下のように求める．

　

Y2 Y1 X2 X1

2i i i i
i

x x y y
l l

q
 − −

= + 
           

(3.15)

　 1i i if q q −= −
           (3.16)

振動台実験結果から，xi
Ys
のみで求めた層間捩り角と，yi

Xs
のみで求めた層間捩り角はほぼ等しく，試験体の

各層床は剛体的に回転することを確認している．また，i 層 x 方向の主架構負担水平力 Qfxi，ブレース系の

負担水平力 Qbxi は，ひずみゲージの計測値からそれぞれ 1 層架構と同様の計算により算出する．

　加速度計から算出した Qxi とひずみゲージの値から次式で算出した Qxi はその最大値がほぼ一致すること

を確認したため，以降においては式 (3.17) の値を Qxi として採用する．

　 xi fxi bxiQ Q Q= +
          (3.17)

　なお，変位計測用架構は各層にブレース (j9, SS400) を 2 本ずつ設置しており，変位計測用架構にホワイ

トノイズを加振した結果，その 1 次固有振動数 f1 は 50Hz 程度であることを確認している．
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図 3.10　計測計画

3.3.4　解析モデル

　2 層模型試験体の解析モデルの一構面を図 3.11(a) に示す．解析モデルは，柱脚の境界条件を固定，部

材の接合条件を剛接合，各層床に剛床を仮定した 2 層 1 スパンの立体架構であり，柱，梁にはそれぞれ

□-40x40x2.3 および H-100x100x6x8 の断面性能を設定する．x, y 方向のスパン長は 1,000mm，構造階高は各

階 750mm としている．ただし，実際の試験体では，各階柱端部に隅肉溶接接合したガセットプレートおよ

びリブプレートの影響で主架構剛性が上昇しているため，解析モデルにおいては，節点から部材フェイスま

での剛域に，柱の上端部および下端部に適当な長さの剛域を加えることで，主架構各層の剛性を表 3.4 の値
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と一致させている．

　ブレースは，図 3.11(b) のように NC ブレースの引張力のみに抵抗し，圧縮力が作用しない特性を再現す

るために，引張側を降伏軸力 Tbyi とした完全弾塑性型，圧縮側を降伏軸力 0.001kNとしてモデル化する．図 3.12

に示す Fuse 引張試験より，非対称 Z 型の Fuse1 枚当たりの降伏耐力は第 2 章の解析モデルと同じく 2.86kN，

Z型の Fuse1枚当たりの降伏耐力は第 2章と同様の仮定により 3.00kNとした．また，i層ブレース軸剛性 kbi は，

表 3.4 で得られた各ブレース架構と主架構の Kxi の差を 1 / 2 倍して求めた構面当たりのブレース水平剛性を，

軸方向に変換した値とする．

　2 層解析モデルにおいても図 3.11(a) に示すようにロッキング挙動を模した回転バネをモデル下部に設置

して実験結果を追跡する．回転バネの回転剛性には，第 2 章で試験体の転倒モーメント MOVT と振動台回転

角q table の関係から求めた，振動台のロッキング剛性 Kq
table = 28,000kN・m/rad を用いる．なお，振動台の慣性モー

メントは考慮しない．解析モデルにロッキングを考慮しない場合，表 3.6 に示すように試験体（および振動

台の全体系）の固有周期との対応があまり良くないが，ロッキングを考慮した解析モデルの固有値解析結果

は，試験体の固有周期と良く一致している．

　また，この解析モデルの固有値解析により，非対称 Z 型試験体において x 方向の片側構面ブレースが抵

抗した場合に発生する固有モードの検討を行った．1 層架構の場合と同様に，並進と捩りの連成モードの固

有振動数は，いずれも本実験の入力振動数 3Hz に一致していないことを確認している．

0.001kN

(a)解析モデルの一構面 (b)ブレースモデル
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図 3.11　2 層模型試験体の解析モデル
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図 3.12　Fuse 引張試験結果

試験体 主架構 ZA1 ZA2 ZA3 ZB1 ZB2 ZB3

ロッキング考慮 0.178 (1.00) 0.096 (1.00) 0.090 (1.00) 0.088 (1.00) 0.098 (1.01) 0.090 (1.00) 0.088 (1.00)

ロッキング非考慮 0.169 (0.95) 0.077 (0.81) 0.069 (0.77) 0.066 (0.75) 0.078 (0.80) 0.069 (0.76) 0.065 (0.74)

試験体 AZA1 AZA2 AZA3 AZB1 AZB2 AZB3

ロッキング考慮 0.095 (0.99) 0.089 (0.99) 0.087 (0.99) 0.096 (1.00) 0.089 (1.00) 0.088 (1.00)

ロッキング非考慮 0.075 (0.78) 0.068 (0.75) 0.065 (0.74) 0.076 (0.79) 0.067 (0.75) 0.065 (0.74)
(    )は試験体の1次固有周期に対する解析モデルの1次固有周期の比を示す．

T 1 (s)

表 3.6　解析モデルの固有値解析結果
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3.3.5　解析条件

　数値解析の条件を以下に示す．

(1) 数値解析には，SNAP (Structural Non-linear Analysis Program) を用いる．

(2) 数値積分法は Newmark - b 法（b =0.25）とする．

(3) 数値積分の時間刻みは 0.002s とする．

(4) 解析に用いる地動加速度には，実験で計測したa g を用いる．

(5) 減衰は初期剛性比例型とし，1 次減衰定数 h1 にはそれぞれ表 3.4 のホワイトノイズ加振結果を用いる．

3.4　振動台実験結果および考察

3.4.1　2 層試験体主架構の検証

　ブレース架構の振動台実験に先立って主架構のみの正弦波加振実験を実施し，その結果を数値解析により

追跡することで解析モデル主架構の妥当性を検証する．図 3.13 には主架構のみに Fuse1 枚試験体の加振Ⅰ

を入力したときの各層における絶対加速度応答時刻歴，層間変形時刻歴，復元力特性，第 1 層最大変形時の

曲げモーメント図をそれぞれ示す．

　図 3.13(a), (b) より，各層の絶対加速度，層間変形時刻歴が実験と解析とで振幅，位相ともに精度良く合致

図 3.13　2 層模型試験体主架構の正弦波加振実験結果
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するため，(c) の復元力特性についても良好に対応している．計測した各点の曲げモーメントから節点モー

メントを求め，Y1, Y2 構面で平均した (d) の応力図から，試験体主架構の応力状態を概ね再現できているこ

とが分かる．従って，3.3.4 項で示した主架構モデルは，本試験体の振動台実験結果を追跡する上で妥当な

ものであると言える．

3.4.2　加振目標に対する割合

　3.3.2 項にて示した各加振の目標値に対する，実験結果より得られた値の比を図 3.14 に示す．

　図 3.14 より，(a) の Z 型，(b) の非対称 Z 型試験体ともに，加振Ⅰでは楔が移動する際に不安定となるこ

とに起因して，NC ブレースが引張抵抗を開始する際に微小なスリップが発生したため，実験結果が目標値

を下回っている．しかしながら，その後の加振Ⅱにおいては，加振Ⅰと比べてこのスリップが解消される傾

向にあったため，実験結果は目標値に近づく傾向にある．また，Z 型では Fuse の降伏耐力が非対称 Z 型で

用いた Fuse よりもやや高かった関係から，ブレースの累積塑性伸び量が小さめとなったため，加振Ⅲにお

いては加振目標の 40% 程度となっている．
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図 3.14　加振目標に対する割合

3.4.3　絶対加速度応答時刻歴

　図 3.15 に全試験体を代表して，Fuse を 1 枚設置した試験体の各層重心の絶対加速度応答a xi の時刻歴を示

す．それぞれ，上段が 2 層，下段が 1 層の時刻歴である．各試験体の絶対加速度応答時刻歴を見ると，図

2.17 に示した入力加速度と同様に，0 ~ 20s では応答振幅も漸増 → 定常 → 漸減状態を繰り返し，20 ~ 30s で

は応答振幅が漸増 → 漸減している．時刻歴形状は，0 ~ 20s の弾性時には入力加速度同様の形状となるが，

20 ~ 30s の弾塑性時には Fuse の塑性化に伴う応答倍率の低下により入力加速度とは形状がやや異なってい

る．

　絶対加速度応答性状を各ブレース架構で比較すると，1 層架構で得られた結論と同様に，2 層架構の各層

においても絶対加速度応答は Z 型と非対称 Z 型配置で大差ないことが分かる．また，層毎のブレース配置

方向の違いについて着目し，ZA1, ZB1 および AZA1, AZB1 それぞれで絶対加速度応答性状を比較すると，2

層のブレース配置方向によらず，絶対加速度応答は各ブレース架構でほぼ等しくなることが分かる．

　更に，実験結果と数値解析を比較すると，後述するスリップの影響で解析値の方がやや小さくなる傾向に

あるが，弾性時（加振Ⅰ，Ⅱ），弾塑性時（加振Ⅲ）ともに概ね対応することが分かる．

3.4.4　多層架構の漸増変形

　多層架構の漸増変形として，図 3.16 には Z 型試験体における各層重心 x 方向の層間変形d xi の時刻歴を，

図 3.17 には非対称 Z 型試験体における各層の層間捩り角f i の時刻歴をそれぞれ示す．両者ともに加振Ⅱま
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図 3.15　各層の絶対加速度応答時刻歴（Fuse1 枚試験体）

での結果である．

　(a), (b) の Z 型試験体においては各層の層間変形が一方向に漸増する漸増変形を，(c), (d) の非対称 Z 型試

験体においては各層の層間捩り角が一方向に漸増する漸増捩り変形を生じている．ZA の各層および ZB の

1 層は層間変形が負方向に漸増するが，ブレース配置方向の異なる ZB の 2 層のみ正方向に漸増している．
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図 3.16　各層の層間変形時刻歴（Z 型試験体）
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図 3.17　各層の層間捩り角時刻歴（非対称 Z 型試験体）

また，非対称 Z 型についても同様に，ブレース配置方向の異なる AZB の 2 層のみ層間捩り角の漸増する方

向が他と異なっている．
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　このように，Z 型と非対称 Z 型とでは漸増する変形がそれぞれ異なるが，これらの変形が段階的に漸増し

ていく様子は両者同様である．この理由は，多層架構の漸増変形機構から，次のように説明することができ

る．加振Ⅰの 0 ~ 3.33s までの入力加速度漸増領域では，図 3.15 の各層の絶対加速度応答時刻歴からも明ら

かなように，各層が負担する層せん断力が漸増するため，d xi およびf i もそれぞれ漸増している．3.33 ~ 10s

の入力加速度一定および漸減領域における各層の最大層せん断力は加振Ⅰにおける最大値に等しいかそれ以

下となるため，d xi およびf i は漸増していない．これらが再び漸増するのは，各層に作用する層せん断力が

加振Ⅰにおいて経験した最大層せん断力以上となる加振Ⅱの 11.67s からである．以降は，加振Ⅰと同様の

理由により，13.33s 付近まではd xi およびf i が漸増している．また，本実験は Fuse 設置枚数の増加にほぼ比

例した入力加速度を設定しており，異なる Fuse 設置枚数の試験体においても Fuse の最大応力度は概ね同程

度となっている（図 3.14）．このような入力を行った結果，加振後の残留変形は Fuse 設置枚数が多いほど大

きく，各層により多くの弾性ひずみエネルギー蓄積を期待するにはブレース降伏耐力を高めれば良いことが

分かる．

　実験においては，NC ブレースが軸力零から引張抵抗を開始する際に微小なスリップを伴ったため，(c), (d)

の非対称 Z 型試験体では捩り振動する傾向が 1 層架構の場合と比較してやや顕著である．このスリップの

影響で Z 型，非対称 Z 型ともにブレースに張力が残留しづらく解析結果より残留変形が小さい試験体もあ

るが，実験と解析は全体的に良く対応している．

　また，(c), (d) には，i 層ブレース負担水平力の重心回り捩りモーメント MTi を，主架構剛性の実測値（表 3.4）

から求めた主架構 i 層重心回り捩り剛性 Kq i で除して計算した層間捩り角を併せて示している．計算値は実

験結果と概ね合致しており，各層のf i は MTi によって生じていることが分かる．
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図 3.18　試験体頂部の相対変位時刻歴（Z 型試験体）
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図 3.19　試験体頂部の相対捩り角時刻歴（非対称 Z 型試験体）
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3.4.5　試験体頂部の挙動

　図 3.18 に Z 型試験体の x 方向頂部（第 2 層）相対変位 x2 の時刻歴を，図 3.19 に非対称 Z 型試験体の頂部

（第 2 層）相対捩り角q 2 の時刻歴をそれぞれ示す．ZA と ZB および AZA と AZB とでは，図 3.16, 3.17 にて

示したように各層で層間変形，層間捩り角が漸増する方向に相違があるため，結果として振動台上面からの

試験体頂部相対変位，相対捩り角は，図 3.18, 3.19 のように異なっている．ZA, AZA の場合，各層の変形は

図 3.20　各層の復元力特性（Fuse1 枚試験体）
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ともに同一方向へ漸増するため，頂部相対変位，相対捩り角は一方向に大きく偏る一方で，ZB, AZB の場合，

1, 2 層の変形が互いに逆方向へ漸増することで頂部相対変位，相対捩り角は ZA, AZA と比べてそれぞれ抑

制される．従って，各層でブレース配置方向を交互とすれば，2 層ごとに変位を相殺でき，架構全体の変位

を抑制可能であると考えられる．

3.4.6　復元力特性

　図 3.20 に全試験体を代表して，Fuse を 1 枚設置した試験体の各層 x 方向の復元力特性を示す．Z 型の場

合には，層間変形の一方向漸増により，その復元力特性は図 3.2 に示したものと同様の形状となる．ただし，

ZB の 2 層のように層間変形が正方向に漸増する場合，その復元力特性は ZA と点対称の関係となる．また，

加振Ⅲにおいて Fuse が塑性変形したことで，第 1 層においては Z 型，非対称 Z 型いずれも bi-linear 型に近

似できる復元力特性を示している．また，同加振において 2 層ブレースに設置した Fuse も塑性化したため，

2 層にも履歴が生じている．第 1 層の Qbi
Ys -d i

Ys
関係より計算したd b / lb は最大で 1.29 % であり，本実験に用

いた楔形状から求まる限界のd b
limit

/ lb = 3.87% を下回っている．

　数値解析モデルにおいては，ブレース降伏耐力を実際の Fuse 降伏耐力よりも高めに設定したため（図

3.12），解析では 2 層ブレースが降伏していないことを除けば，実験挙動を良好に再現できていることが分

かる．

3.4.7　残留変形と計算値の比較

　各層の層せん断力が正負ほぼ等しい場合の Z 型の残留層間変形について式 (3.3) の適用性を検討するとと

もに，非対称 Z 型の残留層間捩り角と式 (3.6) の対応を確認する．図 3.21(a) に加振終了後における残留層間

変形の絶対値とd ci
*
の比較を，(b) に加振終了後における残留層間捩り角とf yi の比較を示す．Fuse を 1 枚設

置した試験体においては，加振Ⅲで 2 層ブレースも降伏耐力に達したことから，加振Ⅲ終了後における各層

の残留変形を，Fuse2, 3 枚試験体においては，加振Ⅱ終了後における第 1 層の残留変形を示す．

　ブレース弾塑性振動後における残留変形は，Z 型，非対称 Z 型ともにブレース降伏耐力の高い試験体ほど

大きくなる．実験値と計算値とを比べると，実験値は上述のスリップの影響によりやや小さい傾向にある

が，ブレース降伏後においては，層せん断力が正負ほぼ等しい場合の残留層間変形は概ねd ci
*
に収束すること，

残留層間捩り角はf yi となることが分かる．従って，多層架構においては，設計時にブレース降伏耐力を調

節することで，各層における漸増変形に基づいた残留変形と弾性ひずみエネルギー蓄積量を容易に設定する

ことができる．

図 3.21　残留変形と計算値の比較
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3.5　実大 8 層 3 スパン架構の数値解析概要

3.5.1　解析モデル

　解析モデルを図 3.22 に，解析モデルの部材リストを表 3.7 に示す．解析モデルは，一般的な中層事務所ビ

ルを想定した，階高が 1 階 4.5m，2 ~ 8 階 4m，スパン長 6m の 8 層 3 スパン架構である．解析モデルの設計

条件は，以下のとおりである．

(1) 本解析モデルの部材重量を除く床の固定荷重は，文献 63) ~ 66) を参考にして一般層 4,470N/m2
，最上層

6,590N/m2
とした．また，積載荷重は，一般層を事務所，最上層を屋上（歩行）と仮定した．

(2) 設計用地震力は，地域係数 Z = 1.0，設計用一次固有周期 T = 0.03H（H は建物高さ），地盤種別を第 2 種地盤，

標準せん断力係数 C0 = 0.2 とし，Ai 分布に基づいて仮定する．

(3) 各層の床には剛床を仮定する．

(4) 柱，梁，ブレースの材料にはそれぞれ BCP325, SN490B, SNR490B を想定し，ヤング係数は E = 205,000N/
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表 3.7　部材断面リスト
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mm2
，降伏応力度はs y = 358N/mm2

とする．

(5) 各層において，梁の全塑性モーメントの総和 SMpb に対する軸力を考慮した柱の全塑性モーメントの総和

SMpc の比 SMpc / SMpb が 1.5 を上回るものとする．

(6) ブレースは，ブレース剛性比 Kbi / Kfi が全層 1 となるよう断面を決定する．また，ブレースの有効長さ lb

は節点間距離の 0.80 倍とし，これに対して 5% の限界移動量d b
limit

を有する楔形状を想定する．

(7) 主架構のみに長期荷重を作用させた場合，またブレース架構に短期荷重（長期荷重と設計用地震力の和）

を作用させた場合，それぞれ許容応力度設計を満足するものとする．

　Ai 分布に基づく静的荷重増分解析結果より得られた解析モデルの骨格曲線を図 3.23 に示す．図 3.23 より

ブレース降伏時の層間変形角は 1 / 620rad ~ 1 / 361rad，主架構降伏時の層間変形角は 1 / 144 ~ 1 / 72rad となっ

ている．架構の曲げ変形の影響により，上層部ほどブレース降伏時の層間変形角が大きくなっている．図

3.24(a) に示すように，解析モデルの i 層の床面積 Si 当たりの重量 Wi は 7.19 ~ 9.19kN/m2
となっており，最上

層を除いて概ね一様に重量が分布していることが分かる．また，(b) に示すように各層の剛性は直線的な分

布となっている．

　なお，ブレースは図 2.32 に示したモデル同様に圧縮降伏軸力を 0.1kN として，NC ブレースの圧縮力を負

担しない特性を再現する．
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図 3.24　解析モデルの重量，剛性分布

3.5.2　解析変数

　以下に示す解析変数の組合せにより，計 36 ケースの解析を行う．

(1) ブレース配置とブレース初期張力：ZA, ZB, AZA, AZB, X, XT

　ブレース配置を図 3.25 に，解析モデルの諸元を表 3.8 に，各ブレース配置架構の残留層間変形および弾

性ひずみエネルギー蓄積量を表 3.9 に示す．Z 型および非対称 Z 型ブレース配置は，全層同一方向配置する

ZA, AZA，2 層毎にブレース配置方向を交互とする ZB, AZB である．ZB, AZB 配置は，2 層毎に漸増変形の

方向を変化させることで，2 層毎の相対変位，また層間変形の連成を利用して残留変形（表 3.9 参照）を抑

制することを狙いとしている．

　X 型は，ブレースに初期張力を導入しない X，各ブレースに降伏軸力の 50% の初期張力を導入すること

で鋼材ダンパー架構同等の性能を有する XT とする．X, XT のブレース断面積は Z, AZ の 1 / 2 とし，表 3.10

に示すように固有周期を一致させている．

(2) 入力地震動：El Centro 1940, Taft 1952, Hachinohe 1968

図 3.23　解析モデルの骨格曲線
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x
y

zθ

(a)Z-A, AZ-A (b)Z-B, AZ-B (c)X, XT

図 3.25　ブレース配置

8 2,978 133 12,100,000 803 58.6 41.4 965 482
7 2,329 146 13,200,000 882 61.4 43.4 1,059 530
6 2,329 168 15,000,000 1,015 65.9 46.6 1,220 610
5 2,368 197 17,400,000 1,189 71.3 50.4 1,429 715
4 2,380 204 18,000,000 1,232 72.6 51.3 1,480 740
3 2,379 220 19,300,000 1,331 75.5 53.4 1,599 800
2 2,413 248 21,800,000 1,500 80.1 56.7 1,802 901
1 2,468 290 25,100,000 1,896 91.9 65.0 2,370 1,185

i
K fi

(kN/mm)
K θ i

(kN⋅m/rad)
Q byi

(kN)
d bi

(mm)
T byi

(kN)
d bi

(mm)
T byi

(kN)
Wi

(kN)

XZ XZ

表 3.8　解析モデルの諸元

　入力地震動は，El Centro（1940 年，Imperial Valley 地震），Taft（1952 年，Kern Country 地震），Hachinohe（1968 年，

十勝沖地震）の 3 観測記録である．これらの NS 成分を x 方向に，EW 成分を y 方向に同時入力する．図 3.26

には，入力地震動の速度応答スペクトル Sv と解析モデルの固有周期を示す．

(3) 最大地動速度：0.25, 0.50m/s

　0.25m/s 入力はブレース弾性時の地震応答性状を，0.50m/s 入力はブレース弾塑性時の地震応答性状を，

表 3.9　残留層間変形および弾性ひずみエネルギー蓄積量

ZA ZB AZA AZB ZA ZB AZA AZB X XT
8 1/662 1/1416 1/374 1/753 9.71 7.12 13.4 9.12 4.85 0
7 1/662 1/1353 1/371 1/728 10.7 7.93 14.8 10.2 5.33 0
6 1/662 1/1374 1/364 1/740 12.3 9.09 17.3 11.6 6.13 0
5 1/662 1/1247 1/363 1/673 14.4 11.0 20.3 14.3 7.19 0
4 1/662 1/1321 1/361 1/713 14.9 11.2 21.1 14.4 7.45 0
3 1/662 1/1108 1/358 1/598 16.1 12.8 22.9 16.9 8.04 0
2 1/662 1/1387 1/358 1/752 18.1 13.4 25.8 17.0 9.07 0
1 1/688 1/1293 1/368 1/704 24.8 19.0 35.6 24.5 12.4 0

R ci  (rad) R yi  (rad) Wei ,max (kN⋅m)
i

*

* *
ci ci yi yiR Rδ φ： 発生時の層間変形角， ： 発生時の外周構面層間変形角
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1次 2次 3次

主架構 1.16 0.404 0.229
Z, AZ 0.894 0.306 0.173
X, XT 0.892 0.306 0.173

並進モード固有周期 (s)
解析モデル

表 3.10　固有値解析結果

それぞれ比較することが目的である．0.25m/s 入力では下層部でブレースが塑性化する傾向にあったが，そ

の損傷は比較的軽微であったため，ブレースを弾性として解析した．

3.5.3　解析条件

　解析条件は以下のとおりである．

(1) 数値解析には，SNAP を用いる．

(2) 数値積分の方法は Newmark - b 法（b = 0.25 の平均加速度法）とし，時間刻みは 0.005s とする．

(3) 減衰は瞬間剛性比例型で 1 次減衰定数を 0.02 とする．

(4) 解析時間は 80s とする．

図 3.26　速度応答スペクトル（最大地動速度 0.25m/s）
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Taft NS
Taft EW
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3.6　実大 8 層 3 スパン架構の数値解析結果とその考察

3.6.1　多層架構の地震応答性状

　解析結果の全体的な傾向を述べる前に，本項ではまず代表的なケースについて各ブレース架構の地震応答

性状の関係を整理し考察を行う．各ブレース架構における地震応答性状の傾向は，0.25m/s で弾性ひずみエ

ネルギー蓄積に基づいて地震応答が低減されることを除けば 0.25, 0.50m/s の場合も同様であったため，以下

に El Centro NS, 0.25m/s 入力の第 1, 3, 8 層における重心の絶対加速度応答a xi，相対速度応答 Vxi，Y1 構面の

層間変形角 Ri
Y1
の 30s までの時刻歴を図 3.27, 3.28, 3.29 に，第 8 層の Y1 構面相対変位応答 x8

Y1
の 30s までの

時刻歴を図 3.30 にそれぞれ示す．なお，図 3.27~3.30 に示す地震応答性状は，Z 型と非対称 Z 型いずれも同

様に説明できることから，ここでは Z 型の結果を示すこととする．

　図 3.27, 3.28 を見ると，ZA, ZB, X の絶対加速度応答，相対速度応答は各層の弾性ひずみエネルギー蓄積

により XT と比べて低減されており，第 1 層を除いて ZA, ZB で 30% 程度，X で 20% 程度の低減効果が見

られる．このように，三者の応答低減効果に差が生じているのは，1 層架構で述べた理由と同様であり，あ

る一定の入力下においてはエネルギー蓄積量が多い方が応答低減効果が高くなるためである．
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図 3.27　第 1, 3, 8 層の絶対加速度応答時刻歴
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　図 3.29 より，X, XT は原点を中心とした振動となるが，ZA, ZB では各層の層間変形が一方向に偏っている．

ただし，ZA はブレース配置方向が全層同一方向のため層間変形は全層負方向に漸増するが，ZB は 2 層ご

とにブレース配置方向を交互としているため，第 1, 8 層は負方向に，第 3 層は正方向にそれぞれ層間変形が

漸増している．このように，ZB では各層の層間変形が漸増する方向の相違により，3.2.2 項で述べたように

ZA と比較して最大層間変形が抑制される．

　また，ZA と ZB とでは各層の層間変形が一方向漸増する方向の違いにより，図 3.30 に示す架構頂部の相

対変位時刻歴においては性状が大きく異なっている．3.4 章の振動台実験結果と同様に，ZA の頂部相対変

位は一方向に大きく偏るが，ZB では X, XT 同様に原点を中心とした振動である．更に，0.25m/s 入力にお

図 3.28　第 1, 3, 8 層の相対速度時刻歴
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1層
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図 3.29　第 1, 3, 8 層の層間変形角時刻歴
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図 3.30　第 8 層の相対変位時刻歴

いては，弾性ひずみエネルギー蓄積による応答低減効果により，XT と比べて ZB の架構頂部における相対

変位は大きく低減されることが分かる．

3.6.2　層せん断力係数分布

　図 3.31 に x, y 方向で入力した計 6 波の入力地震動について平均した 0.25, 0.50m/s 入力の層せん断力係数

Ci の分布を示す．Ci 分布は 3.6.3 項にて後述するように，0.25m/s 入力ではブレース配置により大きさが異

なり，0.50m/s 入力ではブレース配置によらずほぼ一定となるが，いずれもその分布形状は通常架構 (XT) と

ほぼ同等である．また，XT の場合には，Ai 分布に基づいて計算した Ci を併せて示している．Ai 分布に基づ

く場合，0.25, 0.50m/s ともに最上層ではやや大きめとなるが，いずれのブレース配置の場合においても平均

的な Ci を Ai 分布に基づいて良好に評価できることが分かる．

3.6.3　外周構面の最大相対変位

　図 3.32 には El Centro 入力の Y1 構面，Hachinohe 入力の X1 構面において最大変位が発生した時刻の xi
Y1, 

yi
X1
の分布を示す．なお，地震後の残留相対変位を小さいプロットと破線で併せて示す．

　図 3.32 より，全層ブレースを同一方向配置した ZA, AZA の外周構面は，各層の漸増変形により X, XT と

比べて一方向に偏るとともに，比較的大きな残留変位が生じているが，ZB, AZB のように 2 層毎にブレース
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図 3.31　層せん断力係数分布（8 波平均）
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図 3.32　Y1 構面の最大相対変位分布
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配置を交互とすることで，架構の変位領域および 2 層毎の残留変位を X, XT の場合と同程度に抑制できる

ことが分かる．このため，外装材を 2 層毎に取り付ける等の工夫を行えば，外装材の受ける変形角を通常架

構の場合と同等まで抑えることができるものと考えられる．

3.6.4　重心の最大絶対加速度，最大相対速度応答，最大層間変形角

　図 3.33, 3.34, 3.35 に重心の最大絶対加速度，最大相対速度，最大層間変形角をそれぞれ示す．図 3.33, 3.34

は各ブレース配置について，図 3.35 は非対称 Z 型，X 型について示している．図 3.33(a) より，0.25m/s 入

力時の ZA, ZB, AZA, AZB, X の最大絶対加速度a i,max は，弾性ひずみエネルギー蓄積によりいずれも XT に

比べて低減される．この絶対加速度の低減は，地動加速度の影響が大きい下層部と比較して中層部および

図 3.33　最大絶対加速度分布
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図 3.34　最大相対速度分布

上層部の方が顕著となる傾向にあり，最も大きな絶対加速度が生じる最上層において，本解析では ZA, ZB, 

AZA, AZB, X それぞれで最大 31.7, 23.5 33.3, 26.6, 18.9% の最大絶対加速度低減が見られた．このように，各

ブレース配置の低減効果は概ね X < ZB < AZB ≈ ZA < AZA の大小関係にあり，これは表 3.9 に示す Wei,max の

大小関係と合致する．すなわち，3.6.1 項で述べたとおり弾性ひずみエネルギー蓄積量の大きなブレース配

置ほど絶対加速度の低減が期待できる．一方，図 3.34(a) の 0.25m/s 入力時の最大相対速度 Vi,max については，

下層部から上層部まで一様な低減効果が発揮される傾向にあり，本解析では最上層において ZA, ZB, AZA, 

AZB, X でそれぞれ 31.0, 31.0, 38.5, 34.3, 23.6% の最大相対速度低減が見られた．

　図 3.33, 3.34(b) には，0.50m/s 入力を代表して El Centro の結果をそれぞれ示す．0.50m/s 入力では，ブレー

ス配置によらず最大絶対加速度，最大相対速度はほぼ一定となる．これは，いずれのブレース配置でも bi-
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図 3.35　重心の最大層間変形角分布

linear型復元力特性を示して鋼材ダンパー架構同等の性能が発揮されるためである．以上から，Ciの大きさは，

0.25m/s では各ブレース配置で異なり，0.50m/s では配置によらずほぼ一定となる．

　AZA, AZB の場合，漸増捩り変形により外周構面の層間変形角は一方向に偏るが，層間捩り角はほぼ重心

を回転中心として生じることから，図 3.35 に示すように重心の層間変形角に偏りは見られない．0.25m/s 入

力では，弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく応答低減により．XT と比較して AZA, AZB, X でそれぞれ 39.3, 

34.3, 23.8% の重心最大層間変形角の低減が見られた．一方で，0.50m/s 入力では，ブレース弾塑性となる層

の復元力特性は，初期重心位置を履歴中心とした bi-linear 型となることから，重心における最大層間変形角

の分布は AZA, AZB, X, XT で同等となる．以上から，AZA, AZB においては，回転中心となる重心点周辺に

おいては，通常架構の層間変形角と同等か以下であり，内装材の損傷は問題とならないことが分かる．
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3.6.5　外周構面の最大層間変形角

　図 3.36 には Ys, Xs 構面のうち，最大の層間変形角 RYs
i,max, R

Xs
i,max を示す．(a) より，0.25m/s 入力時の最大層

間変形角は，概ね X < XT ≈ ZB < ZA ≈ AZB < AZA の大小関係にある．

　通常架構の XT においても層間変形角 1 / 200rad を超える場合があり，更に，ZA, AZA の層間変形角は漸

増変形によって XT よりも大きくなるが，いずれも内外装材が層間変形に追従できることを前提して緩和し

た制限値 1 / 120rad 以内に収まっている．ただし，ZB, AZB とすれば ZA, AZA と比べ層間変形角を抑制する

ことが可能である．このように，弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく応答低減に加え，ブレース配置を工夫

し層間変形の連成を利用することで，ZB のように XT とほぼ同等となる場合もある．

　また，図 3.36(b) より，0.50m/s 入力時では弾性ひずみエネルギー蓄積による応答低減に期待できないため，

RYs
i,max, R

Xs
i,max の大小関係は X ≈ XT < ZB < ZA ≈ AZB < AZA となる．

3.6.6　地震後残留層間変形角

　図 3.37 には，Ys, Xs 構面のうち，最大の残留層間変形角 RYs
ri, R

Xs
ri を示す．Z, AZ の場合には，3.2.2 項の簡

易評価法に従い計算した漸増変形に基づく残留層間変形角（表 3.9）も併せて示す．ただし，ZA, AZA の場

合には Kfi, Kq i を用いて残留層間変形の評価を行う．

　0.50m/s 入力では，各ブレース架構ともに最上層ではブレースが降伏しておらず，また下層部分で主架構

が僅かに塑性化していた．これらに起因して，ZA, AZA では最上層および下層部分で計算値との対応がや

や悪いケースもあるが，全体的に良く対応している．更に，ZB, AZB から，層間変形の連成を考慮した地震

後残留層間変形角の評価値は，工学的に十分な精度で解析結果と対応することが分かる．
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図 3.36　最大層間変形角分布
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図 3.37　残留層間変形角分布

3.6.7　楔の貫入量

　本解析では，d b
limit / lb が 5% の楔形状を想定している．解析結果から得られた 0.50m/s 入力で必要なd b / lb

は 2.75% であり，いずれも NC ブレースの保有性能以内であることを確認している．

3.6.8　多層架構において推奨する Z 型 NC ブレース配置

　Z 型 NC ブレースを全層同一方向配置した ZA, AZA と 2 層毎に交互に配置した ZB, AZB を比較すると，

Wei,max が少ない ZB, AZB の方が弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減効果は僅かに小さくなる傾

向が見られたものの，両者の地震応答低減効果はほぼ同等であった．更に，ZB, AZB では，層間変形，また

は層間捩り角の一方向漸増方向が 2 層毎に交互となるため，架構の相対変位を通常架構と同程度に抑制でき

るとともに，層間変形の連成を利用して ZA, AZA と比べて各層の最大層間変形角，残留層間変形角を抑制

することができる．以上から，多層 Z 型 NC ブレース架構におけるブレース配置は，ZB, AZB を基本とすべ

きである．
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3.7　まとめ

　本章では，まず多層 Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増変形機構，基本的応答性状を明らか

にすることを目的として，ブレース降伏耐力，層毎のブレース配置を実験変数とし，正弦波入力による 2 層

1 スパン架構の振動台実験を実施した．更に，数値解析による多層 Z 型 NC ブレース架構，非対称 Z 型 NC

ブレース架構の応答再現性を検証することを目的に，振動台実験結果を数値解析により追跡した．最後に，

多層 NC ブレース架構の地震応答性状を明らかにすることを目的に，ブレース配置，入力地震動を変数に設

定して，事務所ビルを想定した実大 8 層 3 スパン架構の数値解析を行い，Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレー

ス架構の耐震性能をそれぞれ比較，検討した．更に，多層架構の漸増変形に基づく地震後残留層間変形を簡

易に評価する手法を示した．振動台実験および数値解析より得られた知見は，以下のようにまとめることが

できる．

○振動台実験結果より

1) Z 型 NC ブレースを配置した各層において，Z 型は層間変形が一方向漸増する漸増変形特性を，非対称 Z

型は層毎のブレース負担水平力の重心回り捩りモーメント MTi の単調増加により層間捩り角が一方向漸

増する漸増変形特性を生じる．

2) 漸増変形，漸増捩り変形の方向は層毎のブレース配置方向により変化する．一方，各層の絶対加速度応

答は層毎のブレース配置方向の影響を受けないとともに，Z 型，非対称 Z 型でほぼ等しくなる．

3) ブレース配置を層毎で交互とした試験体は，Z 型においては各層の相対変位，非対称 Z 型においては各

層の相対捩り角の相殺により，ブレース配置を各層で同一方向とした試験体と比較して，試験体頂部の

相対変位，相対捩り角を抑制することができる．

4) ブレース降伏耐力の大きな試験体ほど各層の残留層間変形，残留捩り角は大きくなる．本実験のように

作用する層せん断力が正負でほぼ等しい場合の Z 型 NC ブレース架構の残留層間変形は式 (3.3) のd ci
*
に

より，また非対称 Z 型 NC ブレース架構の残留層間捩り角は式 (3.6) のf yi により評価できる．

5) NC ブレースが降伏した層においては，Z 型，非対称 Z 型いずれも bi-linear 型復元力特性に近似できる復

元力特性を示す．

6) 数値解析により，2 層 Z 型 NC ブレース架構および非対称 Z 型 NC ブレース架構の実験挙動を良好に追

跡することが可能である．

○実大架構の数値解析結果より

7) 多層 NC ブレース架構における地震層せん断力係数 Ci 分布の形状は，ブレース配置によらずほぼ等しく

なる．また，弾性，弾塑性時ともに Ai 分布に基づいて Ci を評価できる．

8) Z 型，非対称 Z 型において Z 型 NC ブレース配置を 2 層毎に交互とした場合，2 層毎の相対変位を相殺

することで，外周構面の相対変位領域を鋼材ダンパー架構（ブレース降伏軸力の 50% を初期張力として

導入した X 型）と同等とできる．また，層間変形の連成により，全層同一方向配置する場合と比較して

最大層間変形角，残留層間変形角を抑制することができる．

9) Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構は，各層の弾性ひずみエネルギー蓄積により地震応答低減効

果を発揮し，鋼材ダンパー架構と比較して弾性時における各層の絶対加速度応答，相対速度応答，また

非対称 Z 型と X 型においては重心の最大層間変形角を低減することができる．この低減効果の大小関係

は，最大弾性ひずみエネルギー蓄積量 Wei,max の大小関係と概ね合致し，弾性ひずみエネルギー蓄積の大

きいブレース配置ほど高い地震応答低減効果が期待できる．

10) ブレース弾塑性時において，Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の各層における最大絶対加速度，
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最大相対速度，また非対称 Z 型と X 型の各層重心における最大層間変形角は，鋼材ダンパー架構とほぼ

等しくなる．

11) 本論で示した計算手法による，層間変形の連成を考慮したブレース弾塑性振動後の残留層間変形の評価

値は，工学的に十分な精度で解析結果と対応する．
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第 4 章

エネルギーの釣合に基づく

1 層 NC ブレース架構の地震応答予測

4.1　はじめに

　第 2 章，第 3 章の振動台実験，実大架構の数値解析により，各 NC ブレース架構が有する耐震性能はかな

り明らかになったと言える．特に，前章の実大 8 層 3 スパン架構の数値解析で得られた知見により，本研究

の目的とする，中小地震時には弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減に，大地震時には NC ブレー

スの塑性ひずみエネルギー消費による地震応答低減に期待した耐震設計法が，中低層建築物に適用可能であ

ることを示すことができた．

　しかしながら，NC ブレース架構の利点を活用した設計を行う上では，通常架構との比較において以下の

事項について総合的に判断する必要があろう．

(1) 弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減効果

(2) 漸増変形に基づいて生じる最大層間変形

(3) 漸増変形に基づいて生じる地震後残留変形

　すなわち，(1) ~ (3) を設計段階で把握しておくことが必要不可欠である．実務設計を考える上では，詳細

な数値解析によらず構造物の最大応答を予測することが重要となるが，弾性範囲において構造物応答が一方

向漸増する性能，また，弾性ひずみエネルギーの蓄積により地震応答を低減する性能を有したシステムは，

本研究の NC ブレース架構を除いて存在しないため，既往の地震応答予測手法を本システムに適用した場合，

現象を考慮できず予測精度に影響することは明らかである．そのため，NC ブレース架構の耐震設計法を構

築するに当たっては，これらの現象を反映させた地震応答予測手法を提案する必要がある．一方，NC ブレー

ス架構はブレースが弾塑性となる層において bi-linear 型の復元力特性を示すことから，鋼材ダンパー架構と

同等のエネルギー消費性能を有することが明らかとなっているが，弾塑性時におけるブレースのエネルギー

消費量を既往手法に基づいて評価できるかについても確認が必要である．

　ところで，地震応答予測手法の代表的なものの一つとして，エネルギーの釣合に基づく手法が挙げられる．

エネルギーの釣合に基づいて地震応答を予測するという手法の概念は 1950 年代に Housner67)
によって提唱

され，その後，秋山
68~70)

により多くの数値解析結果に基づいて有用性が検証され，耐震設計法として大き

な発展を遂げている．現在，エネルギーの釣合に基づく地震応答予測は，本研究が対象としている鋼材ダン

パー架構だけでなく，種々の構造の累積塑性変形や最大変形を求める有力な手法として位置付けられており，

多くの研究者によって精力的に研究が行われている例えば 71)~75)
．

　本章では，NC ブレース架構の地震応答予測に関する基礎的研究として，Z 型 NC ブレースによる層間変

形の一方向漸増および弾性ひずみエネルギー蓄積を考慮したエネルギーの釣合に基づく 1 層架構の地震応答
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予測手法を構築し，数値解析結果との比較によりその予測精度を検証すること，既往手法に基づき NC ブレー

スのエネルギー消費量を評価できるか検討を行うことを目的とする．

　弾性時には最大絶対加速度，最大層間変形，漸増変形による残留層間変形が，弾塑性時にはブレース累積

塑性変形倍率，漸増変形による残留層間変形が，それぞれ予測対象であり，第 2 章の実大 1 層架構の数値解

析結果を用いて予測精度を検証する．

4.2　NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積に関する補足

　第 2 章では，非対称 Z 型 NC ブレース架構の地震応答低減機構を解明するとともに，各 NC ブレース架構

において x, y両方向のブレース降伏後に蓄積される最大の弾性ひずみエネルギーを明らかにした．本節では，

地震応答予測手法を構築するに当たり，上記の地震応答低減機構に基づき非対称 Z 型 NC ブレース架構のエ

ネルギー蓄積の考え方を整理するとともに，各 NC ブレース架構における弾性最大応答と弾性ひずみエネル

ギー蓄積量の関係を明らかにする．

4.2.1　非対称 Z 型 NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積と地震応答低減の関係

　非対称 Z 型 NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積の概念を図 4.1 に示す．適当な繰り返し載荷に

よってブレース負担水平力の捩りモーメント MT が降伏捩りモーメント MTy に到達するまでの過程は，ブレー

ス系負担水平力 Qb と層間変形d 関係上において，図 4.1(a) のように模式的に示される．(a) の A, B, C, D と

A′, B′, C′, D′ はそれぞれ，Qb の絶対値が等しく逆符号の点であり，未経験の水平力領域（O → A, A′ → B′, 

B → C, C′ → D′）では片構面ブレースのみが抵抗して MT が増加し，既に経験した最大水平力以下の領域

（A → A′, B′ → B, C → C′, D′ → D）では両構面ブレースが抵抗して MT が保持されるため，それぞれの領域で

は剛性が異なっている．図中の Kbe は剛性偏心を考慮した重心でのブレース系剛性であり，x, y 方向同時入

力の場合には次式で定義される．

            (4.1)
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+
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ここで，e：片構面ブレース抵抗時における偏心距離，K'qe：片構面ブレース抵抗時における剛心回り捩り剛

性である
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(a) ブレース系負担力‐層間変形 (b) 履歴曲線の累加とエネルギー
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図 4.1　非対称 Z 型 NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積の概念
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　2.6.1 項にて考察したように，ブレース降伏までに Qb -d 関係の描く履歴面積が弾性ひずみエネルギー蓄積

量となるが，このままでは主架構とブレースの割合を明確にすることは難しい．そこで，(b) のように水平

力零点から次の水平力零点までの半サイクル履歴を一方向に累加する．履歴面積の累加により描かれる三角

形のうち，ブレース降伏層間変形d by を底辺とし，Qby を高さとした部分的な三角形の面積がブレースに蓄

積された弾性ひずみエネルギー，残りの面積が主架構に蓄積された弾性ひずみエネルギーとなる．

　x, y 方向における三角形全体の面積 S は次式で計算できる．

　

2 221
2

by by

b

Q l Q
S

K Kq

= ⋅ +
          

(4.2)

式 (4.2) の値は，式 (2.21) の MTy 到達までに MT が捩り角q にした仕事と，式 (2.22) の各 NC ブレースが

Qby / 2 を負担したときの弾性ひずみエネルギーの和に等しい．2.6.1 項で述べた復元力特性の履歴面積を弾性

ひずみエネルギー蓄積量で近似できることに対して，理論的な証明を与えることができる．

　なお，X 型も非対称 Z 型と同様の概念によって弾性時に履歴面積が生じるため，図 4.1 と類似の図により

説明することができる．ただし，弾性時における X 型の剛性低下は，全ブレースのうち半数のブレース剛

性が失われることによって生じるため，ブレース系の剛性は全ブレース抵抗時 Kb の半分 Kb / 2 となる．

4.2.2　弾性最大応答と弾性ひずみエネルギー蓄積量の関係

　地震動により 1 層 Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構に各々最大層せん断力 mamax（質量 m と最大

絶対加速度amax の積とする）が生じたとする．この地震動終了後の応力状態と荷重変形関係を図 4.2 に示す．

ただし，(c), (e)の非対称Z型およびX型の荷重変形関係は，図 4.1に基づき履歴曲線を一方向に累加している．

以下，Z 型，非対称 Z 型，X 型の記号には，必要に応じて右肩にそれぞれ「Z」，「AZ」，「X」と付けて区別する．

　まず，(a), (b) の Z 型の場合から述べる．Z 型の場合には，正負等しい最大層せん断力 mamax が作用した状

態を考える．mamax 作用後においては，その復元力特性からも明らかなように，水平力零点で各ブレースに

はbmamax / 2 の水平力が残留するため，弾性ひずみエネルギー蓄積量 We はamax と対応付けて次式で表すこ

とができる．

　

( )2Z Z
max

1 1 1
2e

f b

W m
K K

b a
 

= +  
           

(4.3)

　続いて，(c), (e) の非対称 Z 型の場合には，簡単のため剛性偏心によって生じるブレース負担水平力の増

分を無視して考えれば，ブレース系は mamax に対応した最大水平力bmamax を負担する．mamax 作用後の水

平力零点においては，主架構の復元力を無視すれば，各ブレースにはbmamax / 2の水平力が残留することから，

We は次式で表せる．

　
( )

22AZ AZ
max

1 1
2 4e

b

lW m
K Kq

b a
 

= + 
          

(4.4)

　最後に，(e), (f ) の X 型の場合には，mamax 作用後に水平力零点まで除荷すれば，非対称 Z 型同様に主架構

の復元力を無視する場合には，各ブレースにbmamax / 4 の水平力が残留する．従って We は次式となる．

　

( )2X
maxX 1

2e
b

m
W

K

b a
= ⋅

          
(4.5)
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4.3　NC ブレース架構の地震応答予測手法

4.3.1　弾性地震応答予測手法

　エネルギーの釣合の概念に基づく，変形の一方向漸増ならびに弾性ひずみエネルギー蓄積を考慮した NC

ブレース架構の弾性地震応答予測手法を以下に構築する．

○エネルギーの釣合式

　NC ブレース架構弾性振動時における一方向のひずみエネルギー時刻歴の模式図を図 4.3 に示す．図中に

示す Edm は小川ら
74)

が定義した損傷に寄与する地震入力エネルギーで，ひずみエネルギーの最大応答値に

相当する量である．4.2.2 項で述べたように，弾性ひずみエネルギー蓄積量は作用した最大層せん断力に依

存する量であり，これに除荷で解放されるひずみエネルギーの最大値を加えたものが Edm に等しくなるとい

う関係が成立する．従って，各 NC ブレース架構における Edm 発生時刻のエネルギーの釣合は次式で表せる．

　

( ) ( )
2Z

2maxZ Z
max

1 1 1 1
2 2dm

f b f b

m
E m

K K K K

a
b a

 
= ⋅ + +  +          

(4.6.a)

　

( ) ( )
2AZ 22maxAZ AZ

max
1 1 1
2 2 4dm

f b b

m lE m
K K K Kq

a
b a

 
= ⋅ + + +          

(4.6.b)

　

( ) ( )2 2X X
max maxX 1 1

2 2dm
f b b

m m
E

K K K

a b a
= ⋅ + ⋅

+         
(4.6.c)

図 4.2 からも分かるように，NC ブレース架構の除荷剛性は常に Kf + Kb となるので，除荷で解放されるひず

みエネルギーの最大値は，各 NC ブレース架構に共通して式 (4.6) 右辺第 1 項で計算できる．また，第 2 項

は式 (4.3), (4.4), (4.5) による弾性ひずみエネルギー蓄積量である．

　もちろん，地震終了時におけるひずみエネルギーを用いることで，除荷により解法されるひずみエネルギー

図 4.2　非対称 Z 型 NC ブレース架構の弾性ひずみエネルギー蓄積の概念
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を考慮せず弾性地震応答を予測することも可能だが，提案手法の方が予測精度が高くなることを確認してい

る．

○最大絶対加速度の予測

　式 (4.6) をamax について展開すれば次式を得る．

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (4.7.a)

　

Z Z
max 0

1

1 1
dm

b

f

V
K
K

a w

b

=
 

+ +  
 

            (4.7.b)

　

AZ AZ
max 0

2

1

1 1
4

dm

b

V
K l

Kq

a w

b

=
 

+ + 
 

　

X X
max 0

1
1 dmVa w

b
=

+           
(4.7.c)

ここに，w 0：Kf + Kb に対応した固有円振動数（Kf + Kb に対応する固有周期は T0 とする）である．Vdm は Edm

の速度換算値であり，次式で表される．

　

2 dm
dm

EV
m

=
           

(4.8)

　本提案手法の妥当性を検証するために，実際の数値解析で得られた Vdm を用いて式 (4.7.a) ~ (4.7.c) でそれ

ぞれのamax を計算し，解析結果と比較したところ，解析結果に対する予測結果の比の平均値（標準偏差）

は Z 型で 0.862 (0.095)，非対称 Z 型で 1.037 (0.069)，X 型で 0.989 (0.014) となった．Z 型の場合には，4.4.2

項で後述の理由により予測精度がやや低いものの，4.2.2 項の関係を用いればエネルギーと最大応答とを良

好に対応付けることができると言える．従って，amax の予測精度は，Vdm の推定に大きく左右されることと

なる．実際の応答予測は，4.4.1 項で後述するように，まず地震入力エネルギー Ei の速度換算値 VE を計算し，

続いて VE から Vdm を求め，amax の予測を行う．

○最大層間変形の予測

　最大層間変形dmax は，式 (4.7) のamax を用いて次式で予測する．

　

Z
Z max
max

f

m
K
a

d =
           

(4.9.a)

　
( )

AZ 2
AZ max
max 0 ,

2d
m lS T h

Kq

b a
d = +

         
(4.9.b)

　 ( )X
max 0 ,dS T hd = 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (4.9.c)

ここで，-amax：x, y 方向最大絶対加速度の平均値である．Z 型のdmax は図 4.2(a) に示すブレース圧縮方向の最

大層間変形，非対称 Z 型のdmax は重心層間変形と漸増捩り変形による外周構面層間変形の和である．非対

称 Z 型と X 型の重心層間変形は，1 層架構の場合，第 2 章の図 2.43(a) にて示したように通常架構 (XT) と大

t

Strain Energy

dmE
除荷により解放されるひずみエネルギーの最大値

弾性ひずみエネルギー蓄積量

図 4.3　NC ブレース架構における一方向のひずみエネルギー時刻歴の模式図
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差ないので，変位応答スペクトル Sd (T0, h) で予測する．

○地震後残留層間変形の予測

　漸増変形により Z 型の重心，非対称 Z 型の外周構面に残留する層間変形は，各 NC ブレースにbmamax / 2

が残留した図 4.2(b), (d) のような応力状態からそれぞれ以下の式で計算できる．

　

Z
Z max
r

f

m
K

b a
d =

		 	 	 	 	 	 	 	 	 	
(4.10.a)

　

AZ 2
AZ max

2r
m l

Kq

b a
d =

          
(4.10.b)

　なお，X 型は図 4.2(f) からも分かるように，各ブレースに残留する水平力がほぼ等しくなるため，地震後

において主架構に残留する変形は極めて小さい．従って，その残留層間変形は予測の対象外とする．

4.3.2　弾塑性地震応答予測手法

　エネルギーの釣合に基づいてブレースの平均累積塑性変形倍率を，また漸増変形による残留層間変形を予

測する．なお，Z 型および非対称 Z 型の最大層間変形は，既往の研究で提案されている bi-linear 型復元力特

性を有する系の最大層間変形と漸増変形による残留層間変形の和をとることで予測可能であると考えてお

り，本研究での応答予測の対象外とする．

　本論では，損傷に寄与する地震入力エネルギー ED
68,69)

を地震動終了時における塑性ひずみエネルギーと弾

性ひずみエネルギー蓄積量の和と定義する．

　 D bp fe beE W W W= + + 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (4.11)

ここに，Wbp：ブレースの累積塑性ひずみエネルギーである．式 (4.11) より，ED から弾性ひずみエネルギー

蓄積量 Wfe, Wbe をそれぞれ差し引いたものが Wbp となるが，本論ではブレースの損傷を安全側に予測するこ

とを目的として Wfe, Wbe を無視する．

　ブレース単体（X 型は同一方向ブレース 2 本の合計）の平均累積塑性変形倍率は，Wbp / 2 をブレース単体

使用時の降伏水平力 Qby と降伏層間変形 2d by で除した次式で表すことができる．

　

1
4

bp
b

by by

W
Q

h
d

= ⋅
          

(4.12)

○地震後残留層間変形の予測

　また，ブレース降伏後の残留層間変形の予測にはそれぞれ式 (4.13.a), (4.13.b) を用いる．

　

Z by
r

f

Q
K

d =
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

(4.13.a)

　

2
AZ

2
by

r

Q l
Kq

d =
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

(4.13.b)

4.4　地震応答予測結果と数値解析結果の比較

4.4.1　地震入力エネルギーの予測

　地震応答予測を行うに当たり，本項ではまず，具体的な VE, Vdm および ED の速度換算値 VD の求め方を示す．

○弾性時の入力エネルギーの予測

　弾性地震応答予測に用いる VE は，剛性低下による周期変動を考慮してエネルギースペクトルから求める．

ただし，サイクル毎に弾性ひずみエネルギー蓄積を開始する水平力が異なる等，NC ブレース架構の非線形
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挙動には不確定要素が多いので，周期の変動幅を決定する際に必要な最大周期 Tmax を一意的に定めること

は難しい．そこで，本論では以下に述べる仮定に従って 1サイクル当たりに存在する剛性低下の割合を求め，

Tmax を決定する．

(1) 次式で定義する地動加速度二乗累積値の無次元化時刻歴が 5 ~ 95% となる時間を実効地震継続時間 te と
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図 4.4　地動加速度二乗累積値の無次元化時刻歴
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図 4.5　1 サイクル当たりの剛性低下の割合

する
77)
（図 4.4 参照）．

            (4.14)

　

2

0

2

0

g

t

g

t

g

dt
a

dt

a

a
= ∫
∫

ここに，tg：地震継続時間である．

(2) 実効地震継続時間 te の中で，サイクル毎に剛性低下が存在する割合を求める．

(3) そのうち最大の値を 1 サイクルにおける剛性低下の割合 r とする．

　ここで，地震継続時間 tg でなく実効地震継続時間 te を考える理由としては，構造物へのエネルギー入力

にほとんど寄与しない小振幅時の影響を排除するためである．上記 (1) ~ (3) に従い，0.25m/s 入力において Z, 

AZ, X について算出した r を図 4.5 に示す．

　図 4.5 に示すように Z, AZ, X の r の平均値はそれぞれ 0.246, 0.188, 0.181 であり，概ね 1 / 5 ~ 1 / 4 サイク

ル程度の剛性低下が存在することが分かる．従って，図 4.6 に示すように，1 / 4 サイクル相当の剛性低下
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(r = 0.250) を仮定しておけば Tmax を概ね評価できると判断した．

　すなわち，弾性時の Tmax を次式で仮定する．

　
max 0

3 1
4 4 eT T T= +

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
(4.15)

ここに，

　
2e

e

mT
K

π=
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

(4.16)

である．各々の Ke の定義は図 4.6 を参照されたい．

　VE は T0 から Tmax までの周期領域でエネルギースペクトルを平滑化して求められる．

　
( )max

0max 0

1 ,0.02
T

E ET
V V T dT

T T
=

- ∫
	 	 	 	 	 	 	 	

(4.17)

　VE を Vdm と対応付けるために，2.5 節の実大 1 層架構の数値解析モデルにおいて，h1 を 0.02, 0.05, 0.10 と

変化させて 0.25m/s 入力における両者の対応を図 4.7 のように求めた．ただし，これらの VE, Vdm は x, y 方向
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図 4.6　弾性時最大周期の仮定
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図 4.7　Vdm と VE の対応 (0.25m/s)
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において各々以下の式で求めたエネルギーを速度換算した値とする．

　

{ } [ ]{ } { } [ ]{ }
0 0

1 , 1
t tT T

ix gx iy gyE x M dt E y M dta a= - = -∫ ∫ 

      

(4.18.a, b)

　

{ } ( ){ } { } ( ){ }, ,0 0max max
,

t tT T
dm x dm yE x Q x dt E y Q y dt= =∫ ∫ 

      

(4.19.a, b)

ここに，Eix, Eiy：x, y 方向の地震入力エネルギー，Edm,x, Edm,y：x, y 方向の損傷に寄与する地震入力エネルギー，

a gx, a gy：x, y 方向の地動加速度，{1}：式 (4.18.a) にあっては x 方向成分が，式 (4.18.b) にあっては y 方向成

分が 1 でそれ以外の要素が全て 0 のベクトル，{x}, {y}：x, y 方向変位ベクトルである．

　なお，直下型地震動は地震入力エネルギーに対する 1 サイクルで入力されるエネルギーの割合が大きく

なることが指摘されており
78)
，JMA Kobe の場合にはこの影響で VE に対する Vdm が大きめとなったため，El 

Centro, Taft, Hachinohe とは別に示している．

　減衰の関数と考えた場合，平均的な Vdm の値は次式となる．

　

1
1 6 3dm EV V

h h
=

+ + 	
（El Centro, Taft, Hachinohe の場合）

	 	 	 	 	
(4.20.a)

　

1
1 6dm EV V

h
=

+ 	
（JMA Kobe の場合）

	 	 	 	 	 	 	
(4.20.b)

○弾塑性時の入力エネルギーの予測

　弾塑性時の VE もエネルギースペクトルを式 (4.17) で平滑化して求める．ただし，弾塑性時の Tmax は次式

による
68)
．

　

max
max 01

8
T TDh = + 

  	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
(4.21)

ここで，Dhmax：図 4.8 に示す塑性変形倍率の最大値であり解析結果を用いる．ただし，図 4.8(a) に示すよう

に，Z 型の場合にはd c
*
を履歴中心とした bi-linear 型履歴と見なすことで，負の荷重領域において生じたブレー

δ

Q

*
cδ

δ

Q

byQ

byQ−

byQ

byQ−

2 byQ

∆η∆η

∆η∆η

fKfK

f bK K+f bK K+

(a)Z 型 (b) 非対称 Z 型と X 型

図 4.8　塑性変形倍率の定義

ス負担水平力消失後の変形もDh として扱う．

　VE から VD への変換は次式による
68), 69)

．

　

1
1 3 1.2D EV V

h h
=

+ +           
(4.22)
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○地震入力エネルギーの予測精度

　VE の解析値に対する予測値の比は，0.25m/s 入力の 144 ケースで平均値 0.99，標準偏差 0.13，0.50m/s 入

力でブレースが塑性化した 227 ケースで平均値 1.00，標準偏差 0.16 であった．

4.4.2　弾性地震応答予測

　図 4.9 に Z, AZ, X の最大絶対加速度amax の予測を示す．縦軸が予測値，横軸が解析値であり，各々の記号

右肩に予測値は「pred」，解析値は「ana」と付けて両者を区別している．また，±10% の直線も併せて示し

ている．図 4.9 より，JMA Kobe は高めの Kb / Kf で VE を小さめに予測する傾向にあったため，予測が解析を

下回るものもあるが，AZ, X の最大絶対加速度は，解析と比較して概ね ±10% 以内の精度，あるいは +10%

以上で安全側に予測できている．一方で，Z は他 2 つと比べて予測が -10% の直線を下回るものが多い傾向

にある．これは，図 4.10 に示すように，正負で最大層せん断力が異なる場合，Edm が最大絶対加速度と対応

しないことに起因する．そこで，式 (10.a) に係数を乗じて簡易な修正を施すことを試みる．図 4.9(a) のデー

タにおいて，解析結果に対する予測結果の誤差の二乗和が最小となる式 (4.7.a) の係数を求めたところ 1.06

が得られた．この数値を 1.1 倍に繰り上げて修正した予測結果と解析結果の対応を図 4.11 に示す．この場合，

上述した VE を過小評価する場合や正負の絶対加速度の偏りが大きい場合を除いて，Z の予測精度は AZ, X

とほぼ同等となる．ただし，上記係数は限られた範囲の解析結果から決定した値であり，今後検討していく

必要がある．以上から，w 0
2Sd (T0, h) で与えられる XT の最大絶対加速度に対して，Z, AZ, X の最大絶対加速
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図 4.9　最大絶対加速度の予測 (0.25m/s)
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度が弾性ひずみエネルギー蓄積でどの程度低減されるかを，数値解析によらず概ね予測することが可能であ

る．

　図 4.12 には Z, AZ, X の最大層間変形dmax の予測を示す．図 4.12 を見ると，Z, X は比較的精度良く対応し

ているが，AZ の予測結果は全体的に +10% の直線を上回るものが多い．これは，片構面ブレース抵抗時の

剛性偏心によって生じる剛心回りの捩り変形がブレース負担水平力の上昇を抑制し，最大層せん断力が正負

で偏る場合には，ブレース残留水平力が仮定値bmamax / 2 よりも小さくなることに起因する．

　図 4.13 には Yi, Xi 構面のうち最も大きい残留層間変形d r を示す．図 4.13 より，AZ の予測値は図 4.12 と

同様の理由で解析値よりやや大きくなる．一方，Z では JMA Kobe の VE が小さめで予測が -10% の直線を下

回るものを除き，予測値と解析値は良く対応している．

4.4.3　弾塑性地震応答予測

　弾塑性地震応答予測は，0.50m/s 入力でブレースが降伏したケースについて行う．

　図 4.14 には，ブレース単体の平均累積塑性変形倍率　-h b を ±20% の直線と併せて示す．ただし，解析結果

で値が 1 以下のものは無損傷と見なして除去した．図 4.14 より，解析と比較して -20% を下回る予測となっ

たケースもあるが，ほとんどのケースで ±20% 以内の精度，あるいは +20% 以上であることが分かる．ブレー

スの平均塑性変形倍率が 1 を超える 134 ケースにおいて，解析値に対する予測値の比の平均値（標準偏差）

は 1.266 (0.111) となった．以上から，ブレースの損傷を解析結果と比較して概ね安全に予測できている．

　また，図 4.15 には 2.6.3 項の図 2.44 に示した Yi, Xi 構面のうち最大の残留層間変形を，Z, AZ 毎の予測精
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図 4.12　最大層間変形の予測 (0.25m/s)

0 4 8 12 16
0

4

8

12

16

δr
ana (mm)

δr
pred (mm)

(b)AZ

1
400

0 4 8 12 16
0

4

8

12

16

δr
ana (mm)

δr
pred (mm)

1
400

(a)Z

El Centro
Taft
Hachinohe
JMA Kobe

図 4.13　残留層間変形の予測 (0.25m/s)



96 第 4 章　エネルギーの釣合に基づく 1 層 NC ブレース架構の地震応答予測

図 4.14　ブレースの平均累積塑性変形倍の予測 (0.50m/s)
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図 4.15　残留層間変形の予測 (0.50m/s)

度を検証するため再掲する．AZ の場合，x, y 両方向でブレース降伏しておらず解析値が小さくなった Kb/Kf

の高いケースを除いて，Z, AZ いずれも高い精度で予測できている．
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4.5　まとめ

　本論では，1 層 NC ブレース架構の弾性地震応答予測手法を構築し，第 2 章の実大 1 層 Z 型，非対称 Z 型，

X 型 NC ブレース架構の数値解析結果を用いて地震応答予測手法の精度検証を行った．更に，既往の地震応

答予測手法に基づく NC ブレースの損傷評価を行った．得られた知見は以下のようにまとめられる．

1) 1 層 Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の一方向漸増変形および弾性ひずみエネルギー蓄積を考

慮した，エネルギーの釣合に基づく地震応答予測手法を構築した．

2) Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構におけるブレース負担水平力消失による剛性低下に起因した

周期変動を考慮して，エネルギースペクトルより地震入力エネルギーの速度換算値 VE を求める手法を示

した．更に，VE と損傷に寄与する地震入力エネルギーの速度換算値 Vdm を対応付ける式 (4.20) を提案した．

3) エネルギーの釣合に基づく (1) の提案手法を用いれば，VE を過小評価した場合や正負の偏りが大きくな

る場合の Z 型の絶対加速度を除き，解析と比較して各種応答を概ね ±10% 以内の精度，あるいは +10%

以上で安全側に予測可能である．最大絶対加速度が弾性ひずみエネルギー蓄積でどの程度低減されるか

を，数値解析によらず予測することができる．

4) エネルギーの釣合に基づき，NC ブレースの累積塑性変形倍率を解析結果と比較して概ね安全に予測可

能である．
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第 5 章

結　論

　本論では，端部に楔デバイスを有する NC ブレースを配置した，Z 型 NC ブレース架構および非対称 Z 型

NC ブレース架構の基本的性能を明らかにするため振動台実験を行うとともに，数値解析による応答再現性

を検討するため実験結果を数値解析により追跡した．また，実大架構の数値解析で Z 型，非対称 Z 型，X

型 NC ブレース架構と鋼材ダンパー架構との比較を行い，地震応答性状を明らかにするとともに各ブレース

架構の耐震性能について議論した．更に，各 NC ブレース架構の地震応答を予測する手法を提案し，耐震設

計法の基礎理論を構築した．以下に，本論の各章において得られた知見を示す．

　第 1 章においては，本研究を行うに至った背景を示すとともに，従来の鋼材ダンパー架構，地震応答低減

システムにおける研究知見と問題点について示した．

　第 2 章においては，まず 1 層 Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増変形機構，基本的応答性状

を明らかにし，弾塑性復元力特性を確認することを目的として，ブレース降伏耐力，ブレース初期張力の有

無，ブレース配置を実験変数として設定し，漸増変形性状を詳細に検討することを目的に加速度振幅を調整

した正弦波を入力する 1 層 1 スパン架構の振動台実験を実施した．更に，数値解析による Z 型 NC ブレース

架構，非対称 Z 型 NC ブレース架構の応答再現性を検証することを目的に，振動台実験結果を数値解析によ

り追跡した．最後に，Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の地震応答性状を明らかにすることを目的

に，ブレース剛性比，ブレース降伏応力度，入力地震動を変数とした実大 1 層架構の数値解析を実施し，各

ブレース架構の耐震性能について比較，検討を行った．振動台実験および数値解析より得られた知見は，以

下のようにまとめることができる．

1) Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の絶対加速度応答は，弾性時，弾塑性時ともに両者ほぼ同等と

なる．

2) 振動時において，Z 型 NC ブレース架構は層間変形が一方向漸増する漸増変形特性を，非対称 Z 型 NC

ブレース架構はブレース負担水平力の重心回り捩りモーメント MT が単調増加することによって重心を

回転中心として捩り角が一方向漸増する漸増捩り変形を生じる．

3) ブレース降伏耐力の大きな試験体ほど振動後に残留する残留層間変形，残留捩り角は大きくなる．本実

験のように作用する層せん断力が正負でほぼ等しい場合のZ型NCブレース架構の残留層間変形は式 (2.9)

のd c
*
により，また非対称 Z 型 NC ブレース架構の残留捩り角は式 (2.13) のq y により評価できる．

4) ブレース弾塑性時にはブレース系が完全弾塑性型の復元力特性を示すことにより，Z 型 NC ブレース架構，

非対称 Z 型 NC ブレース架構はいずれも bi-linear 型に近似できる復元力特性を示す．ブレース弾塑性時
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に主架構を弾性に留めておけば，NC ブレースが効率良く地震入力エネルギーを消費する鋼材ダンパー

架構として機能する．

5) 数値解析により，Z 型 NC ブレース架構および非対称 Z 型 NC ブレース架構の実験挙動をいずれも良好

な精度で追跡することができる．

○実大架構の数値解析結果より

6) Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構は，主架構またはブレース系への弾性ひずみエネルギーの蓄

積に基づいて地震応答低減効果を発揮し，鋼材ダンパー架構（ブレース降伏軸力の 50% を初期張力とし

て導入した X 型）と比較して弾性時の絶対加速度応答，相対速度応答を低減することができる．この低

減効果は，概ね X 型 < Z 型 ≈非対称 Z 型の大小関係にあり，ある一定の入力下においてはブレース剛性

比 Kb/Kf が高く弾性ひずみエネルギー蓄積量が多いほど顕著になる．

7) 弾塑性時には，Z 型は式 (2.9) で計算されるd c
*
を履歴中心とした bi-linear 型の履歴を，非対称 Z 型およ

び X 型は原点を履歴中心とした bi-linear 型の履歴を描き，そのひずみエネルギー消費性能は鋼材ダンパー

架構と同等となる．このため，各 NC ブレース架構は鋼材ダンパー架構と同等の最大絶対加速度，最大

相対速度，履歴中心からの最大変形の低減効果を発揮する．

8) 非対称 Z 型の重心，X 型の最大層間変形は弾性時，弾塑性時それぞれで鋼材ダンパー架構とほぼ同等に

なる．また，1 層 1 スパン架構の場合，Z 型および非対称 Z 型の最大層間変形，漸増変形に基づく地震

後残留層間変形は弾性時，弾塑性時それぞれで同等となる．更に，地震動入力によるブレース弾塑性振

動後の残留変形は，非対称 Z 型で x, y 両方向のブレースが降伏しておらず MTy に到達していないものを

除き，Z 型および非対称 Z 型ともに式 (2.9) により良好に評価できる．

9) 非対称 Z 型，X 型の地震応答低減効果は，いずれもブレース負担水平力の消失によって剛性低下を生じ

る bi-linear 型復元力特性の履歴減衰として評価することができる．

　第 3 章においては，まず多層 Z 型および非対称 Z 型 NC ブレース架構の漸増変形機構，基本的応答性状，

弾塑性復元力特性を明らかにすることを目的として，ブレース降伏耐力，層毎のブレース配置を実験変数と

し，正弦波入力による 2 層 1 スパン架構の振動台実験を実施した．更に，数値解析による多層 Z 型 NC ブレー

ス架構，非対称 Z 型 NC ブレース架構の応答再現性を検証することを目的に，振動台実験結果を数値解析に

より追跡した．最後に，多層 NC ブレース架構の地震応答性状を明らかにすることを目的に，ブレース配置，

入力地震動を変数に設定して，事務所ビルを想定した実大 8 層 3 スパン架構の数値解析を行い，Z 型，非対

称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の耐震性能をそれぞれ比較，検討した．更に，多層架構の漸増変形に基づく

地震後残留層間変形を簡易に評価する手法を示した．振動台実験および数値解析より得られた知見は，以下

のようにまとめることができる．

○振動台実験結果より

1) Z 型 NC ブレースを配置した各層において，Z 型は層間変形が一方向漸増する漸増変形特性を，非対称 Z

型は層毎のブレース負担水平力の重心回り捩りモーメント MTi の単調増加により層間捩り角が一方向漸

増する漸増変形特性を生じる．

2) 漸増変形，漸増捩り変形の方向は層毎のブレース配置方向により変化する．一方，各層の絶対加速度応

答は層毎のブレース配置方向の影響を受けないとともに，Z 型，非対称 Z 型でほぼ等しくなる．

3) ブレース配置を層毎で交互とした試験体は，Z 型においては各層の相対変位，非対称 Z 型においては各

層の相対捩り角の相殺により，ブレース配置を各層で同一方向とした試験体と比較して，試験体頂部の

相対変位，相対捩り角を抑制することができる．
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4) ブレース降伏耐力の大きな試験体ほど各層の残留層間変形，残留捩り角は大きくなる．本実験のように

作用する層せん断力が正負でほぼ等しい場合の Z 型 NC ブレース架構の残留層間変形は式 (3.3) のd ci
*
に

より，また非対称 Z 型 NC ブレース架構の残留層間捩り角は式 (3.6) のf yi により評価できる．

5) NC ブレースが降伏した層においては，Z 型，非対称 Z 型いずれも bi-linear 型復元力特性に近似できる復

元力特性を示す．

6) 数値解析により，2 層 Z 型 NC ブレース架構および非対称 Z 型 NC ブレース架構の実験挙動を良好に追

跡することが可能である．

○実大架構の数値解析結果より

7) 多層 NC ブレース架構における地震層せん断力係数 Ci 分布の形状は，ブレース配置によらずほぼ等しく

なる．また，弾性，弾塑性時ともに Ai 分布に基づいて Ci を評価できる．

8) Z 型，非対称 Z 型において Z 型 NC ブレース配置を 2 層毎に交互とした場合，2 層毎の相対変位を相殺

することで，外周構面の相対変位領域を鋼材ダンパー架構（ブレース降伏軸力の 50% を初期張力として

導入した X 型）と同等とできる．また，層間変形の連成により，全層同一方向配置する場合と比較して

最大層間変形角，残留層間変形角を抑制することができる．

9) Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構は，各層の弾性ひずみエネルギー蓄積により地震応答低減効

果を発揮し，鋼材ダンパー架構と比較して弾性時における各層の絶対加速度応答，相対速度応答，また

非対称 Z 型と X 型においては重心の最大層間変形角を低減することができる．この低減効果の大小関係

は，最大弾性ひずみエネルギー蓄積量 Wei,max の大小関係と概ね合致し，弾性ひずみエネルギー蓄積の大

きいブレース配置ほど高い地震応答低減効果が期待できる．

10) ブレース弾塑性時において，Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の各層における最大絶対加速度，

最大相対速度，また非対称 Z 型と X 型の各層重心における最大層間変形角は，鋼材ダンパー架構とほぼ

等しくなる．

11) 本論で示した計算手法による，層間変形の連成を考慮したブレース弾塑性振動後の残留層間変形の評価

値は，工学的に十分な精度で解析結果と対応する．

　第 4 章においては，1 層 NC ブレース架構の弾性地震応答予測手法を構築し，第 2 章の実大 1 層 Z 型，非

対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の数値解析結果を用いて地震応答予測手法の精度検証を行った．更に，既

往の地震応答予測手法に基づく NC ブレースの損傷評価を行った．得られた知見は以下のようにまとめられ

る．

1) 1 層 Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構の一方向漸増変形および弾性ひずみエネルギー蓄積を考

慮した，エネルギーの釣合に基づく地震応答予測手法を構築した．

2) Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構におけるブレース負担水平力消失による剛性低下に起因した

周期変動を考慮して，エネルギースペクトルより地震入力エネルギーの速度換算値 VE を求める手法を示

した．更に，VE と損傷に寄与する地震入力エネルギーの速度換算値 Vdm を対応付ける式 (4.20) を提案した．

3) エネルギーの釣合に基づく (1) の提案手法を用いれば，VE を過小評価した場合や正負の偏りが大きくな

る場合の Z 型の絶対加速度を除き，解析と比較して各種応答を概ね ±10% 以内の精度，あるいは +10%

以上で安全側に予測可能である．最大絶対加速度が弾性ひずみエネルギー蓄積でどの程度低減されるか

を，数値解析によらず予測することができる．

4) エネルギーの釣合に基づき，NC ブレースの累積塑性変形倍率を解析結果と比較して概ね安全に予測可

能である．
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　以上の研究知見から，本論の総括を行う．

　本論で提案する Z 型，非対称 Z 型，X 型 NC ブレース架構は，いずれも弾性ひずみエネルギー蓄積性能

を有するとともに，NCブレースの塑性化により bi-linear型の復元力特性を示すことが明らかになった．また，

Z 型 NC ブレースを全層同一方向に配置した場合には，各層の層間変形が一方向に漸増することで，架構の

変位領域も一方向に大きく偏ることが問題となるが，各層の Z 型 NC ブレースを交互に配置する工夫を行う

ことで，架構の変位領域を鋼材ダンパー架構と同等とできるとともに，層間変形および残留層間変形の増大

を極力抑制した設計が可能となることが明らかになった．

　従って，従来の鋼材ダンパー架構と比較して，弾性時には絶対加速度，相対速度，重心の層間変形等を低

減でき，弾塑性時においては同等の地震入力エネルギー消費性能および地震応答低減効果が期待でき，更に

架構の変位領域は通常架構と同等であるため，発生頻度が比較的高い中小地震動に対して大きな優位性を有

していると言える．ただし，このような利点を活用した耐震設計を行う上では，弾性ひずみエネルギー蓄積

による地震応答低減効果や一方向漸増変形を考慮した層間変形角等を適切に評価した上で，総合的な判断を

行う必要がある．本論で提案したエネルギーの釣合に基づく手法により，上記のような耐震設計法の構築が

可能であるものと思われる．

　更に，NC ブレース架構は，地震後における維持管理や補修を以下のように容易に行うことができる．

(1) 地震動によって蓄積した弾性ひずみエネルギーを，NC ブレース端部のナットやターンバックルを緩め

ることで解放する．

(2) 楔の接触面において摩擦面処理を行う．

(3) NC ブレースの損傷が大きくなった場合，丸鋼ブレース材を交換するとともに，楔デバイスを再度設置

する．ブレースの損傷は，楔貫入量を測定することにより容易に把握できるので，適切な時期にブレー

スを交換することが可能である．

このように，弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減システムには，従来の鋼材の塑性変形等によ

り地震応答を低減するシステムのように繰り返し使用に対する制限がないこと，部材の大規模な補修や交換

を必要としないことに関しても優位性を有している．

　最後に，本研究の今後の課題，展望について述べる．

　本論では，一方向漸増変形および弾性ひずみエネルギー蓄積を考慮した，エネルギーの釣合に基づく 1 層

NC ブレース架構の地震応答予測手法を構築したが，今後，中低層建築物を対象とした NC ブレース架構の

耐震設計法を構築していくためには，上記エネルギーの釣合に基づく NC ブレース架構の地震応答予測手法

を，多層架構の場合に拡張する必要がある．

　また，従来の耐震構造では，梁や柱端部に塑性ヒンジを形成し，またはブレース等に降伏要素を限定して

地震入力エネルギー消費を図る設計が行われているが，局部座屈の発生による塑性ヒンジの性能劣化，溶接

接合部の破断，地震後における継続使用が問題となるとともに，塑性化した降伏要素の交換が必要となる．

本論では，弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減を，発生頻度が比較的高い中小地震動に限定し

ているが，極めて稀に発生する大地震動に対しても弾性ひずみエネルギー蓄積に基づく地震応答低減が可能

であれば，より合理的な耐震構造を実現できるものと考えられる．そのためには，柱および梁から構成され

る主架構を高強度鋼により製作するとともに，NC ブレースに高強度の鋼材を用いることで，通常の構造物

と比較して最大弾性ひずみエネルギー蓄積量を増大させた架構を設計し，数値解析に基づく詳細な検討によ

り，上述した実現性を検討していく必要がある．
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